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規 則

�愛媛県規則第２号
愛媛県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則を次のように定める。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５３

号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

（指定居宅介護事業者が支給決定障害者等から支払を受けることができる費用）

第３条 条例第２２条第３項の規則で定める費用は、支給決定障害者等の選定により通常の事業の実施地域以外の地域において指定居宅介護

を提供する場合に要する交通費とする。

（重度訪問介護等に係る指定障害福祉サービスの事業を行う者が支給決定障害者等から支払を受けることができる費用）

第４条 条例第４４条において準用する条例第２２条第３項の規則で定める費用については、前条の規定を準用する。この場合において、同条

中「指定居宅介護」とあるのは、「重度訪問介護等に係る指定障害福祉サービス」と読み替えるものとする。

（同居家族に対して基準該当居宅介護を提供することができる場合）

第５条 条例第４８条第１項ただし書の規則で定める場合は、次のいずれにも該当する場合とする。

� 居宅介護に係る利用者が、離島、山間等のへき地その他の地域であって、指定居宅介護のみによっては必要な居宅介護の見込量を確

保することが困難であると市町村が認めるものに住所を有する場合

� 居宅介護が条例第４５条第３項のサービス提供責任者の行う具体的な指示に基づいて提供される場合

� 居宅介護を提供する従業者の当該居宅介護に従事する時間の合計が、当該従業者が居宅介護に従事する時間の合計のおおむね２分の

１を超えない場合

（基準該当居宅介護事業者等が支給決定障害者等から支払を受けることができる費用）

第６条 条例第４９条において準用する条例第２２条第３項の規則で定める費用については、第３条の規定を準用する。この場合において、同

条中「指定居宅介護」とあるのは、「基準該当居宅介護等」と読み替えるものとする。

（指定療養介護事業者が支給決定障害者から支払を受けることができる費用）

第７条 条例第５６条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 日用品費

○ 道路の区域変更（県道高茂岬船越線）……………………………………………………………………………………………（南予地方局愛南土木事務所）…１６４

○ 道路の区域変更（県道久良城辺線）………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１６４

○ 道路の供用開始（県道久良城辺線）………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１６５

○ 道路の供用開始（県道高瀬松渓線）………………………………………………………………………………………………（南予地方局西予土木事務所）…１６５
公 告

○ 技能検定の合格者………………………………………………………………………………………………………………………………………（労政雇用課）…１６５

人事委員会規則

○ 住居手当に関する規則の一部を改正する規則………………………………………………………………………………………………（人事委員会事務局）…１７３

○ 単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則…………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１７４

公安委員会規則

○ 愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則………………………………………………………………………………………………（警察本部交通規制課）…１７５

選挙管理委員会告示

○ 政治団体の設立の届出……………………………………………………………………………………………………………………………（選挙管理委員会）…１７５

○ 政治団体の届出事項の異動の届出………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１７６

○ 政治団体の解散の届出……………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１７７

○ 資金管理団体の届出………………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１７８

○ 資金管理団体の解散の届出………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１７８

○ 資金管理団体の届出事項の異動の届出…………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…１７８

○ 漁業法第９９条第１項の規定による解職の請求の要件となるべき選挙権を有する者の数…………………………………………………（ 〃 ）…１７９

○ 衆議院小選挙区選出議員選挙における公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨……………………………………………（ 〃 ）…１７９
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� 前号に掲げるもののほか、指定療養介護において提供される便宜に要する費用のうち、日常生活においても通常必要となるものに係

る費用であって、支給決定障害者に負担させることが適当と認められるもの

（指定療養介護の提供に関する記録）

第８条 条例第７７条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 療養介護計画

� 条例第５５条第１項の規定によるサービスの提供の記録

� 条例第６７条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第７５条第２項の規定による身体的拘束等の記録

� 条例第７８条において準用する条例第４０条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第７８条において準用する条例第４１条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（指定生活介護事業者が支給決定障害者から支払を受けることができる費用）

第９条 条例第８４条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 食事の提供に要する費用

� 創作的活動に係る材料費

� 日用品費

� 前３号に掲げるもののほか、指定生活介護において提供される便宜に要する費用のうち、日常生活においても通常必要となるものに

係る費用であって、支給決定障害者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第１号の費用については、基準省令第８２条第４項の別に厚生労働大臣が定めるところによるものとする。

（指定生活介護の提供に関する記録）

第１０条 条例第９５条において準用する条例第７７条第２項の規則で定める記録については、第８条の規定を準用する。この場合において、同

条第１号中「療養介護計画」とあるのは「条例第９５条において読み替えて準用する条例第６０条第１項に規定する生活介護計画」と、同条

第２号中「条例第５５条第１項」とあるのは「条例第９５条において準用する条例第２０条第１項」と、同条第３号中「条例第６７条」とあるの

は「条例第９０条」と、同条第４号中「条例第７５条第２項」とあるのは「条例第９５条において準用する条例第７５条第２項」と、同条第５号

及び第６号中「条例第７８条」とあるのは「条例第９５条」と読み替えるものとする。

（基準該当生活介護事業者が支給決定障害者から支払を受けることができる費用）

第１１条 条例第９８条において準用する条例第８４条第３項の規則で定める費用については、第９条の規定を準用する。この場合において、同

条第１項第４号中「指定生活介護」とあるのは「基準該当生活介護」と、同条第２項中「基準省令第８２条第４項」とあるのは「基準省令

第９５条において準用する基準省令第８２条第４項」と読み替えるものとする。

（指定短期入所事業者が支給決定障害者等から支払を受けることができる費用）

第１２条 条例第１０５条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 食事の提供に要する費用

� 光熱水費

� 日用品費

� 前３号に掲げるもののほか、指定短期入所において提供される便宜に要する費用のうち、日常生活においても通常必要となるものに

係る費用であって、支給決定障害者等に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第１号及び第２号に掲げる費用については、基準省令第１２０条第４項の別に厚生労働大臣が定めるところによるものとする。

（基準該当短期入所事業者が支給決定障害者等から支払を受けることができる費用）

第１３条 条例第１１２条において準用する条例第１０５条第３項の規則で定める費用については、前条の規定を準用する。この場合において、同

条第１項第４号中「指定短期入所」とあるのは「基準該当短期入所」と、同条第２項中「基準省令第１２０条第４項」とあるのは「基準省

令第１２５条の３において準用する基準省令第１２０条第４項」と読み替えるものとする。

（指定重度障害者等包括支援事業者が支給決定障害者等から支払を受けることができる費用）

第１４条 条例第１２３条において準用する条例第２２条第３項の規則で定める費用については、第３条の規定を準用する。この場合において、

同条中「指定居宅介護」とあるのは、「指定重度障害者等包括支援」と読み替えるものとする。

（指定共同生活介護事業者が支給決定障害者から支払を受けることができる費用）

第１５条 条例第１３０条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 食材料費

� 家賃（法第３４条第１項の規定により特定障害者特別給付費が利用者に支給された場合（同条第２項において準用する法第２９条第４項

の規定により特定障害者特別給付費が利用者に代わり当該指定共同生活介護事業者に支払われた場合に限る。）は、当該利用者に係る

家賃の月額から法第３４条第２項において準用する法第２９条第５項の規定により当該利用者に支給があったものとみなされた特定障害者

特別給付費の額を控除した額を限度とする。）

� 光熱水費

� 日用品費

� 前各号に掲げるもののほか、指定共同生活介護において提供される便宜に要する費用のうち、日常生活においても通常必要となるも

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号

１１８



のに係る費用であって、支給決定障害者に負担させることが適当と認められるもの

（指定共同生活介護の提供に関する記録）

第１６条 条例第１４１条において準用する条例第７７条第２項の規則で定める記録については、第８条の規定を準用する。この場合において、

同条第１号中「療養介護計画」とあるのは「条例第１４１条において読み替えて準用する条例第６０条第１項に規定する共同生活介護計画」

と、同条第２号中「条例第５５条第１項」とあるのは「条例第１４１条において準用する条例第５５条第１項」と、同条第３号中「条例第６７

条」とあるのは「条例第１４１条において準用する条例第９０条」と、同条第４号中「条例第７５条第２項」とあるのは「条例第１４１条において

準用する条例第７５条第２項」と、同条第５号及び第６号中「条例第７８条」とあるのは「条例第１４１条」と読み替えるものとする。

（指定自立訓練（機能訓練）事業者が支給決定障害者から支払を受けることができる費用）

第１７条 条例第１４６条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 食事の提供に要する費用

� 日用品費

� 前２号に掲げるもののほか、指定自立訓練（機能訓練）において提供される便宜に要する費用のうち、日常生活においても通常必要

となるものに係る費用であって、支給決定障害者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第１号の費用については、基準省令第１５９条第４項の別に厚生労働大臣が定めるところによるものとする。

（指定自立訓練（機能訓練）の提供に関する記録）

第１８条 条例第１４９条において準用する条例第７７条第２項の規則で定める記録については、第８条の規定を準用する。この場合において、

同条第１号中「療養介護計画」とあるのは「条例第１４９条において読み替えて準用する条例第６０条第１項に規定する自立訓練（機能訓

練）計画」と、同条第２号中「条例第５５条第１項」とあるのは「条例第１４９条において準用する条例第２０条第１項」と、同条第３号中

「条例第６７条」とあるのは「条例第１４９条において準用する条例第９０条」と、同条第４号中「条例第７５条第２項」とあるのは「条例第１４９

条において準用する条例第７５条第２項」と、同条第５号及び第６号中「条例第７８条」とあるのは「条例第１４９条」と読み替えるものとす

る。

（基準該当自立訓練（機能訓練）事業者が支給決定障害者から支払を受けることができる費用）

第１９条 条例第１５１条において準用する条例第１４６条第３項の規則で定める費用については、第１７条の規定を準用する。この場合において、

同条第１項第３号中「指定自立訓練（機能訓練）」とあるのは「基準該当自立訓練（機能訓練）」と、同条第２項中「基準省令第１５９条

第４項」とあるのは「基準省令第１６４条において準用する基準省令第１５９条第４項」と読み替えるものとする。

（指定自立訓練（生活訓練）事業者が支給決定障害者から支払を受けることができる費用）

第２０条 条例第１５７条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 食事の提供に要する費用

� 日用品費

� 前２号に掲げるもののほか、指定自立訓練（生活訓練）において提供される便宜に要する費用のうち、日常生活においても通常必要

となるものに係る費用であって、支給決定障害者に負担させることが適当と認められるもの

２ 条例第１５７条第４項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 食事の提供に要する費用

� 光熱水費

� 居室（国若しくは地方公共団体の負担若しくは補助又はこれらに準ずるものを受けて建築され、買収され、又は改造されたものを除

く。）の提供を行ったことに伴い必要となる費用

� 日用品費

� 前各号に掲げるもののほか、指定宿泊型自立訓練において提供される便宜に要する費用のうち、日常生活においても通常必要となる

ものに係る費用であって、支給決定障害者に負担させることが適当と認められるもの

３ 第１項第１号及び前項第１号から第３号までに掲げる費用については、基準省令第１７０条第５項の別に厚生労働大臣が定めるところに

よるものとする。

（指定自立訓練（生活訓練）の提供に関する記録）

第２１条 条例第１５８条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 条例第１５９条において読み替えて準用する条例第６０条第１項に規定する自立訓練（生活訓練）計画

� 条例第１５６条第１項及び第２項の規定によるサービスの提供の記録

� 条例第１５９条において準用する条例第９０条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第１５９条において準用する条例第７５条第２項の規定による身体的拘束等の記録

� 条例第１５９条において準用する条例第４０条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第１５９条において準用する条例第４１条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（基準該当自立訓練（生活訓練）事業者が支給決定障害者から支払を受けることができる費用）

第２２条 条例第１６１条において準用する条例第１４６条第３項の規則で定める費用については、第１７条の規定を準用する。この場合において、

同条第１項第３号中「指定自立訓練（機能訓練）」とあるのは「基準該当自立訓練（生活訓練）」と、同条第２項中「基準省令第１５９条

第４項」とあるのは「基準省令第１７３条において準用する基準省令第１５９条第４項」と読み替えるものとする。
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（指定就労移行支援の事業についての準用）

第２３条 条例第１７２条において準用する条例第７７条第２項の規則で定める記録については第８条の規定を、条例第１７２条において準用する条

例第１４６条第３項の規則で定める費用については第１７条の規定を、それぞれ準用する。この場合において、第８条第１号中「療養介護計

画」とあるのは「条例第１７２条において読み替えて準用する条例第６０条第１項に規定する就労移行支援計画」と、同条第２号中「条例第

５５条第１項」とあるのは「条例第１７２条において準用する条例第２０条第１項」と、同条第３号中「条例第６７条」とあるのは「条例第１７２条

において準用する条例第９０条」と、同条第４号中「条例第７５条第２項」とあるのは「条例第１７２条において準用する条例第７５条第２項」

と、同条第５号及び第６号中「条例第７８条」とあるのは「条例第１７２条」と、第１７条第１項第３号中「指定自立訓練（機能訓練）」とあ

るのは「指定就労移行支援」と、同条第２項中「基準省令第１５９条第４項」とあるのは「基準省令第１８４条において準用する基準省令第

１５９条第４項」と読み替えるものとする。

（指定就労継続支援Ａ型の事業に従事する作業員として雇用する利用者及び従業者以外の者の数）

第２４条 条例第１８４条の規則で定める数は、次の各号に掲げる利用定員の区分に応じ、当該各号に定める数とする。

� 利用定員が１０人以上２０人以下 利用定員に１００分の５０を乗じて得た数

� 利用定員が２１人以上３０人以下 １０又は利用定員に１００分の４０を乗じて得た数のいずれか多い数

� 利用定員が３１人以上 １２又は利用定員に１００分の３０を乗じて得た数のいずれか多い数

（指定就労継続支援Ａ型の事業についての準用）

第２５条 条例第１８５条において準用する条例第７７条第２項の規則で定める記録については第８条の規定を、条例第１８５条において準用する条

例第１４６条第３項の規則で定める費用については第１７条の規定を、それぞれ準用する。この場合において、第８条第１号中「療養介護計

画」とあるのは「条例第１８５条において読み替えて準用する条例第６０条第１項に規定する就労継続支援Ａ型計画」と、同条第２号中「条

例第５５条第１項」とあるのは「条例第１８５条において準用する条例第２０条第１項」と、同条第３号中「条例第６７条」とあるのは「条例第

１８５条において準用する条例第９０条」と、同条第４号中「条例第７５条第２項」とあるのは「条例第１８５条において準用する条例第７５条第２

項」と、同条第５号及び第６号中「条例第７８条」とあるのは「条例第１８５条」と、第１７条第１項第３号中「指定自立訓練（機能訓練）」

とあるのは「指定就労継続支援Ａ型」と、同条第２項中「基準省令第１５９条第４項」とあるのは「基準省令第１９７条において準用する基準

省令第１５９条第４項」と読み替えるものとする。

（指定就労継続支援Ｂ型の事業についての準用）

第２６条 条例第１９０条において準用する条例第７７条第２項の規則で定める記録については第８条の規定を、条例第１９０条において準用する条

例第１４６条第３項の規則で定める費用については第１７条の規定を、それぞれ準用する。この場合において、第８条第１号中「療養介護計

画」とあるのは「条例第１９０条において読み替えて準用する条例第６０条第１項に規定する就労継続支援Ｂ型計画」と、同条第２号中「条

例第５５条第１項」とあるのは「条例第１９０条において準用する条例第２０条第１項」と、同条第３号中「条例第６７条」とあるのは「条例第

１９０条において準用する条例第９０条」と、同条第４号中「条例第７５条第２項」とあるのは「条例第１９０条において準用する条例第７５条第２

項」と、同条第５号及び第６号中「条例第７８条」とあるのは「条例第１９０条」と、第１７条第１項第３号中「指定自立訓練（機能訓練）」

とあるのは「指定就労継続支援Ｂ型」と、同条第２項中「基準省令第１５９条第４項」とあるのは「基準省令第２０２条において準用する基準

省令第１５９条第４項」と読み替えるものとする。

（基準該当就労継続支援Ｂ型の事業についての準用）

第２７条 条例第１９４条において準用する条例第７７条第２項の規則で定める記録については第８条の規定を、条例第１９４条において準用する条

例第１４６条第３項の規則で定める費用については第１７条の規定を、それぞれ準用する。この場合において、第８条第１号中「療養介護計

画」とあるのは「条例第１９４条において読み替えて準用する条例第６０条第１項に規定する基準該当就労継続支援Ｂ型計画」と、同条第２

号中「条例第５５条第１項」とあるのは「条例第１９４条において準用する条例第２０条第１項」と、同条第３号中「条例第６７条」とあるのは

「条例第１９４条において準用する条例第９０条」と、同条第４号中「条例第７５条第２項」とあるのは「条例第１９４条において準用する条例第

７５条第２項」と、同条第５号及び第６号中「条例第７８条」とあるのは「条例第１９４条」と、第１７条第１項第３号中「指定自立訓練（機能

訓練）」とあるのは「基準該当就労継続支援Ｂ型」と、同条第２項中「基準省令第１５９条第４項」とあるのは「基準省令第２０６条において

準用する基準省令第１５９条第４項」と読み替えるものとする。

（指定共同生活援助の事業についての準用）

第２８条 条例第２０１条において準用する条例第７７条第２項の規則で定める記録については第８条の規定を、条例第２０１条において準用する条

例第１３０条第３項の規則で定める費用については第１５条の規定を、それぞれ準用する。この場合において、第８条第１号中「療養介護計

画」とあるのは「条例第２０１条において読み替えて準用する条例第６０条第１項に規定する共同生活援助計画」と、同条第２号中「条例第

５５条第１項」とあるのは「条例第２０１条において準用する条例第５５条第１項」と、同条第３号中「条例第６７条」とあるのは「条例第２０１条

において準用する条例第９０条」と、同条第４号中「条例第７５条第２項」とあるのは「条例第２０１条において準用する条例第７５条第２項」

と、同条第５号及び第６号中「条例第７８条」とあるのは「条例第２０１条」と、第１５条第２号中「当該指定共同生活介護事業者」とあるの

は「当該指定共同生活援助事業者」と、同条第５号中「指定共同生活介護」とあるのは「指定共同生活援助」と読み替えるものとする。

（特定基準該当障害福祉サービスの事業についての準用）

第２９条 条例第２１０条第１項において準用する条例第７７条第２項の規則で定める記録については、第８条の規定を準用する。この場合にお

いて、同条第１号中「療養介護計画」とあるのは「条例第２１０条第１項において読み替えて準用する条例第６０条第１項に規定する特定基

準該当障害福祉サービス計画」と、同条第２号中「条例第５５条第１項」とあるのは「条例第２１０条第１項において準用する条例第２０条第
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１項」と、同条第３号中「条例第６７条」とあるのは「条例第２１０条第２項から第５項までにおいて準用する条例第９０条」と、同条第４号

中「条例第７５条第２項」とあるのは「条例第２１０条第２項から第５項までにおいて準用する条例第７５条第２項」と、同条第５号及び第６

号中「条例第７８条」とあるのは「条例第２１０条第１項」と読み替えるものとする。

２ 条例第２１０条第２項において準用する条例第８４条第３項の規則で定める費用については、第９条の規定を準用する。この場合において、

同条第１項第４号中「指定生活介護」とあるのは「特定基準該当生活介護」と、同条第２項中「基準省令第８２条第４項」とあるのは「基

準省令第２２３条第２項において準用する基準省令第８２条第４項」と読み替えるものとする。

３ 条例第２１０条第３項において準用する条例第１４６条第３項の規則で定める費用については、第１７条の規定を準用する。この場合において、

同条第１項第３号中「指定自立訓練（機能訓練）」とあるのは「特定基準該当自立訓練（機能訓練）」と、同条第２項中「基準省令第

１５９条第４項」とあるのは「基準省令第２２３条第３項において準用する基準省令第１５９条第４項」と読み替えるものとする。

４ 条例第２１０条第４項において準用する条例第１５７条第３項の規則で定める費用については、第２０条第１項及び第３項の規定を準用する。

この場合において、同条第１項第３号中「指定自立訓練（生活訓練）」とあるのは「特定基準該当自立訓練（生活訓練）」と、同条第３

項中「基準省令第１７０条第５項」とあるのは「基準省令第２２３条第４項において準用する基準省令第１７０条第５項」と読み替えるものとす

る。

５ 条例第２１０条第５項において準用する条例第１４６条第３項の規則で定める費用については、第１７条の規定を準用する。この場合において、

同条第１項第３号中「指定自立訓練（機能訓練）」とあるのは「特定基準該当就労継続支援Ｂ型」と、同条第２項中「基準省令第１５９条

第４項」とあるのは「基準省令第２２３条第５項において準用する基準省令第１５９条第４項」と読み替えるものとする。

附 則

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第３号
愛媛県指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則を次のように定める。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５４号。以下

「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

（支給決定障害者から支払を受けることができる費用）

第３条 条例第２３条第３項の規則で定める費用は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める費用とする。

� 生活介護を行う場合 次に掲げる費用

ア 食事の提供に要する費用

イ 創作的活動に係る材料費

ウ 日用品費

エ アからウまでに掲げるもののほか、生活介護において提供される便宜に要する費用のうち、日常生活においても通常必要となるも

のに係る費用であって、支給決定障害者に負担させることが適当と認められるもの

� 自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援又は就労継続支援Ｂ型を行う場合 次に掲げる費用

ア 食事の提供に要する費用

イ 日用品費

ウ ア及びイに掲げるもののほか、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援又は就労継続支援Ｂ型において提供

される便宜に要する費用のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、支給決定障害者に負担させることが

適当と認められるもの

� 施設入所支援を行う場合 次に掲げる費用

ア 食事の提供に要する費用及び光熱水費（法第３４条第１項の規定により特定障害者特別給付費が利用者に支給された場合は、障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年政令第１０号）第２１条第１項第１号に規定する食費等の基準

費用額（法第３４条第２項において準用する法第２９条第５項の規定により当該特定障害者特別給付費が利用者に代わり当該指定障害者

支援施設に支払われた場合は、同号に規定する食費等の負担限度額）を限度とする。）

イ 基準省令第１９条第３項第３号ロの厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な居室（国若しくは地方公共団体の負

担若しくは補助又はこれらに準ずるものを受けて建築され、買収され、又は改造されたものを除く。）の提供を行ったことに伴い必

要となる費用

ウ 被服費

エ 日用品費
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オ アからエまでに掲げるもののほか、施設入所支援において提供される便宜に要する費用のうち、日常生活においても通常必要とな

るものに係る費用であって、支給決定障害者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第１号ア、第２号ア及び第３号アに掲げる費用については、基準省令第１９条第４項の別に厚生労働大臣が定めるところによるもの

とする。

（給付金として支払を受けた金銭の管理）

第４条 条例第４３条の規定による金銭の管理は、次に定めるところによりするものとする。

� 利用者に係る給付金として支払を受けた金銭及びこれに準ずるもの（これらの運用により生じた収益を含む。以下「利用者に係る金

銭」という。）をその他の財産と区分すること。

� 利用者に係る金銭を給付金の支給の趣旨に従って用いること。

� 利用者に係る金銭の収支の状況を明らかにする記録を整備すること。

� 利用者が退所した場合は、速やかに、利用者に係る金銭を当該利用者に取得させること。

（施設障害福祉サービスの提供に関する記録）

第５条 条例第６１条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 条例第２１条第１項及び第２項の規定によるサービスの提供の記録

� 施設障害福祉サービス計画

� 条例第４４条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第５３条第２項の規定による身体的拘束等の記録

� 条例第５７条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第５９条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

附 則

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第４号
愛媛県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則を次のように定める。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５５号。以下「条例」

という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

（療養介護の提供に関する記録）

第３条 条例第９条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 療養介護計画

� 条例第２８条第２項の規定による身体的拘束等の記録

� 条例第３０条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第３２条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（療養介護事業所の職員の配置の基準）

第４条 条例第１２条第１項の療養介護事業所の職員（同項第１号から第３号までに掲げる職員を除く。）は、専ら当該療養介護事業所の職

務に従事する者又は療養介護の単位ごとに専ら当該療養介護の提供に当たる者でなければならない。ただし、利用者の支援に支障がない

場合は、この限りでない。

２ 条例第１２条第１項第１号の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、療養介護事業所の管理上支障がない場

合は、当該療養介護事業所の他の業務に従事し、又は当該療養介護事業所以外の事業所、施設等の職務に従事することができる。

３ 条例第１２条第１項第４号の生活支援員のうち、１人以上は、常勤でなければならない。

４ 条例第１２条第１項第５号のサービス管理責任者のうち、１人以上は、常勤でなければならない。

（生活介護事業所の職員の配置の基準）

第５条 条例第３９条第１項及び第４項の生活介護事業所の職員（同条第１項第１号の管理者を除く。）は、専ら当該生活介護事業所の職務

に従事する者又は生活介護の単位ごとに専ら当該生活介護の提供に当たる者でなければならない。ただし、利用者の支援に支障がない場

合は、この限りでない。

２ 条例第３９条第１項第１号の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、生活介護事業所の管理上支障がない場

合は、当該生活介護事業所の他の業務に従事し、又は当該生活介護事業所以外の事業所、施設等の職務に従事することができる。

３ 条例第３９条第１項第３号の生活支援員のうち、１人以上は、常勤でなければならない。
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４ 条例第３９条第１項第４号のサービス管理責任者のうち、１人以上は、常勤でなければならない。

（生活介護事業所に従たる事業所を設置する場合における職員の配置の基準）

第６条 生活介護事業所に従たる事業所を設置する場合は、主たる事業所及び従たる事業所の職員（管理者及びサービス管理責任者を除

く。）のうち、それぞれ１人以上は、常勤かつ専ら当該主たる事業所又は従たる事業所の職務に従事する者でなければならない。

（生活介護の提供に関する記録）

第７条 条例第５０条において準用する条例第９条第２項の規則で定める記録については、第３条の規定を準用する。この場合において、同

条第１号中「療養介護計画」とあるのは「条例第５０条において読み替えて準用する条例第１７条第１項に規定する生活介護計画」と、同条

第２号中「条例第２８条第２項」とあるのは「条例第５０条において準用する条例第２８条第２項」と、同条第３号中「条例第３０条第２項」と

あるのは「条例第５０条において準用する条例第３０条第２項」と、同条第４号中「条例第３２条第２項」とあるのは「条例第５０条において準

用する条例第３２条第２項」と読み替えるものとする。

（自立訓練（機能訓練）事業所の職員の配置の基準）

第８条 条例第５２条第１項、第２項及び第４項の自立訓練（機能訓練）事業所の職員（同条第１項第１号の管理者を除く。）は、専ら当該

自立訓練（機能訓練）事業所の職務に従事する者でなければならない。ただし、利用者の支援に支障がない場合は、この限りでない。

２ 条例第５２条第１項第１号の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、自立訓練（機能訓練）事業所の管理上

支障がない場合は、当該自立訓練（機能訓練）事業所の他の業務に従事し、又は当該自立訓練（機能訓練）事業所以外の事業所、施設等

の職務に従事することができる。

３ 条例第５２条第１項第２号の看護職員及び生活支援員のうち、それぞれ１人以上は、常勤でなければならない。

４ 条例第５２条第１項第３号のサービス管理責任者のうち、１人以上は、常勤でなければならない。

（自立訓練（機能訓練）事業所に従たる事業所を設置する場合における職員の配置の基準）

第９条 自立訓練（機能訓練）事業所に従たる事業所を設置する場合における職員の配置の基準については、第６条の規定を準用する。

（自立訓練（機能訓練）の提供に関する記録）

第１０条 条例第５５条において準用する条例第９条第２項の規則で定める記録については、第３条の規定を準用する。この場合において、同

条第１号中「療養介護計画」とあるのは「条例第５５条において読み替えて準用する条例第１７条第１項に規定する自立訓練（機能訓練）計

画」と、同条第２号中「条例第２８条第２項」とあるのは「条例第５５条において準用する条例第２８条第２項」と、同条第３号中「条例第３０

条第２項」とあるのは「条例第５５条において準用する条例第３０条第２項」と、同条第４号中「条例第３２条第２項」とあるのは「条例第５５

条において準用する条例第３２条第２項」と読み替えるものとする。

（耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない宿泊型自立訓練事業所の建物の要件）

第１１条 条例第５８条第７項の規則で定める要件は、次の各号のいずれかに該当することとする。

� スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、火災が発生するおそれがある箇所における防火区画の設置

等により、初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造であること。

� 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円滑な消火活動が可能なものであること。

� 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等により、円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓

練を頻繁に実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の円滑な避難が可能なものであること。

（自立訓練（生活訓練）事業所の職員の配置の基準）

第１２条 条例第５９条第１項及び第２項の自立訓練（生活訓練）事業所の職員（同条第１項第１号の管理者を除く。）は、専ら当該自立訓練

（生活訓練）事業所の職務に従事する者でなければならない。ただし、利用者の支援に支障がない場合は、この限りでない。

２ 条例第５９条第１項第１号の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、自立訓練（生活訓練）事業所の管理上

支障がない場合は、当該自立訓練（生活訓練）事業所の他の業務に従事し、又は当該自立訓練（生活訓練）事業所以外の事業所、施設等

の職務に従事することができる。

３ 条例第５９条第１項第２号又は第２項の生活支援員のうち、１人以上は、常勤でなければならない。

４ 条例第５９条第１項第４号のサービス管理責任者のうち、１人以上は、常勤でなければならない。

（自立訓練（生活訓練）事業所に従たる事業所を設置する場合における職員の配置の基準）

第１３条 自立訓練（生活訓練）事業所に従たる事業所を設置する場合における職員の配置の基準については、第６条の規定を準用する。

（自立訓練（生活訓練）の提供に関する記録）

第１４条 条例第６０条において準用する条例第９条第２項の規則で定める記録については、第３条の規定を準用する。この場合において、同

条第１号中「療養介護計画」とあるのは「条例第６０条において読み替えて準用する条例第１７条第１項に規定する自立訓練（生活訓練）計

画」と、同条第２号中「条例第２８条第２項」とあるのは「条例第６０条において準用する条例第２８条第２項」と、同条第３号中「条例第３０

条第２項」とあるのは「条例第６０条において準用する条例第３０条第２項」と、同条第４号中「条例第３２条第２項」とあるのは「条例第６０

条において準用する条例第３２条第２項」と読み替えるものとする。

（就労移行支援事業所の職員の配置の基準）

第１５条 条例第６３条第１項の就労移行支援事業所の職員（同項第１号の管理者を除く。）は、専ら当該就労移行支援事業所の職務に従事す

る者でなければならない。ただし、利用者の支援に支障がない場合は、この限りでない。

２ 条例第６３条第１項第１号の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、就労移行支援事業所の管理上支障がな
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い場合は、当該就労移行支援事業所の他の業務に従事し、又は当該就労移行支援事業所以外の事業所、施設等の職務に従事することがで

きる。

３ 条例第６３条第１項第２号の職業指導員又は生活支援員のうち、いずれか１人以上は、常勤でなければならない。

４ 条例第６３条第１項第３号の就労支援員のうち、１人以上は、常勤でなければならない。

５ 条例第６３条第１項第４号のサービス管理責任者のうち、１人以上は、常勤でなければならない。

（就労移行支援事業所に従たる事業所を設置する場合における職員の配置の基準）

第１６条 就労移行支援事業所に従たる事業所を設置する場合における職員の配置の基準については、第６条の規定を準用する。

（就労移行支援の提供に関する記録）

第１７条 条例第６９条において準用する条例第９条第２項の規則で定める記録については、第３条の規定を準用する。この場合において、同

条第１号中「療養介護計画」とあるのは「条例第６９条において読み替えて準用する条例第１７条第１項に規定する就労移行支援計画」と、

同条第２号中「条例第２８条第２項」とあるのは「条例第６９条において準用する条例第２８条第２項」と、同条第３号中「条例第３０条第２

項」とあるのは「条例第６９条において準用する条例第３０条第２項」と、同条第４号中「条例第３２条第２項」とあるのは「条例第６９条にお

いて準用する条例第３２条第２項」と読み替えるものとする。

（就労継続支援Ａ型事業所の職員の配置の基準）

第１８条 条例第７４条第１項の就労継続支援Ａ型事業所の職員（同項第１号の管理者を除く。）は、専ら当該就労継続支援Ａ型事業所の職務

に従事する者でなければならない。ただし、利用者の支援に支障がない場合は、この限りでない。

２ 条例第７４条第１項第１号の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、就労継続支援Ａ型事業所の管理上支障

がない場合は、当該就労継続支援Ａ型事業所の他の業務に従事し、又は当該就労継続支援Ａ型事業所以外の事業所、施設等の職務に従事

することができる。

３ 条例第７４条第１項第２号の職業指導員又は生活支援員のうち、いずれか１人以上は、常勤でなければならない。

４ 条例第７４条第１項第３号のサービス管理責任者のうち、１人以上は、常勤でなければならない。

（就労継続支援Ａ型事業所に従たる事業所を設置する場合における職員の配置の基準）

第１９条 就労継続支援Ａ型事業所に従たる事業所を設置する場合における職員の配置の基準については、第６条の規定を準用する。

（就労継続支援Ａ型の事業に従事する作業員として雇用する利用者及び職員以外の者の数）

第２０条 条例第８３条の規則で定める数は、次の各号に掲げる利用定員の区分に応じ、当該各号に定める数とする。

� 利用定員が１０人以上２０人以下 利用定員に１００分の５０を乗じて得た数

� 利用定員が２１人以上３０人以下 １０又は利用定員に１００分の４０を乗じて得た数のいずれか多い数

� 利用定員が３１人以上 １２又は利用定員に１００分の３０を乗じて得た数のいずれか多い数

（就労継続支援Ａ型の提供に関する記録）

第２１条 条例第８４条において準用する条例第９条第２項の規則で定める記録については、第３条の規定を準用する。この場合において、同

条第１号中「療養介護計画」とあるのは「条例第８４条において読み替えて準用する条例第１７条第１項に規定する就労継続支援Ａ型計画」

と、同条第２号中「条例第２８条第２項」とあるのは「条例第８４条において準用する条例第２８条第２項」と、同条第３号中「条例第３０条第

２項」とあるのは「条例第８４条において準用する条例第３０条第２項」と、同条第４号中「条例第３２条第２項」とあるのは「条例第８４条に

おいて準用する条例第３２条第２項」と読み替えるものとする。

（就労継続支援Ｂ型の提供に関する記録）

第２２条 条例第８７条において準用する条例第９条第２項の規則で定める記録については、第３条の規定を準用する。この場合において、同

条第１号中「療養介護計画」とあるのは「条例第８７条において読み替えて準用する条例第１７条第１項に規定する就労継続支援Ｂ型計画」

と、同条第２号中「条例第２８条第２項」とあるのは「条例第８７条において準用する条例第２８条第２項」と、同条第３号中「条例第３０条第

２項」とあるのは「条例第８７条において準用する条例第３０条第２項」と、同条第４号中「条例第３２条第２項」とあるのは「条例第８７条に

おいて準用する条例第３２条第２項」と読み替えるものとする。

（就労継続支援Ｂ型事業所の職員の配置の基準）

第２３条 就労継続支援Ｂ型事業所の職員の配置の基準については、第１８条の規定を準用する。この場合において、同条第１項中「条例第７４

条第１項」とあるのは「条例第８７条において準用する条例第７４条第１項」と、同条第２項中「条例第７４条第１項第１号」とあるのは「条

例第８７条において準用する条例第７４条第１項第１号」と、同条第３項中「条例第７４条第１項第２号」とあるのは「条例第８７条において準

用する条例第７４条第１項第２号」と、同条第４項中「条例第７４条第１項第３号」とあるのは「条例第８７条において準用する条例第７４条第

１項第３号」と読み替えるものとする。

（就労継続支援Ｂ型事業所に従たる事業所を設置する場合における職員の配置の基準）

第２４条 就労継続支援Ｂ型事業所に従たる事業所を設置する場合における職員の配置の基準については、第６条の規定を準用する。

（多機能型事業所の職員の配置の基準）

第２５条 多機能型事業所は、一体的に事業を行う多機能型事業所の利用定員（多機能型児童発達支援事業等を一体的に行う場合にあっては、

当該事業を行う事業所の利用定員を含む。）の合計が２０人未満である場合は、第５条第３項、第８条第３項、第１２条第３項、第１５条第３

項及び第４項並びに第１８条第３項（第２３条において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず、当該多機能型事業所に置くべき職員

（多機能型児童発達支援事業等を一体的に行う場合にあっては、指定通所支援基準条例の規定により当該事業を行う事業所に置くべきも
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のとされる職員（愛媛県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第４９号）第６８条第１項に規定する

児童発達支援管理責任者を除く。）を含むものとし、管理者、医師及びサービス管理責任者を除く。）のうち、１人以上は、常勤でなけ

ればならないものとすることができる。

２ 多機能型事業所は、条例第８９条第１項の規定により置くべきものとされるサービス管理責任者のうち、１人以上は、常勤でなければな

らないものとすることができる。

３ 条例第８９条第２項の規定により置くべきものとされる生活支援員のうち、１人以上は、常勤でなければならない。

附 則

１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

２ 旧身体障害者授産施設、旧知的障害者更生施設又は旧知的障害者授産施設が、平成１８年１０月１日前から存する分場を生活介護事業所、

自立訓練（機能訓練）事業所、自立訓練（生活訓練）事業所、就労移行支援事業所、就労継続支援Ａ型事業所又は就労継続支援Ｂ型事業

所と一体的に管理運営を行う事業所（以下「従たる事業所」という。）として設置した場合における当該従たる事業所については、当分

の間、第６条（第９条、第１３条、第１６条、第１９条及び第２４条において準用する場合を含む。）の規定は、適用しない。ただし、当該従た

る事業所に置かれる職員（サービス管理責任者を除く。）のうち１人以上は、専ら当該従たる事業所の職務に従事する者でなければなら

ない。

�愛媛県規則第５号
愛媛県地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例第７条第２項のサービスの提供に関する記録を定める規則を次の

とおり定める。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例第７条第２項のサービスの提供に関する記録を定める規則

愛媛県地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５６号。以下「条例」という。）第７条第

２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 条例第６条の規定によるサービスの提供の記録

� 条例第１８条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第１９条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

附 則

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第６号
愛媛県福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則を次のように定める。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則

（耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない建物の要件）

第１条 愛媛県福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５７号。以下「条例」という。）第４条第３項

の規則で定める要件は、次の各号のいずれかに該当することとする。

� スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、火災が発生するおそれがある箇所における防火区画の設置

等により、初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造であること。

� 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円滑な消火活動が可能なものであること。

� 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等により、円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓

練を頻繁に実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の円滑な避難が可能なものであること。

（サービスの提供に関する記録）

第２条 条例第８条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 条例第７条の規定によるサービスの提供の記録

� 条例第１６条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第１７条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

附 則

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第７号
愛媛県障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則を次のように定める。
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平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５８号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

（耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない建物の要件）

第３条 条例第４条第３項の規則で定める要件は、次の各号のいずれかに該当することとする。

� スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、火災が発生するおそれがある箇所における防火区画の設置

等により、初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造であること。

� 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円滑な消火活動が可能なものであること。

� 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等により、円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓

練を頻繁に実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の円滑な避難が可能なものであること。

（施設障害福祉サービスの提供に関する記録）

第４条 条例第８条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 施設障害福祉サービス計画

� 条例第４１条第２項の規定による身体的拘束等の記録

� 条例第４３条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第４５条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（職員の配置の基準）

第５条 条例第１１条第１項第１号の施設長は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、障害者支援施設の管理上支障がな

い場合は、当該障害者支援施設の他の業務に従事し、又は当該障害者支援施設以外の事業所、施設等の職務に従事することができる。

２ 条例第１１条第１項の規定により障害者支援施設に置くべき職員（同項第１号の施設長を除く。）は、生活介護の単位若しくは施設入所

支援の単位ごとに専ら当該生活介護若しくは当該施設入所支援の提供に当たる者又は専ら自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、

就労移行支援若しくは就労継続支援Ｂ型の提供に当たる者でなければならない。ただし、利用者の支援に支障がない場合は、この限りで

ない。

３ 前項に定めるもののほか、条例第１１条第１項第２号から第６号までに掲げる場合に置くべき障害者支援施設の職員の配置の基準は、次

のとおりとする。

� 生活介護を行う場合

ア 条例第１１条第１項第２号ア�の生活支援員のうち、１人以上は、常勤でなければならないこと。
イ 条例第１１条第１項第２号ア�のサービス管理責任者のうち、１人以上は、常勤でなければならないこと。
� 自立訓練（機能訓練）を行う場合

ア 条例第１１条第１項第３号ア�の看護職員のうち、１人以上は、常勤でなければならないこと。
イ 条例第１１条第１項第３号ア�の生活支援員のうち、１人以上は、常勤でなければならないこと。
ウ 条例第１１条第１項第３号ア�のサービス管理責任者のうち、１人以上は、常勤でなければならないこと。
� 自立訓練（生活訓練）を行う場合

ア 条例第１１条第１項第４号ア�及びイの生活支援員のうち、１人以上は、常勤でなければならないこと。
イ 条例第１１条第１項第４号ア�のサービス管理責任者のうち、１人以上は、常勤でなければならないこと。
� 就労移行支援を行う場合

ア 条例第１１条第１項第５号ア�又はイ�の職業指導員又は生活支援員のうち、いずれか１人以上は、常勤でなければならないこと。
イ 条例第１１条第１項第５号ア�の就労支援員のうち、１人以上は、常勤でなければならないこと。
ウ 条例第１１条第１項第５号ア�又はイ�のサービス管理責任者のうち、１人以上は、常勤でなければならないこと。
� 就労継続支援Ｂ型を行う場合

ア 条例第１１条第１項第６号ア�の職業指導員又は生活支援員のうち、いずれか１人以上は、常勤でなければならないこと。
イ 条例第１１条第１項第６号ア�のサービス管理責任者のうち、１人以上は、常勤でなければならないこと。
（複数の昼間実施サービスを行う場合における職員の配置の基準）

第６条 複数の昼間実施サービスを行う障害者支援施設は、昼間実施サービスの利用定員の合計が２０人未満である場合は、前条第３項第１

号ア、第２号ア及びイ、第３号ア、第４号ア（条例第１１条第１項第５号イ�に係る部分を除く。）及びイ並びに第５号アの規定にかかわ
らず、当該障害者支援施設が昼間実施サービスを行う場合に置くべき職員（施設長、医師及びサービス管理責任者を除く。）のうち、１

人以上は、常勤でなければならないものとすることができる。

２ 複数の昼間実施サービスを行う障害者支援施設は、条例第１２条第１項の規定により置くべきものとされるサービス管理責任者のうち、
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１人以上は、常勤でなければならないものとすることができる。

（従たる事業所を設置する場合における職員の配置の基準）

第７条 従たる事業所を設置する場合は、主たる事業所及び従たる事業所の従業者（サービス管理責任者を除く。）のうち、それぞれ１人

以上は、常勤かつ専ら当該主たる事業所又は従たる事業所の職務に従事する者でなければならない。

（給付金として支払を受けた金銭の管理）

第８条 条例第３５条の規定による金銭の管理は、次に定めるところによりするものとする。

� 利用者に係る給付金として支払を受けた金銭及びこれに準ずるもの（これらの運用により生じた収益を含む。以下「利用者に係る金

銭」という。）をその他の財産と区分すること。

� 利用者に係る金銭を給付金の支給の趣旨に従って用いること。

� 利用者に係る金銭の収支の状況を明らかにする記録を整備すること。

� 利用者が退所した場合は、速やかに、利用者に係る金銭を当該利用者に取得させること。

附 則

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第８号
愛媛県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則を次のように定める。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５９号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

（サービスの状況に関する記録）

第３条 条例第１０条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 入所者に提供するサービスに関する計画

� 提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第１８条第４項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

� 条例第３２条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第３４条第３項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（設備の基準）

第４条 条例第１１条第２項の規則で定める要件は、次の各号のいずれかに該当することとする。

� スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、調理室等火災が発生するおそれがある箇所における防火区

画の設置等により、初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造であること。

� 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円滑な消火活動が可能なものであること。

� 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等により、円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓

練を頻繁に実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の円滑な避難が可能なものであること。

２ 軽費老人ホームには、次に掲げる設備を設けなければならない。

� 施設内に一斉に放送できる設備

� エレベーター（居室が２階以上の階にある場合に限る。）

（職員の配置の基準）

第５条 条例第１２条第１項第１号の施設長は、専らその職務に従事する常勤の者でなければならない。ただし、当該軽費老人ホームの管理

上支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができる。

２ 条例第１２条第１項第２号の生活相談員を置く場合は、当該生活相談員のうち１人以上は、常勤の者でなければならない。

３ 条例第１２条第１項第３号の介護職員のうち１人以上は、常勤の者でなければならない。

４ 条例第１２条第１項第４号の栄養士及び同項第５号の事務員のうちそれぞれ１人は、常勤の者でなければならない。

５ 軽費老人ホームは、夜間及び深夜の時間帯を通じて１以上の職員に宿直勤務又は夜間及び深夜の勤務（宿直勤務を除く。）を行わせな

ければならない。ただし、当該軽費老人ホームの敷地内に職員宿舎が整備されていること等により、職員が緊急時に迅速に対応できる体

制が整備されている場合は、この限りでない。

（入所申込者等に対する説明の方法）

第６条 条例第１３条第１項の規則で定める方法は、入所申込者又はその家族からの申出があった場合に情報通信の技術を利用する方法であ

って、次に掲げるもの（以下「電磁的方法」という。）による提供とする。
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� 電子情報処理組織（軽費老人ホームの使用に係る電子計算機と、入所申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気通信回線

で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用する方法のうち、ア又はイに掲げるもの

ア 軽費老人ホームの使用に係る電子計算機と入所申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送

信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法

イ 軽費老人ホームの使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された条例第１３条第１項に規定する重要事項（以下「重要事

項」という。）を電気通信回線を通じて入所申込者又はその家族の閲覧に供し、当該入所申込者又はその家族の使用に係る電子計算

機に備えられたファイルに当該重要事項を記録する方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は当該提供を受けない旨の申出

をする場合にあっては、軽費老人ホームの使用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法）

� 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製

するファイルに重要事項を記録したものを交付する方法

２ 電磁的方法は、入所申込者又はその家族がファイルの記録を出力することにより文書を作成することができるものでなければならない。

３ 軽費老人ホームは、電磁的方法により重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、入所申込者又はその家族に対し、次に掲げる

事項を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。

� 使用する電磁的方法の種類

� ファイルへの記録の方式

４ 前項の規定による承諾を得た軽費老人ホームは、文書又は電磁的方法により、入所申込者又はその家族から電磁的方法による重要事項

の提供を受けない旨の申出があったときは、当該入所申込者又はその家族に対し、当該重要事項の提供を電磁的方法によってしてはなら

ない。ただし、当該入所申込者又はその家族が再び同項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。

（入所者から支払を受けることができる費用）

第７条 条例第１７条第１項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� サービスの提供に要する費用

� 生活費（食材料費及び共用部分に係る光熱水費に限る。）

� 居住に要する費用（前号及び次号の光熱水費を除く。）

� 居室に係る光熱水費

� 入所者が選定する特別なサービスの提供を行ったことに伴い必要となる費用

� 前各号に掲げるもののほか、軽費老人ホームにおいて提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用で

あって、入所者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第１号のサービスの提供に要する費用の額は、入所者の所得の状況その他の事情を勘案して知事が定める額とする。

３ 第１項第２号の生活費の額は、地域の実情、物価の変動その他の事情を勘案して知事が定める額を上限額とする。

（感染症の予防等のための措置）

第８条 条例第２７条第２項の規則で定める措置は、次に掲げるものとする。

� 軽費老人ホームにおける感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね３月に１回以上開催す

るとともに、その結果について、介護職員その他の職員に対し、周知徹底を図ること。

� 軽費老人ホームにおける感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。

� 軽費老人ホームにおいて、介護職員その他の職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修を定期的に実施す

ること。

� 前３号に掲げるもののほか、軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成２０年厚生労働省令第１０７号）第２６条第２項第４号の

別に厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の対処等に関する手順に沿った対応を行うこと。

（事故発生の防止のための措置）

第９条 条例第３４条第１項の規則で定める措置は、次に掲げるものとする。

� 事故が発生した場合の対応、次号の規定による報告の方法等が記載された事故発生の防止のための指針を整備すること。

� 事故が発生した場合又は事故に至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実を施設長に報告し、その分析に基づく改善策につい

て職員に周知徹底する体制を整備すること。

� 事故発生の防止のための委員会及び職員に対する研修を定期的に行うこと。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

（耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない軽費老人ホームＡ型の建物の要件）

２ 条例附則第８項の規則で定める要件については、第４条第１項の規定を準用する。

（軽費老人ホームＡ型の職員の配置の基準）

３ 条例附則第１１項第１号の施設長は、専らその職務に従事する常勤の者でなければならない。ただし、当該軽費老人ホームＡ型の管理上

支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができる。

４ 条例附則第１１項第２号及び第１２項第１号の生活相談員（主任生活相談員が配置されているときは、当該主任生活相談員）のうち１人以
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上は、常勤の者でなければならない。

５ 条例附則第１１項第３号イ及び第１２項第２号イの主任介護職員は、常勤の者でなければならない。

６ 条例附則第１１項第４号及び第１２項第３号イの看護職員のうち１人以上は、常勤の者でなければならない。

７ 条例附則第１１項第５号の栄養士は、常勤の者でなければならない。

８ 条例附則第１１項第６号の事務員のうち１人（入所定員が１１０人を超える軽費老人ホームＡ型にあっては、２人）は、常勤の者でなけれ

ばならない。

９ 軽費老人ホームＡ型は、夜間及び深夜の時間帯を通じて１以上の職員に宿直勤務又は夜間及び深夜の勤務（宿直勤務を除く。）を行わ

せなければならない。

（軽費老人ホームＡ型の入所者から支払を受けることができる費用）

１０ 条例附則第１５項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� サービスの提供に要する費用

� 生活費（食材料費及び共用部分に係る光熱水費に限る。）

� 居室に係る光熱水費

� 入所者が選定する特別なサービスの提供を行ったことに伴い必要となる費用

� 前各号に掲げるもののほか、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、入所者に負担させることが適当と認めら

れるもの

１１ 前項第１号のサービスの提供に要する費用の額は、入所者の所得の状況その他の事情を勘案して知事が定める額とする。

１２ 附則第１０項第２号の生活費の額は、地域の実情、物価の変動その他の事情を勘案して知事が定める額を上限額とする。

�愛媛県規則第９号
愛媛県養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則を次のように定める。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６０号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

（入所者の処遇の状況に関する記録）

第３条 条例第１０条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 処遇計画

� 行った具体的な処遇の内容等の記録

� 条例第１７条第５項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

� 条例第２８条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第３０条第３項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない建物の要件）

第４条 条例第１２条第２項の規則で定める要件は、次の各号のいずれかに該当することとする。

� スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、調理室等火災が発生するおそれがある箇所における防火区

画の設置等により、初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造であること。

� 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円滑な消火活動が可能なものであること。

� 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等により、円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓

練を頻繁に実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の円滑な避難が可能なものであること。

（職員の配置の基準）

第５条 条例第１３条第１項第１号の施設長は、専らその職務に従事する常勤の者でなければならない。ただし、当該養護老人ホームの管理

上支障がない場合は、同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができる。

２ 条例第１３条第１項第３号イ又は同条第２項第１号イの主任生活相談員のうち１人以上は、専らその職務に従事する常勤の者でなければ

ならない。ただし、外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護又は外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介護の事

業を行う養護老人ホーム（以下「外部サービス利用型養護老人ホーム」という。）にあっては、入所者の処遇に支障がない場合は、当該

養護老人ホームが行う当該事業に係る他の職務に従事することができる。

３ 外部サービス利用型養護老人ホームに置くべき生活相談員の数は、条例第１３条第１項第３号又は同条第２項第１号に定める生活相談員

の数から、常勤換算方法で、１を減じた数とすることができる。

４ 条例第１３条第１項第４号イ又は同条第２項第２号イの主任支援員は、常勤の者でなければならない。
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５ 条例第１３条第１項第５号又は同条第２項第３号の看護職員のうち１人以上は、常勤の者でなければならない。ただし、サテライト型養

護老人ホームの同条第１項第５号の看護職員については、この限りでない。

６ 養護老人ホームは、夜間及び深夜の時間帯を通じて１以上の職員に宿直勤務又は夜間及び深夜の勤務（宿直勤務を除く。）を行わせな

ければならない。

（感染症の予防等のための措置）

第６条 条例第２５条第２項の規則で定める措置は、次に掲げるものとする。

� 養護老人ホームにおける感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね３月に１回以上開催す

るとともに、その結果について、支援員その他の職員に周知徹底を図ること。

� 養護老人ホームにおける感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。

� 養護老人ホームにおいて、支援員その他の職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修を定期的に実施する

こと。

� 前３号に掲げるもののほか、養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（昭和４１年厚生省令第１９号）第２４条第２項第４号の別に厚

生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の対処等に関する手順に沿った対応を行うこと。

（事故発生の防止のための措置）

第７条 条例第３０条第１項の規則で定める措置は、次に掲げるものとする。

� 事故が発生した場合の対応、次号の規定による報告の方法等が記載された事故発生の防止のための指針を整備すること。

� 事故が発生した場合又は事故に至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実を施設長に報告し、その分析に基づく改善策につい

て職員に周知徹底する体制を整備すること。

� 事故発生の防止のための委員会及び支援員その他の職員に対する研修を定期的に行うこと。

附 則

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第１０号
愛媛県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則を次のように定める。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６１号。以下「条例」と

いう。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この条例で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

（入所者の処遇の状況に関する記録）

第３条 条例第１０条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 入所者の処遇に関する計画

� 行った具体的な処遇の内容等の記録

� 条例第１６条第５項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

� 条例第３０条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第３２条第３項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（設備の基準）

第４条 条例第１１条第１項ただし書、第３６条第１項ただし書、第４５条第１項ただし書及び第５１条第１項ただし書の規則で定める要件は、次

の各号のいずれかに該当することとする。

� 居室その他の入所者の日常生活に充てられる場所（以下「居室等」という。）を２階及び地階のいずれにも設けていないこと。

� 居室等を２階又は地階に設けている場合は、次に掲げる要件の全てを満たすこと。

ア 当該特別養護老人ホームの所在地を管轄する消防長（消防本部を置かない市町にあっては、市町長。以下同じ。）又は消防署長と

相談の上、施設防災計画に入所者の円滑かつ迅速な避難を確保するために必要な事項を定めること。

イ 条例第９条第２項に規定する訓練については、施設防災計画に従い、昼間及び夜間において行うこと。

ウ 火災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地域住民等との連携体制を整備すること。

２ 条例第１１条第２項、第３６条第２項、第４５条第２項及び第５１条第２項の規則で定める要件は、次の各号のいずれかに該当することとする。

� スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、調理室等火災が発生するおそれがある箇所における防火区

画の設置等により、初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造であること。

� 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円滑な消火活動が可能なものであること。

� 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等により、円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓
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練を頻繁に実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の円滑な避難が可能なものであること。

３ 条例第１１条第５項ただし書及び第４５条第５項ただし書の規則で定める居室、静養室等は、次の各号のいずれにも該当する建物に設けら

れる居室、静養室等とする。

� 居室、静養室等のある３階以上の各階に通ずる特別避難階段を２以上（防災上有効な傾斜路を有する場合又は車椅子若しくはストレ

ッチャーで通行するために必要な幅を有するバルコニー及び屋外に設ける避難階段を有する場合は、１以上）有すること。

� ３階以上の階にある居室、静養室等及びこれらから地上に通ずる廊下その他の通路の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを不燃

材料でしていること。

� 居室、静養室等のある３階以上の各階が耐火構造の壁又は建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１１２条第１項に規定する特定

防火設備（以下「特定防火設備」という。）により防災上有効に区画されていること。

４ 条例第３６条第５項ただし書及び第５１条第５項ただし書の規則で定めるユニット又は浴室は、次の各号のいずれにも該当する建物に設け

られるユニット又は浴室とする。

� ユニット又は浴室のある３階以上の各階に通ずる特別避難階段を２以上（防災上有効な傾斜路を有する場合又は車椅子若しくはスト

レッチャーで通行するために必要な幅を有するバルコニー及び屋外に設ける避難階段を有する場合は、１以上）有すること。

� ３階以上の階にあるユニット又は浴室及びこれらから地上に通ずる廊下その他の通路の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを不

燃材料でしていること。

� ユニット又は浴室のある３階以上の各階が耐火構造の壁又は特定防火設備により防災上有効に区画されていること。

（職員の配置の基準）

第５条 条例第１２条第１項第１号の施設長及び同項第３号の生活相談員は、常勤の者でなければならない。

２ 条例第１２条第１項第４号の看護職員のうち、１人以上は、常勤の者でなければならない。

３ 条例第１２条第１項第６号の機能訓練指導員は、当該特別養護老人ホームの他の職務に従事することができる。

４ 条例第１２条第１項第２号の医師及び同項第７号の調理員、事務員その他の職員の数は、サテライト型居住施設の本体施設である特別養

護老人ホームにあっては、当該サテライト型居住施設に医師又は調理員、事務員その他の職員を置かない場合は、当該特別養護老人ホー

ムの入所者の数及び当該サテライト型居住施設の入所者の数の合計数を基礎として算出しなければならない。

（感染症の予防等のための措置）

第６条 条例第２７条第２項の規則で定める措置は、次に掲げるものとする。

� 特別養護老人ホームにおける感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね３月に１回以上開

催するとともに、その結果について、介護職員その他の職員に周知徹底を図ること。

� 特別養護老人ホームにおける感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。

� 特別養護老人ホームにおいて、介護職員その他の職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修を定期的に実

施すること。

� 前３号に掲げるもののほか、特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４６号）第２６条第２項第４号の別

に厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の対処等に関する手順に沿った対応を行うこと。

（事故発生の防止のための措置）

第７条 条例第３２条第１項の規則で定める措置は、次に掲げるものとする。

� 事故が発生した場合の対応、次号の規定による報告の方法等が記載された事故発生の防止のための指針を整備すること。

� 事故が発生した場合又は事故に至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実を施設長に報告し、その分析に基づく改善策につい

て職員に周知徹底する体制を整備すること。

� 事故発生の防止のための委員会及び職員に対する研修を定期的に行うこと。

（ユニット型特別養護老人ホームの勤務体制の基準）

第８条 条例第４１条第２項の規則で定める基準は、次のとおりとする。

� 昼間については、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。

� 夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上の介護職員又は看護職員を夜間及び深夜の勤務に従事する職員として配置する

こと。

� ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。

（地域密着型特別養護老人ホームの職員の配置の基準）

第９条 条例第４６条第１項第１号の施設長は、常勤の者でなければならない。

２ 条例第４６条第１項第３号の生活相談員は、常勤の者でなければならない。ただし、サテライト型居住施設にあっては、この限りでない。

３ 条例第４６条第１項第４号の介護職員のうち、１人以上は、常勤の者でなければならない。

４ 条例第４６条第１項第４号の看護職員のうち、１人以上は、常勤の者でなければならない。ただし、サテライト型居住施設にあっては、

この限りでない。

５ 条例第４６条第１項第６号の機能訓練指導員は、当該地域密着型特別養護老人ホームの他の職務に従事することができる。

６ 地域密着型特別養護老人ホームに指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号）

第６３条第１項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事業所、同省令第１７１条第１項に規定する指定複合型サービス事業所又は指定地域
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密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３６号）第４４条第１項に規定する指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所（以下「指定小規

模多機能型居宅介護事業所等」という。）が併設される場合においては、当該地域密着型特別養護老人ホームが条例第４６条第１項から第

４項まで及び前各項に定める職員の配置の基準を満たし、かつ、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等が介護保険法（平成９年法律

第１２３号）第７８条の４第１項又は第１１５条の１４第１項の規定に基づき市町村の条例で定める人員に関する基準を満たしているときは、当該

地域密着型特別養護老人ホームの職員は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所等の職務に従事することができる。

附 則

１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

２ 条例附則第１１項において準用する条例第３６条第１項ただし書の規則で定める要件については第４条第１項の規定を、条例附則第１１項に

おいて準用する条例第３６条第２項の規則で定める要件については第４条第２項の規定を、条例附則第１１項において準用する条例第３６条第

５項ただし書の規則で定めるユニット又は浴室については第４条第４項の規定を、条例附則第１１項において準用する条例第４１条第２項の

規則で定める基準については第８条の規定を、それぞれ準用する。

�愛媛県規則第１１号
愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則を次のように定める。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則

目次

第１章 総則（第１条―第３条）

第２章 訪問介護（第４条―第７条）

第３章 訪問入浴介護（第８条―第１０条）

第４章 訪問看護（第１１条・第１２条）

第５章 訪問リハビリテーション（第１３条・第１４条）

第６章 居宅療養管理指導（第１５条・第１６条）

第７章 通所介護（第１７条―第２１条）

第８章 通所リハビリテーション（第２２条・第２３条）

第９章 短期入所生活介護（第２４条―第３１条）

第１０章 短期入所療養介護（第３２条―第３６条）

第１１章 特定施設入居者生活介護（第３７条―第４０条）

第１２章 福祉用具貸与（第４１条―第４３条）

第１３章 特定福祉用具販売（第４４条・第４５条）

附則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６２号。

以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

（内容及び手続の説明の方法）

第３条 条例第９条（条例第４７条、第５９条、第６３条、第７９条、第８９条、第９８条、第１１３条、第１３５条、第１４６条、第２６２条、第２６４条及び第２７５

条において準用する場合を含む。以下同じ。）、第１２０条、第１５２条（条例第１８７条及び第２０３条において準用する場合を含む。以下同

じ。）、第２２０条第１項及び第２４２条第１項の規則で定める方法は、利用申込者又はその家族からの申出があった場合に情報通信の技術を

利用する方法であって、次に掲げるもの（以下「電磁的方法」という。）による提供とする。

� 電子情報処理組織（指定居宅サービス又は基準該当居宅サービスの事業を行う者（以下「指定居宅サービス等事業者」という。）の

使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。）

を使用する方法のうち、ア又はイに掲げるもの

ア 指定居宅サービス等事業者の使用に係る電子計算機と利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線

を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法

イ 指定居宅サービス等事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された条例第９条、第１２０条、第１５２条、第２２０条

第１項又は第２４２条第１項に規定する重要事項（以下「重要事項」という。）を電気通信回線を通じて利用申込者又はその家族の閲

覧に供し、当該利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該重要事項を記録する方法（電磁的方法

による提供を受ける旨の承諾又は当該提供を受けない旨の申出をする場合にあっては、指定居宅サービス等事業者の使用に係る電子
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計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法）

� 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製

するファイルに重要事項を記録したものを交付する方法

２ 電磁的方法は、利用申込者又はその家族がファイルの記録を出力することにより文書を作成することができるものでなければならない。

３ 指定居宅サービス等事業者は、電磁的方法により重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、

次に掲げる事項を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。

� 使用する電磁的方法の種類

� ファイルへの記録の方式

４ 前項の規定による承諾を得た指定居宅サービス等事業者は、文書又は電磁的方法により、利用申込者又はその家族から電磁的方法によ

る重要事項の提供を受けない旨の申出があったときは、当該利用申込者又はその家族に対し、当該重要事項の提供を電磁的方法によって

してはならない。ただし、当該利用申込者又はその家族が再び同項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。

第２章 訪問介護

（指定訪問介護事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第４条 条例第２１条第３項の規則で定める費用は、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定訪問介護を行

う場合に要する交通費とする。

（指定訪問介護の提供に関する記録）

第５条 条例第４２条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 訪問介護計画

� 条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第２７条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第３８条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第４０条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（同居家族に対して基準該当訪問介護を提供することができる場合）

第６条 条例第４６条第１項ただし書の規則で定める場合は、次の各号のいずれにも該当する場合とする。

� 訪問介護の利用者が、離島、山間等のへき地その他の地域であって、指定訪問介護のみによっては必要な訪問介護の見込量を確保す

ることが困難であると市町村が認めるものに住所を有する場合

� 訪問介護が、指定居宅介護支援事業者又は基準該当居宅介護支援の事業を行う者の作成する居宅サービス計画に基づいて提供される

場合

� 訪問介護が、条例第４３条第２項のサービス提供責任者の行う具体的な指示に基づいて提供される場合

� 訪問介護が、入浴、排せつ、食事等の介護をその主たる内容とする場合

� 訪問介護を提供する訪問介護員等の当該訪問介護に従事する時間の合計が、当該訪問介護員等が訪問介護に従事する時間の合計のお

おむね２分の１を超えない場合

（基準該当訪問介護の事業についての準用）

第７条 条例第４７条において準用する条例第２１条第３項の規則で定める費用については第４条の規定を、条例第４７条において準用する条例

第４２条第２項の規則で定める記録については第５条の規定を、それぞれ準用する。この場合において、第４条中「指定訪問介護」とある

のは「基準該当訪問介護」と、第５条第２号中「条例第２０条第２項」とあるのは「条例第４７条において準用する条例第２０条第２項」と、

同条第３号中「条例第２７条」とあるのは「条例第４７条において準用する条例第２７条」と、同条第４号中「条例第３８条第２項」とあるのは

「条例第４７条において準用する条例第３８条第２項」と、同条第５号中「条例第４０条第２項」とあるのは「条例第４７条において準用する条

例第４０条第２項」と読み替えるものとする。

第３章 訪問入浴介護

（指定訪問入浴介護事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第８条 条例第５２条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定訪問入浴介護を行う場合に要する交通費

� 利用者の選定により提供される特別な浴槽水等に係る費用

（指定訪問入浴介護の提供に関する記録）

第９条 条例第５８条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 条例第５９条において準用する条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第５９条において準用する条例第２７条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第５９条において準用する条例第３８条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第５９条において準用する条例第４０条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（基準該当訪問入浴介護の事業についての準用）

第１０条 条例第６３条において準用する条例第５２条第３項の規則で定める費用については第８条の規定を、条例第６３条において準用する条例

第５８条第２項の規則で定める記録については前条の規定を、それぞれ準用する。この場合において、第８条第１号中「指定訪問入浴介
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護」とあるのは「基準該当訪問入浴介護」と、前条中「条例第５９条」とあるのは「条例第６３条」と読み替えるものとする。

第４章 訪問看護

（指定訪問看護事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第１１条 条例第７０条第３項の規則で定める費用は、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定訪問看護を行

う場合に要する交通費とする。

（指定訪問看護の提供に関する記録）

第１２条 条例第７８条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 条例第７３条第２項の規定による主治の医師による指示の文書

� 訪問看護計画書

� 訪問看護報告書

� 条例第７９条において準用する条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第７９条において準用する条例第２７条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第７９条において準用する条例第３８条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第７９条において準用する条例第４０条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

第５章 訪問リハビリテーション

（指定訪問リハビリテーション事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第１３条 条例第８３条第３項の規則で定める費用は、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定訪問リハビリ

テーションを行う場合に要する交通費とする。

（指定訪問リハビリテーションの提供に関する記録）

第１４条 条例第８８条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 訪問リハビリテーション計画

� 条例第８９条において準用する条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第８９条において準用する条例第２７条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第８９条において準用する条例第３８条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第８９条において準用する条例第４０条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

第６章 居宅療養管理指導

（指定居宅療養管理指導事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第１５条 条例第９３条第３項の規則で定める費用は、指定居宅療養管理指導の提供に要する交通費とする。

（指定居宅療養管理指導の提供に関する記録）

第１６条 条例第９７条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 条例第９８条において準用する条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第９８条において準用する条例第２７条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第９８条において準用する条例第３８条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第９８条において準用する条例第４０条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

第７章 通所介護

（指定通所介護事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第１７条 条例第１０３条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対して行う送迎に要する費用

� 指定通所介護に通常要する時間を超える指定通所介護（指定療養通所介護を除く。）であって利用者の選定に係るものの提供に伴い

必要となる費用の範囲内において、通常の指定通所介護に係る居宅介護サービス費用基準額を超える費用

� 食事の提供に要する費用

� おむつ代

� 前各号に掲げるもののほか、指定通所介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であ

って、その利用者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第３号の費用については、指定居宅サービス等基準省令第９６条第４項の別に厚生労働大臣が定めるところによるものとする。

（指定通所介護の提供に関する記録）

第１８条 条例第１１２条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 通所介護計画

� 条例第１１３条において準用する条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第１１３条において準用する条例第２７条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第１１３条において準用する条例第３８条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第１１３条において準用する条例第４０条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（安全・サービス提供管理委員会の開催に係る期間）
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第１９条 条例第１２９条第２項の規則で定める期間は、おおむね６月とする。

（指定療養通所介護の提供に関する記録）

第２０条 条例第１３０条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 療養通所介護計画

� 条例第１２９条第２項の規定による検討の結果についての記録

� 条例第１１３条において準用する条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第１１３条において準用する条例第２７条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第１１３条において準用する条例第３８条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第１１３条において準用する条例第４０条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（基準該当通所介護の事業についての準用）

第２１条 条例第１３５条において準用する条例第１０３条第３項の規則で定める費用については第１７条の規定を、条例第１３５条において準用する

条例第１１２条第２項の規則で定める記録については第１８条の規定を、それぞれ準用する。この場合において、第１７条第２項中「指定居宅

サービス等基準省令第９６条第４項」とあるのは「指定居宅サービス等基準省令第１０９条において準用する指定居宅サービス等基準省令第

９６条第４項」と、第１８条中「条例第１１３条」とあるのは「条例第１３５条」と読み替えるものとする。

第８章 通所リハビリテーション

（指定通所リハビリテーションの提供に関する記録）

第２２条 条例第１４５条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 通所リハビリテーション計画

� 条例第１４６条において準用する条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第１４６条において準用する条例第２７条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第１４６条において準用する条例第３８条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第１４６条において準用する条例第４０条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（指定通所リハビリテーション事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第２３条 条例第１４６条において準用する条例第１０３条第３項の規則で定める費用については、第１７条の規定を準用する。この場合において、

同条第２項中「指定居宅サービス等基準省令第９６条第４項」とあるのは「指定居宅サービス等基準省令第１１９条において準用する指定居

宅サービス等基準省令第９６条第４項」と読み替えるものとする。

第９章 短期入所生活介護

（指定短期入所生活介護事業所の設備に関する基準）

第２４条 条例第１５１条第１項ただし書の規則で定める要件は、次の各号のいずれかに該当することとする。

� 居室その他の利用者の日常生活に充てられる場所（以下「居室等」という。）を２階及び地階のいずれにも設けていないこと。

� 居室等を２階又は地階に設けている場合にあっては、次に掲げる要件の全てを満たすこと。

ア 当該指定短期入所生活介護事業所の所在地を管轄する消防長（消防本部を設置しない市町にあっては、当該市町の長。以下同

じ。）又は消防署長と相談の上、事業所防災計画に利用者の円滑かつ迅速な避難を確保するために必要な事項を定めること。

イ 条例第１６８条において準用する条例第１１０条第２項に規定する訓練については、事業所防災計画に従い、昼間及び夜間において行う

こと。

ウ 火災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地域住民等との連携体制を整備すること。

２ 条例第１５１条第２項の規則で定める要件は、次の各号のいずれかに該当することとする。

� スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、調理室等火災が発生するおそれがある箇所における防火区

画の設置等により、初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造であること。

� 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円滑な消火活動が可能なものであること。

� 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等により、円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓

練を頻繁に実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の円滑な避難が可能なものであること。

３ 指定短期入所生活介護事業所の構造設備の基準は、次のとおりとする。

� 廊下の幅は、１．８メートル以上（中廊下にあっては、２．７メートル以上）とすること。

� 廊下、便所その他必要な場所に常夜灯を設けること。

� 階段の傾斜を緩やかにすること。

� 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること。

� 居室、機能訓練室、食堂、浴室及び静養室が２階以上の階にある場合は、１以上の傾斜路を設けること。ただし、エレベーターを設

けるときは、この限りでない。

４ 前項第１号の規定にかかわらず、条例第１４８条第２項の規定の適用を受ける特別養護老人ホームにあっては、老人福祉法（昭和３８年法

律第１３３号）に規定する特別養護老人ホームとして必要とされる設備を有することをもって足りる。

（指定短期入所生活介護事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第２５条 条例第１５４条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。
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� 食事の提供に要する費用（法第５１条の３第１項の規定により特定入所者介護サービス費が利用者に支給された場合は、同条第２項第

１号に規定する食費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護サービス費が利用者に代わり当該指定短期入所生活介

護事業者に支払われた場合は、同号に規定する食費の負担限度額）を限度とする。）

� 滞在に要する費用（法第５１条の３第１項の規定により特定入所者介護サービス費が利用者に支給された場合は、同条第２項第２号に

規定する居住費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護サービス費が利用者に代わり当該指定短期入所生活介護事

業者に支払われた場合は、同号に規定する居住費の負担限度額）を限度とする。）

� 指定居宅サービス等基準省令第１２７条第３項第３号の厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な居室の提供を行っ

たことに伴い必要となる費用

� 指定居宅サービス等基準省令第１２７条第３項第４号の厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な食事の提供を行っ

たことに伴い必要となる費用

� 送迎に要する費用（指定居宅サービス等基準省令第１２７条第３項第５号の厚生労働大臣が別に定める場合を除く。）

� 理美容代

� 前各号に掲げるもののほか、指定短期入所生活介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る

費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第１号から第４号までに掲げる費用については、指定居宅サービス等基準省令第１２７条第４項の別に厚生労働大臣が定めるところ

によるものとする。

３ 条例第１５４条第４項後段の規則で定める費用は、第１項第１号から第４号までに掲げる費用とする。

（指定短期入所生活介護の提供に関する記録）

第２６条 条例第１６７条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 短期入所生活介護計画

� 条例第１６８条において準用する条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第１５５条第５項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

� 条例第１６８条において準用する条例第２７条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第１６８条において準用する条例第３８条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第１６８条において準用する条例第４０条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（ユニット型指定短期入所生活介護事業所の設備に関する基準）

第２７条 条例第１７１条第１項ただし書の規則で定める要件は、次の各号のいずれかに該当することとする。

� 居室等を２階及び地階のいずれにも設けていないこと。

� 居室等を２階又は地階に設けている場合にあっては、次に掲げる要件の全てを満たすこと。

ア 当該ユニット型指定短期入所生活介護事業所の所在地を管轄する消防長又は消防署長と相談の上、事業所防災計画に利用者の円滑

かつ迅速な避難を確保するために必要な事項を定めること。

イ 条例第１６８条において準用する条例第１１０条第２項に規定する訓練については、事業所防災計画に従い、昼間及び夜間において行う

こと。

ウ 火災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地域住民等との連携体制を整備すること。

２ 条例第１７１条第２項の規則で定める要件については、第２４条第２項の規定を準用する。

３ ユニット型指定短期入所生活介護事業所の構造設備の基準は、次のとおりとする。

� 廊下の幅は、１．８メートル以上（中廊下にあっては、２．７メートル以上）とすること。ただし、廊下の一部の幅を拡張することにより、

利用者、従業者等の円滑な往来に支障が生じないと認められる場合は、１．５メートル以上（中廊下にあっては、１．８メートル以上）とす

ることができる。

� 廊下、共同生活室、便所その他必要な場所に常夜灯を設けること。

� 階段の傾斜を緩やかにすること。

� 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること。

� ユニット又は浴室が２階以上の階にある場合は、１以上の傾斜路を設けること。ただし、エレベーターを設けるときは、この限りで

ない。

４ 前項第１号の規定にかかわらず、条例第１４８条第２項の規定の適用を受けるユニット型特別養護老人ホームにあっては、ユニット型特

別養護老人ホームとして必要とされる設備を有することをもって足りる。

（ユニット型指定短期入所生活介護事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第２８条 条例第１７２条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 食事の提供に要する費用（法第５１条の３第１項の規定により特定入所者介護サービス費が利用者に支給された場合は、同条第２項第

１号に規定する食費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護サービス費が利用者に代わり当該ユニット型指定短期

入所生活介護事業者に支払われた場合は、同号に規定する食費の負担限度額）を限度とする。）

� 滞在に要する費用（法第５１条の３第１項の規定により特定入所者介護サービス費が利用者に支給された場合は、同条第２項第２号に

規定する居住費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護サービス費が利用者に代わり当該ユニット型指定短期入所
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生活介護事業者に支払われた場合は、同号に規定する居住費の負担限度額）を限度とする。）

� 指定居宅サービス等基準省令第１４０条の６第３項第３号の厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な居室の提供を

行ったことに伴い必要となる費用

� 指定居宅サービス等基準省令第１４０条の６第３項第４号の厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な食事の提供を

行ったことに伴い必要となる費用

� 送迎に要する費用（指定居宅サービス等基準省令第１４０条の６第３項第５号の厚生労働大臣が別に定める場合を除く。）

� 理美容代

� 前各号に掲げるもののほか、指定短期入所生活介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る

費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第１号から第４号までに掲げる費用については、指定居宅サービス等基準省令第１４０条の６第４項の別に厚生労働大臣が定めると

ころによるものとする。

３ 条例第１７２条第４項後段の規則で定める費用は、第１項第１号から第４号までに掲げる費用とする。

（ユニット型指定短期入所生活介護事業所の勤務体制の基準）

第２９条 条例第１７８条第２項の規則で定める基準は、次のとおりとする。

� 昼間については、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。

� 夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上の介護職員又は看護職員を夜間及び深夜の勤務に従事する職員として配置する

こと。

� ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。

（ユニット型指定短期入所生活介護の事業についての読替え）

第３０条 ユニット型指定短期入所生活介護の事業についての第２６条の規定の適用については、同条第３号中「条例第１５５条第５項」とある

のは、「条例第１７３条第７項」とする。

（基準該当短期入所生活介護の事業についての準用）

第３１条 条例第１８７条において準用する条例第１５４条第３項及び第４項の規則で定める費用については第２５条の規定を、条例第１８７条におい

て準用する条例第１６７条第２項の規則で定める記録については第２６条の規定を、それぞれ準用する。この場合において、第２５条第１項第

１号及び第２号中「指定短期入所生活介護事業者」とあるのは「基準該当短期入所生活介護事業者」と、同項第３号中「指定居宅サービ

ス等基準省令第１２７条第３項第３号」とあるのは「指定居宅サービス等基準省令第１４０条の３２において準用する指定居宅サービス等基準省

令第１２７条第３項第３号」と、同項第４号中「指定居宅サービス等基準省令第１２７条第３項第４号」とあるのは「指定居宅サービス等基準

省令第１４０条の３２において準用する指定居宅サービス等基準省令第１２７条第３項第４号」と、同項第５号中「指定居宅サービス等基準省令

第１２７条第３項第５号」とあるのは「指定居宅サービス等基準省令第１４０条の３２において準用する指定居宅サービス等基準省令第１２７条第

３項第５号」と、同項第７号中「指定短期入所生活介護」とあるのは「基準該当短期入所生活介護」と、同条第２項中「指定居宅サービ

ス等基準省令第１２７条第４項」とあるのは「指定居宅サービス等基準省令第１４０条の３２において準用する指定居宅サービス等基準省令第

１２７条第４項」と、第２６条中「条例第１６８条」とあるのは「条例第１８７条」と、同条第３号中「条例第１５５条第５項」とあるのは「条例第

１８７条において準用する条例第１５５条第５項」と読み替えるものとする。

第１０章 短期入所療養介護

（指定短期入所療養介護事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第３２条 条例第１９２条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 食事の提供に要する費用（法第５１条の３第１項の規定により特定入所者介護サービス費が利用者に支給された場合は、同条第２項第

１号に規定する食費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護サービス費が利用者に代わり当該指定短期入所療養介

護事業者に支払われた場合は、同号に規定する食費の負担限度額）を限度とする。）

� 滞在に要する費用（法第５１条の３第１項の規定により特定入所者介護サービス費が利用者に支給された場合は、同条第２項第２号に

規定する居住費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護サービス費が利用者に代わり当該指定短期入所療養介護事

業者に支払われた場合は、同号に規定する居住費の負担限度額）を限度とする。）

� 指定居宅サービス等基準省令第１４５条第３項第３号の厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な療養室等の提供を

行ったことに伴い必要となる費用

� 指定居宅サービス等基準省令第１４５条第３項第４号の厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な食事の提供を行っ

たことに伴い必要となる費用

� 送迎に要する費用（指定居宅サービス等基準省令第１４５条第３項第５号の厚生労働大臣が別に定める場合を除く。）

� 理美容代

� 前各号に掲げるもののほか、指定短期入所療養介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る

費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第１号から第４号までに掲げる費用については、指定居宅サービス等基準省令第１４５条第４項の別に厚生労働大臣が定めるところ

によるものとする。

３ 条例第１９２条第４項後段の規則で定める費用は、第１項第１号から第４号までに掲げる費用とする。
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（指定短期入所療養介護の提供に関する記録）

第３３条 条例第２０２条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 短期入所療養介護計画

� 条例第２０３条において準用する条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第１９３条第５項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

� 条例第２０３条において準用する条例第２７条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第２０３条において準用する条例第３８条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第２０３条において準用する条例第４０条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（ユニット型指定短期入所療養介護事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第３４条 条例第２０７条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 食事の提供に要する費用（法第５１条の３第１項の規定により特定入所者介護サービス費が利用者に支給された場合は、同条第２項第

１号に規定する食費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護サービス費が利用者に代わり当該ユニット型指定短期

入所療養介護事業者に支払われた場合は、同号に規定する食費の負担限度額）を限度とする。）

� 滞在に要する費用（法第５１条の３第１項の規定により特定入所者介護サービス費が利用者に支給された場合は、同条第２項第２号に

規定する居住費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護サービス費が利用者に代わり当該ユニット型指定短期入所

療養介護事業者に支払われた場合は、同号に規定する居住費の負担限度額）を限度とする。）

� 指定居宅サービス等基準省令第１５５条の５第３項第３号の厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な療養室等の提

供を行ったことに伴い必要となる費用

� 指定居宅サービス等基準省令第１５５条の５第３項第４号の厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な食事の提供を

行ったことに伴い必要となる費用

� 送迎に要する費用（指定居宅サービス等基準省令第１５５条の５第３項第５号の厚生労働大臣が別に定める場合を除く。）

� 理美容代

� 前各号に掲げるもののほか、指定短期入所療養介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る

費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第１号から第４号までに掲げる費用については、指定居宅サービス等基準省令第１５５条の５第４項の別に厚生労働大臣が定めると

ころによるものとする。

３ 条例第２０７条第４項後段の規則で定める費用は、第１項第１号から第４号までに掲げる費用とする。

（ユニット型指定短期入所療養介護事業所の勤務体制の基準）

第３５条 条例第２１３条第２項の規則で定める基準については、第２９条の規定を準用する。

（ユニット型指定短期入所療養介護の事業についての読替え）

第３６条 ユニット型指定短期入所療養介護の事業についての第３３条の規定の適用については、同条第３号中「条例第１９３条第５項」とある

のは、「条例第２０８条第７項」とする。

第１１章 特定施設入居者生活介護

（耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない指定特定施設の建物の要件）

第３７条 条例第２１９条第２項及び第２４１条第２項の規則で定める要件については、第２４条第２項の規定を準用する。

（指定特定施設入居者生活介護事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第３８条 条例第２２４条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 利用者の選定により提供される介護その他の日常生活上の便宜に要する費用

� おむつ代

� 前２号に掲げるもののほか、指定特定施設入居者生活介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるもの

に係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの

（指定特定施設入居者生活介護の提供に関する記録）

第３９条 条例第２３５条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 特定施設サービス計画

� 条例第２２３条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第２２５条第５項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

� 条例第２３２条第３項の規定による結果等の記録

� 条例第２３６条において準用する条例第２７条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第２３６条において準用する条例第３８条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第２３６条において準用する条例第４０条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

� 省令第６４条第３号の居宅要介護被保険者の同意等に係る書類

（外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護の提供に関する記録）

第４０条 条例第２４６条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号

１３８



��������������

� 特定施設サービス計画

� 条例第２４３条第２項の規定による受託居宅サービス事業者から受けた報告に係る記録

� 条例第２４５条第８項の規定による結果等の記録

� 条例第２３６条において準用する条例第２７条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第２３６条において準用する条例第３８条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第２３６条において準用する条例第４０条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

� 条例第２２３条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第２２５条第５項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

	 条例第２３２条第３項の規定による結果等の記録


 省令第６４条第３号の居宅要介護被保険者の同意等に係る書類

第１２章 福祉用具貸与

（指定福祉用具貸与事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第４１条 条例第２５２条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 通常の事業の実施地域以外の地域において指定福祉用具貸与を行う場合の交通費

� 福祉用具の搬出入に特別な措置が必要な場合の当該措置に要する費用

（指定福祉用具貸与の提供に関する記録）

第４２条 条例第２６１条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 福祉用具貸与計画

� 条例第２６２条において準用する条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第２５９条第４項の規定による結果等の記録

� 条例第２６２条において準用する条例第２７条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第２６２条において準用する条例第３８条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第２６２条において準用する条例第４０条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（基準該当福祉用具貸与の事業についての準用）

第４３条 条例第２６４条において準用する条例第２５２条第３項の規則で定める費用については第４１条の規定を、条例第２６４条において準用する

条例第２６１条第２項の規則で定める記録については前条の規定を、それぞれ準用する。この場合において、第４１条第１号中「指定福祉用

具貸与」とあるのは「基準該当福祉用具貸与」と、前条中「条例第２６２条」とあるのは「条例第２６４条」と、同条第３号中「条例第２５９条

第４項」とあるのは「条例第２６４条において準用する条例第２５９条第４項」と読み替えるものとする。

第１３章 特定福祉用具販売

（指定特定福祉用具販売事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第４４条 条例第２７０条第２項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 通常の事業の実施地域以外の地域において指定特定福祉用具販売を行う場合の交通費

� 特定福祉用具の搬入に特別な措置が必要な場合の当該措置に要する費用

（指定特定福祉用具販売の提供に関する記録）

第４５条 条例第２７４条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 特定福祉用具販売計画

� 条例第２６９条の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第２７５条において準用する条例第２７条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第２７５条において準用する条例第３８条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第２７５条において準用する条例第４０条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

附 則

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第１２号
愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準等を定める条例施行規則を次のように定める。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準等を定める条例施行規則

目次

第１章 総則（第１条―第３条）

第２章 介護予防訪問介護（第４条―第７条）
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第３章 介護予防訪問入浴介護（第８条―第１０条）

第４章 介護予防訪問看護（第１１条・第１２条）

第５章 介護予防訪問リハビリテーション（第１３条・第１４条）

第６章 介護予防居宅療養管理指導（第１５条・第１６条）

第７章 介護予防通所介護（第１７条―第１９条）

第８章 介護予防通所リハビリテーション（第２０条・第２１条）

第９章 介護予防短期入所生活介護（第２２条―第２８条）

第１０章 介護予防短期入所療養介護（第２９条―第３２条）

第１１章 介護予防特定施設入居者生活介護（第３３条―第３６条）

第１２章 介護予防福祉用具貸与（第３７条―第３９条）

第１３章 特定介護予防福祉用具販売（第４０条・第４１条）

附則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６３号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定め

るものとする。

（用語）

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

（内容及び手続の説明の方法）

第３条 条例第９条（条例第４７条、第５７条、第６３条、第７５条、第８５条、第９４条、第１０８条、第１１６条、第１２４条、第２４８条、第２５３条及び第２６２

条において準用する場合を含む。以下同じ。）、第１３４条（条例第１７１条及び第１８１条において準用する場合を含む。以下同じ。）、第２０６

条第１項及び第２３０条第１項の規則で定める方法は、利用申込者又はその家族からの申出があった場合に情報通信の技術を利用する方法

であって、次に掲げるもの（以下「電磁的方法」という。）による提供とする。

� 電子情報処理組織（指定介護予防サービス又は基準該当介護予防サービスの事業を行う者（以下「指定介護予防サービス等事業者」

という。）の使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組

織をいう。）を使用する方法のうち、ア又はイに掲げるもの

ア 指定介護予防サービス等事業者の使用に係る電子計算機と利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信

回線を通じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法

イ 指定介護予防サービス等事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された条例第９条、第１３４条、第２０６条第１項

又は第２３０条第１項に規定する重要事項（以下「重要事項」という。）を電気通信回線を通じて利用申込者又はその家族の閲覧に供

し、当該利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該重要事項を記録する方法（電磁的方法による

提供を受ける旨の承諾又は当該提供を受けない旨の申出をする場合にあっては、指定介護予防サービス等事業者の使用に係る電子計

算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法）

� 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製

するファイルに重要事項を記録したものを交付する方法

２ 電磁的方法は、利用申込者又はその家族がファイルの記録を出力することにより文書を作成することができるものでなければならない。

３ 指定介護予防サービス等事業者は、電磁的方法により重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対

し、次に掲げる事項を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。

� 使用する電磁的方法の種類

� ファイルへの記録の方式

４ 前項の規定による承諾を得た指定介護予防サービス等事業者は、文書又は電磁的方法により、利用申込者又はその家族から電磁的方法

による重要事項の提供を受けない旨の申出があったときは、当該利用申込者又はその家族に対し、当該重要事項の提供を電磁的方法によ

ってしてはならない。ただし、当該利用申込者又はその家族が再び同項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。

第２章 介護予防訪問介護

（指定介護予防訪問介護事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第４条 条例第２１条第３項の規則で定める費用は、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定介護予防訪問

介護を行う場合に要する交通費とする。

（指定介護予防訪問介護の提供に関する記録）

第５条 条例第３９条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 介護予防訪問介護計画

� 条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第２４条の規定による市町村への通知に係る記録
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� 条例第３５条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第３７条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（同居家族に対して基準該当介護予防訪問介護を提供することができる場合）

第６条 条例第４６条第１項ただし書の規則で定める場合は、次の各号のいずれにも該当する場合とする。

� 介護予防訪問介護の利用者が、離島、山間等のへき地その他の地域であって、指定介護予防訪問介護のみによっては必要な介護予防

訪問介護の見込量を確保することが困難であると市町村が認めるものに住所を有する場合

� 介護予防訪問介護が、指定介護予防支援事業者又は基準該当介護予防支援の事業を行う者の作成する介護予防サービス計画に基づい

て提供される場合

� 介護予防訪問介護が、条例第４３条第２項のサービス提供責任者の行う具体的な指示に基づいて提供される場合

� 介護予防訪問介護が、入浴、排せつ、食事等の介護をその主たる内容とする場合

� 介護予防訪問介護を提供する訪問介護員等の当該介護予防訪問介護に従事する時間の合計が、当該訪問介護員等が介護予防訪問介護

に従事する時間の合計のおおむね２分の１を超えない場合

（基準該当介護予防訪問介護の事業についての準用）

第７条 条例第４７条において準用する条例第２１条第３項の規則で定める費用については第４条の規定を、条例第４７条において準用する条例

第３９条第２項の規則で定める記録については第５条の規定を、それぞれ準用する。この場合において、第４条中「指定介護予防訪問介

護」とあるのは「基準該当介護予防訪問介護」と、第５条第２号中「条例第２０条第２項」とあるのは「条例第４７条において準用する条例

第２０条第２項」と、同条第３号中「条例第２４条」とあるのは「条例第４７条において準用する条例第２４条」と、同条第４号中「条例第３５条

第２項」とあるのは「条例第４７条において準用する条例第３５条第２項」と、同条第５号中「条例第３７条第２項」とあるのは「条例第４７条

において準用する条例第３７条第２項」と読み替えるものとする。

第３章 介護予防訪問入浴介護

（指定介護予防訪問入浴介護事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第８条 条例第５２条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定介護予防訪問入浴介護を行う場合に要する交通費

� 利用者の選定により提供される特別な浴槽水等に係る費用

（指定介護予防訪問入浴介護の提供に関する記録）

第９条 条例第５６条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 条例第５７条において準用する条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第５７条において準用する条例第２４条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第５７条において準用する条例第３５条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第５７条において準用する条例第３７条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（基準該当介護予防訪問入浴介護の事業についての準用）

第１０条 条例第６３条において準用する条例第５２条第３項の規則で定める費用については第８条の規定を、条例第６３条において準用する条例

第５６条第２項の規則で定める記録については前条の規定を、それぞれ準用する。この場合において、第８条第１号中「指定介護予防訪問

入浴介護」とあるのは「基準該当介護予防訪問入浴介護」と、前条中「条例第５７条」とあるのは「条例第６３条」と読み替えるものとする。

第４章 介護予防訪問看護

（指定介護予防訪問看護事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第１１条 条例第７０条第３項の規則で定める費用は、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定介護予防訪問

看護を行う場合に要する交通費とする。

（指定介護予防訪問看護の提供に関する記録）

第１２条 条例第７４条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 条例第７８条第２項の規定による主治の医師による指示の文書

� 介護予防訪問看護計画書

� 介護予防訪問看護報告書

� 条例第７５条において準用する条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第７５条において準用する条例第２４条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第７５条において準用する条例第３５条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第７５条において準用する条例第３７条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

第５章 介護予防訪問リハビリテーション

（指定介護予防訪問リハビリテーション事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第１３条 条例第８２条第３項の規則で定める費用は、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定介護予防訪問

リハビリテーションを行う場合に要する交通費とする。

（指定介護予防訪問リハビリテーションの提供に関する記録）

第１４条 条例第８４条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。
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� 介護予防訪問リハビリテーション計画

� 条例第８５条において準用する条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第８５条において準用する条例第２４条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第８５条において準用する条例第３５条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第８５条において準用する条例第３７条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

第６章 介護予防居宅療養管理指導

（指定介護予防居宅療養管理指導事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第１５条 条例第９１条第３項の規則で定める費用は、指定介護予防居宅療養管理指導の提供に要する交通費とする。

（指定介護予防居宅療養管理指導の提供に関する記録）

第１６条 条例第９３条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 条例第９４条において準用する条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第９４条において準用する条例第２４条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第９４条において準用する条例第３５条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第９４条において準用する条例第３７条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

第７章 介護予防通所介護

（指定介護予防通所介護事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第１７条 条例第１０１条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対して行う送迎に要する費用

� 食事の提供に要する費用

� おむつ代

� 前３号に掲げるもののほか、指定介護予防通所介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る

費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第２号の費用については、指定介護予防サービス等基準省令第１００条第４項の別に厚生労働大臣が定めるところによるものとする。

（指定介護予防通所介護の提供に関する記録）

第１８条 条例第１０７条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 介護予防通所介護計画

� 条例第１０８条において準用する条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第１０８条において準用する条例第２４条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第１０８条において準用する条例第３５条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第１０８条において準用する条例第３７条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（基準該当介護予防通所介護の事業についての準用）

第１９条 条例第１１６条において準用する条例第１０１条第３項の規則で定める費用については第１７条の規定を、条例第１１６条において準用する

条例第１０７条第２項の規則で定める記録については前条の規定を、それぞれ準用する。この場合において、第１７条第２項中「指定介護予

防サービス等基準省令第１００条第４項」とあるのは「指定介護予防サービス等基準省令第１１５条において準用する指定介護予防サービス等

基準省令第１００条第４項」と、前条中「条例第１０８条」とあるのは「条例第１１６条」と読み替えるものとする。

第８章 介護予防通所リハビリテーション

（指定介護予防通所リハビリテーションの提供に関する記録）

第２０条 条例第１２３条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 介護予防通所リハビリテーション計画

� 条例第１２４条において準用する条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第１２４条において準用する条例第２４条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第１２４条において準用する条例第３５条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第１２４条において準用する条例第３７条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（指定介護予防通所リハビリテーション事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第２１条 条例第１２４条において準用する条例第１０１条第３項の規則で定める費用については、第１７条の規定を準用する。この場合において、

同条第２項中「指定介護予防サービス等基準省令第１００条第４項」とあるのは、「指定介護予防サービス等基準省令第１２３条において準用

する指定介護予防サービス等基準省令第１００条第４項」と読み替えるものとする。

第９章 介護予防短期入所生活介護

（指定介護予防短期入所生活介護事業所の設備に関する基準）

第２２条 条例第１３３条第１項ただし書の規則で定める要件は、次の各号のいずれかに該当することとする。

� 居室その他の利用者の日常生活に充てられる場所（以下「居室等」という。）を２階及び地階のいずれにも設けていないこと。

� 居室等を２階又は地階に設けている場合にあっては、次に掲げる要件の全てを満たすこと。

ア 当該指定介護予防短期入所生活介護事業所の所在地を管轄する消防長（消防本部を設置しない市町にあっては、当該市町の長。以
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下同じ。）又は消防署長と相談の上、事業所防災計画に利用者の円滑かつ迅速な避難を確保するために必要な事項を定めること。

イ 条例第１４３条において準用する条例第１０５条第２項に規定する訓練については、事業所防災計画に従い、昼間及び夜間において行う

こと。

ウ 火災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地域住民等との連携体制を整備すること。

２ 条例第１３３条第２項の規則で定める要件は、次の各号のいずれかに該当することとする。

� スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、調理室等火災が発生するおそれがある箇所における防火区

画の設置等により、初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造であること。

� 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円滑な消火活動が可能なものであること。

� 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等により、円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓

練を頻繁に実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の円滑な避難が可能なものであること。

３ 指定介護予防短期入所生活介護事業所の構造設備の基準は、次のとおりとする。

� 廊下の幅は、１．８メートル以上（中廊下にあっては、２．７メートル以上）とすること。

� 廊下、便所その他必要な場所に常夜灯を設けること。

� 階段の傾斜を緩やかにすること。

� 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること。

� 居室、機能訓練室、食堂、浴室及び静養室が２階以上の階にある場合は、１以上の傾斜路を設けること。ただし、エレベーターを設

けるときは、この限りでない。

４ 前項第１号の規定にかかわらず、条例第１３０条第２項の規定の適用を受ける特別養護老人ホームにあっては、老人福祉法（昭和３８年法

律第１３３号）に規定する特別養護老人ホームとして必要とされる設備を有することをもって足りる。

（指定介護予防短期入所生活介護事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第２３条 条例第１３６条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 食事の提供に要する費用（法第６１条の３第１項の規定により特定入所者介護予防サービス費が利用者に支給された場合は、同条第２

項第１号に規定する食費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護予防サービス費が利用者に代わり当該指定介護予

防短期入所生活介護事業者に支払われた場合は、同号に規定する食費の負担限度額）を限度とする。）

� 滞在に要する費用（法第６１条の３第１項の規定により特定入所者介護予防サービス費が利用者に支給された場合は、同条第２項第２

号に規定する滞在費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護予防サービス費が利用者に代わり当該指定介護予防短

期入所生活介護事業者に支払われた場合は、同号に規定する滞在費の負担限度額）を限度とする。）

� 指定介護予防サービス等基準省令第１３５条第３項第３号の厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な居室の提供を

行ったことに伴い必要となる費用

� 指定介護予防サービス等基準省令第１３５条第３項第４号の厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な食事の提供を

行ったことに伴い必要となる費用

� 送迎に要する費用（指定介護予防サービス等基準省令第１３５条第３項第５号の厚生労働大臣が別に定める場合を除く。）

� 理美容代

� 前各号に掲げるもののほか、指定介護予防短期入所生活介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるも

のに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第１号から第４号までに掲げる費用については、指定介護予防サービス等基準省令第１３５条第４項の別に厚生労働大臣が定めると

ころによるものとする。

３ 条例第１３６条第４項後段の規則で定める費用は、第１項第１号から第４号までに掲げる費用とする。

（指定介護予防短期入所生活介護の提供に関する記録）

第２４条 条例第１４２条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 介護予防短期入所生活介護計画

� 条例第１４３条において準用する条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第１３７条第２項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

� 条例第１４３条において準用する条例第２４条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第１４３条において準用する条例第３５条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第１４３条において準用する条例第３７条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所の設備に関する基準）

第２５条 条例第１５４条第１項ただし書の規則で定める要件は、次の各号のいずれかに該当することとする。

� 居室等を２階及び地階のいずれにも設けていないこと。

� 居室等を２階又は地階に設けている場合にあっては、次に掲げる要件の全てを満たすこと。

ア 当該ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所の所在地を管轄する消防長又は消防署長と相談の上、事業所防災計画に利用

者の円滑かつ迅速な避難を確保するために必要な事項を定めること。

イ 条例第１４３条において準用する条例第１０５条第２項に規定する訓練については、事業所防災計画に従い、昼間及び夜間において行う
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こと。

ウ 火災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地域住民等との連携体制を整備すること。

２ 条例第１５４条第２項の規則で定める要件については、第２２条第２項の規定を準用する。

３ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所の構造設備の基準は、次のとおりとする。

� 廊下の幅は、１．８メートル以上（中廊下にあっては、２．７メートル以上）とすること。ただし、廊下の一部の幅を拡張することにより、

利用者、従業者等の円滑な往来に支障が生じないと認められる場合は、１．５メートル以上（中廊下にあっては、１．８メートル以上）とす

ることができる。

� 廊下、共同生活室、便所その他必要な場所に常夜灯を設けること。

� 階段の傾斜を緩やかにすること。

� 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けること。

� ユニット又は浴室が２階以上の階にある場合は、１以上の傾斜路を設けること。ただし、エレベーターを設けるときは、この限りで

ない。

４ 前項第１号の規定にかかわらず、条例第１３０条第２項の規定の適用を受けるユニット型特別養護老人ホームにあっては、ユニット型特

別養護老人ホームとして必要とされる設備を有することをもって足りる。

（ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第２６条 条例第１５５条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 食事の提供に要する費用（法第６１条の３第１項の規定により特定入所者介護予防サービス費が利用者に支給された場合は、同条第２

項第１号に規定する食費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護予防サービス費が利用者に代わり当該ユニット型

指定介護予防短期入所生活介護事業者に支払われた場合は、同号に規定する食費の負担限度額）を限度とする。）

� 滞在に要する費用（法第６１条の３第１項の規定により特定入所者介護予防サービス費が利用者に支給された場合は、同条第２項第２

号に規定する滞在費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護予防サービス費が利用者に代わり当該ユニット型指定

介護予防短期入所生活介護事業者に支払われた場合は、同号に規定する滞在費の負担限度額）を限度とする。）

� 指定介護予防サービス等基準省令第１５５条第３項第３号の厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な居室の提供を

行ったことに伴い必要となる費用

� 指定介護予防サービス等基準省令第１５５条第３項第４号の厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な食事の提供を

行ったことに伴い必要となる費用

� 送迎に要する費用（指定介護予防サービス等基準省令第１５５条第３項第５号の厚生労働大臣が別に定める場合を除く。）

� 理美容代

� 前各号に掲げるもののほか、指定介護予防短期入所生活介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるも

のに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第１号から第４号までに掲げる費用については、指定介護予防サービス等基準省令第１５５条第４項の別に厚生労働大臣が定めると

ころによるものとする。

３ 条例第１５５条第４項後段の規則で定める費用は、第１項第１号から第４号までに掲げる費用とする。

（ユニット型指定介護予防短期入所生活介護事業所の勤務体制の基準）

第２７条 条例第１５７条第２項の規則で定める基準は、次のとおりとする。

� 昼間については、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。

� 夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上の介護職員又は看護職員を夜間及び深夜の勤務に従事する職員として配置する

こと。

� ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。

（基準該当介護予防短期入所生活介護の事業についての準用）

第２８条 条例第１７１条において準用する条例第１３６条第３項及び第４項の規則で定める費用については第２３条の規定を、条例第１７１条におい

て準用する条例第１４２条第２項の規則で定める記録については第２４条の規定を、それぞれ準用する。この場合において、第２３条第１項第

１号及び第２号中「指定介護予防短期入所生活介護事業者」とあるのは「基準該当介護予防短期入所生活介護事業者」と、同項第３号中

「指定介護予防サービス等基準省令第１３５条第３項第３号」とあるのは「指定介護予防サービス等基準省令第１８５条において準用する指定

介護予防サービス等基準省令第１３５条第３項第３号」と、同項第４号中「指定介護予防サービス等基準省令第１３５条第３項第４号」とある

のは「指定介護予防サービス等基準省令第１８５条において準用する指定介護予防サービス等基準省令第１３５条第３項第４号」と、同項第５

号中「指定介護予防サービス等基準省令第１３５条第３項第５号」とあるのは「指定介護予防サービス等基準省令第１８５条において準用する

指定介護予防サービス等基準省令第１３５条第３項第５号」と、同項第７号中「指定介護予防短期入所生活介護」とあるのは「基準該当介

護予防短期入所生活介護」と、同条第２項中「指定介護予防サービス等基準省令第１３５条第４項」とあるのは「指定介護予防サービス等

基準省令第１８５条において準用する指定介護予防サービス等基準省令第１３５条第４項」と、第２４条中「条例第１４３条」とあるのは「条例第

１７１条」と、同条第３号中「条例第１３７条第２項」とあるのは「条例第１７１条において準用する条例第１３７条第２項」と読み替えるものとす

る。

第１０章 介護予防短期入所療養介護
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（指定介護予防短期入所療養介護事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第２９条 条例第１７６条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 食事の提供に要する費用（法第６１条の３第１項の規定により特定入所者介護予防サービス費が利用者に支給された場合は、同条第２

項第１号に規定する食費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護予防サービス費が利用者に代わり当該指定介護予

防短期入所療養介護事業者に支払われた場合は、同号に規定する食費の負担限度額）を限度とする。）

� 滞在に要する費用（法第６１条の３第１項の規定により特定入所者介護予防サービス費が利用者に支給された場合は、同条第２項第２

号に規定する滞在費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護予防サービス費が利用者に代わり当該指定介護予防短

期入所療養介護事業者に支払われた場合は、同号に規定する滞在費の負担限度額）を限度とする。）

� 指定介護予防サービス等基準省令第１９０条第３項第３号の厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な療養室等の提

供を行ったことに伴い必要となる費用

� 指定介護予防サービス等基準省令第１９０条第３項第４号の厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な食事の提供を

行ったことに伴い必要となる費用

� 送迎に要する費用（指定介護予防サービス等基準省令第１９０条第３項第５号の厚生労働大臣が別に定める場合を除く。）

� 理美容代

� 前各号に掲げるもののほか、指定介護予防短期入所療養介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるも

のに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第１号から第４号までに掲げる費用については、指定介護予防サービス等基準省令第１９０条第４項の別に厚生労働大臣が定めると

ころによるものとする。

３ 条例第１７６条第４項後段の規則で定める費用は、第１項第１号から第４号までに掲げる費用とする。

（指定介護予防短期入所療養介護の提供に関する記録）

第３０条 条例第１８０条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 介護予防短期入所療養介護計画

� 条例第１８１条において準用する条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第１７７条第２項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

� 条例第１８１条において準用する条例第２４条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第１８１条において準用する条例第３５条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第１８１条において準用する条例第３７条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第３１条 条例第１９２条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 食事の提供に要する費用（法第６１条の３第１項の規定により特定入所者介護予防サービス費が利用者に支給された場合は、同条第２

項第１号に規定する食費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護予防サービス費が利用者に代わり当該ユニット型

指定介護予防短期入所療養介護事業者に支払われた場合は、同号に規定する食費の負担限度額）を限度とする。）

� 滞在に要する費用（法第６１条の３第１項の規定により特定入所者介護予防サービス費が利用者に支給された場合は、同条第２項第２

号に規定する滞在費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護予防サービス費が利用者に代わり当該ユニット型指定

介護予防短期入所療養介護事業者に支払われた場合は、同号に規定する滞在費の負担限度額）を限度とする。）

� 指定介護予防サービス等基準省令第２０６条第３項第３号の厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な療養室等の提

供を行ったことに伴い必要となる費用

� 指定介護予防サービス等基準省令第２０６条第３項第４号の厚生労働大臣の定める基準に基づき利用者が選定する特別な食事の提供を

行ったことに伴い必要となる費用

� 送迎に要する費用（指定介護予防サービス等基準省令第２０６条第３項第５号の厚生労働大臣が別に定める場合を除く。）

� 理美容代

� 前各号に掲げるもののほか、指定介護予防短期入所療養介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるも

のに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第１号から第４号までに掲げる費用については、指定介護予防サービス等基準省令第２０６条第４項の別に厚生労働大臣が定めると

ころによるものとする。

３ 条例第１９２条第４項後段の規則で定める費用は、第１項第１号から第４号までに掲げる費用とする。

（ユニット型指定介護予防短期入所療養介護事業所の勤務体制の基準）

第３２条 条例第１９４条第２項の規則で定める基準については、第２７条の規定を準用する。

第１１章 介護予防特定施設入居者生活介護

（耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない指定介護予防特定施設の建物の要件）

第３３条 条例第２０５条第２項及び第２２９条第２項の規則で定める要件については、第２２条第２項の規定を準用する。

（指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第３４条 条例第２１０条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。
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� 利用者の選定により提供される介護その他の日常生活上の便宜に要する費用

� おむつ代

� 前２号に掲げるもののほか、指定介護予防特定施設入居者生活介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要と

なるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められるもの

（指定介護予防特定施設入居者生活介護の提供に関する記録）

第３５条 条例第２１６条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 介護予防特定施設サービス計画

� 条例第２０８条第２項の利用者の同意等に係る書類

� 条例第２０９条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第２１１条第２項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

� 条例第２１３条第３項の規定による結果等の記録

� 条例第２１７条において準用する条例第２４条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第２１７条において準用する条例第３５条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第２１７条において準用する条例第３７条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介護の提供に関する記録）

第３６条 条例第２３３条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 介護予防特定施設サービス計画

� 条例第２３５条第２項の規定による受託介護予防サービス事業者から受けた報告に係る記録

� 条例第２３２条第８項の規定による結果等の記録

� 条例第２１７条において準用する条例第２４条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第２１７条において準用する条例第３５条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第２１７条において準用する条例第３７条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

� 条例第２０８条第２項の利用者の同意等に係る書類

� 条例第２０９条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

	 条例第２１１条第２項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録


 条例第２１３条第３項の規定による結果等の記録

第１２章 介護予防福祉用具貸与

（指定介護予防福祉用具貸与事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第３７条 条例第２４１条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 通常の事業の実施地域以外の地域において指定介護予防福祉用具貸与を行う場合の交通費

� 福祉用具の搬出入に特別な措置が必要な場合の当該措置に要する費用

（指定介護予防福祉用具貸与の提供に関する記録）

第３８条 条例第２４７条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 条例第２４８条において準用する条例第２０条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第２４５条第４項の規定による結果等の記録

� 条例第２４８条において準用する条例第２４条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第２４８条において準用する条例第３５条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第２４８条において準用する条例第３７条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

� 介護予防福祉用具貸与計画

（基準該当介護予防福祉用具貸与の事業についての準用）

第３９条 条例第２５３条において準用する条例第２４１条第３項の規則で定める費用については第３７条の規定を、条例第２５３条において準用する

条例第２４７条第２項の規則で定める記録については前条の規定を、それぞれ準用する。この場合において、第３７条第１号中「指定介護予

防福祉用具貸与」とあるのは「基準該当介護予防福祉用具貸与」と、前条中「条例第２４８条」とあるのは「条例第２５３条」と、同条第２号

中「条例第２４５条第４項」とあるのは「条例第２５３条において準用する条例第２４５条第４項」と読み替えるものとする。

第１３章 特定介護予防福祉用具販売

（指定特定介護予防福祉用具販売事業者が利用者から支払を受けることができる費用）

第４０条 条例第２５９条第２項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 通常の事業の実施地域以外の地域において指定特定介護予防福祉用具販売を行う場合の交通費

� 特定介護予防福祉用具の搬入に特別な措置が必要な場合の当該措置に要する費用

（指定特定介護予防福祉用具販売の提供に関する記録）

第４１条 条例第２６１条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 条例第２５８条の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第２６２条において準用する条例第２４条の規定による市町村への通知に係る記録
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� 条例第２６２条において準用する条例第３５条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第２６２条において準用する条例第３７条第２項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

� 特定介護予防福祉用具販売計画

附 則

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第１３号
愛媛県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則を次のように定める。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６４号。以下

「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

（人員に関する基準）

第３条 指定介護老人福祉施設の従業者は、専ら当該指定介護老人福祉施設の職務に従事する者でなければならない。ただし、指定介護老

人福祉施設（ユニット型指定介護老人福祉施設を除く。以下この項において同じ。）及びユニット型指定介護老人福祉施設を併設する場

合又は指定介護老人福祉施設及びユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に

関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号。以下「指定地域密着型サービス基準省令」という。）第１５８条に規定するユニット型指定地

域密着型介護老人福祉施設をいう。）を併設する場合の介護職員及び看護職員（条例第５２条第２項の規定に基づき配置される看護職員に

限る。）を除き、入所者の処遇に支障がない場合は、この限りでない。

２ 条例第５条第１項第２号の生活相談員は、常勤の者でなければならない。

３ 条例第５条第１項第３号の看護職員のうち、１人以上は、常勤の者でなければならない。

４ 条例第５条第１項第５号の機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能を改善し、又はその減退を防止するための訓練を行う能

力を有すると認められる者でなければならない。

５ 条例第５条第１項第５号の機能訓練指導員は、当該指定介護老人福祉施設の他の職務に従事することができる。

６ 条例第５条第１項第６号の介護支援専門員は、専らその職務に従事する常勤の者でなければならない。ただし、入所者の処遇に支障が

ない場合は、当該指定介護老人福祉施設の他の職務に従事することができる。

７ 条例第５条第１項第１号の医師及び同項第６号の介護支援専門員の数は、サテライト型居住施設（指定地域密着型サービス基準省令第

１３１条第４項に規定するサテライト型居住施設をいう。以下同じ。）の本体施設（同項に規定する本体施設をいう。以下同じ。）である

指定介護老人福祉施設にあっては、当該サテライト型居住施設に医師又は介護支援専門員を置かない場合は、当該指定介護老人福祉施設

の入所者の数及び当該サテライト型居住施設の入所者の数の合計数を基礎として算出しなければならない。

（内容及び手続の説明の方法）

第４条 条例第７条の規則で定める方法は、入所申込者又はその家族からの申出があった場合に情報通信の技術を利用する方法であって、

次に掲げるもの（以下「電磁的方法」という。）による提供とする。

� 電子情報処理組織（指定介護老人福祉施設の使用に係る電子計算機と、入所申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気通

信回線で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用する方法のうち、ア又はイに掲げるもの

ア 指定介護老人福祉施設の使用に係る電子計算機と入所申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通

じて送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法

イ 指定介護老人福祉施設の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された条例第７条に規定する重要事項（以下「重要事

項」という。）を電気通信回線を通じて入所申込者又はその家族の閲覧に供し、当該入所申込者又はその家族の使用に係る電子計算

機に備えられたファイルに当該重要事項を記録する方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は当該提供を受けない旨の申出

をする場合にあっては、指定介護老人福祉施設の使用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法）

� 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製

するファイルに重要事項を記録したものを交付する方法

２ 電磁的方法は、入所申込者又はその家族がファイルの記録を出力することにより文書を作成することができるものでなければならない。

３ 指定介護老人福祉施設は、電磁的方法により重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、入所申込者又はその家族に対し、次に

掲げる事項を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。

� 使用する電磁的方法の種類

� ファイルへの記録の方式

４ 前項の規定による承諾を得た指定介護老人福祉施設は、文書又は電磁的方法により、入所申込者又はその家族から電磁的方法による重
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要事項の提供を受けない旨の申出があったときは、当該入所申込者又はその家族に対し、当該重要事項の提供を電磁的方法によってして

はならない。ただし、当該入所申込者又はその家族が再び同項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。

（入所者から支払を受けることができる費用）

第５条 条例第１４条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 食事の提供に要する費用（法第５１条の３第１項の規定により特定入所者介護サービス費が入所者に支給された場合は、同条第２項第

１号に規定する食費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護サービス費が入所者に代わり当該指定介護老人福祉施

設に支払われた場合は、同号に規定する食費の負担限度額）を限度とする。）

� 居住に要する費用（法第５１条の３第１項の規定により特定入所者介護サービス費が入所者に支給された場合は、同条第２項第２号に

規定する居住費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護サービス費が入所者に代わり当該指定介護老人福祉施設に

支払われた場合は、同号に規定する居住費の負担限度額）を限度とする。）

� 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３９号。以下「基準省令」という。）第９条第３項第

３号の厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な居室の提供を行ったことに伴い必要となる費用

� 基準省令第９条第３項第４号の厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な食事の提供を行ったことに伴い必要とな

る費用

� 理美容代

� 前各号に掲げるもののほか、指定介護福祉施設サービスにおいて提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに

係る費用であって、その入所者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第１号から第４号までに掲げる費用については、基準省令第９条第４項の別に厚生労働大臣が定めるところによるものとする。

３ 条例第１４条第４項後段の規則で定める費用は、第１項第１号から第４号までに掲げる費用とする。

（感染症の予防等のための措置）

第６条 条例第３３条第２項の規則で定める措置は、次に掲げるものとする。

� 指定介護老人福祉施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね３月に１回以上

開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

� 指定介護老人福祉施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。

� 指定介護老人福祉施設において、介護職員その他の従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修を定期的

に実施すること。

� 前３号に掲げるもののほか、基準省令第２７条第２項第４号の別に厚生労働大臣が定める感染症及び食中毒の発生が疑われる際の対処

等に関する手順に沿った対応を行うこと。

（事故発生の防止のための措置）

第７条 条例第４１条第１項の規則で定める措置は、次に掲げるものとする。

� 事故が発生した場合の対応、次号の規定による報告の方法等が記載された事故発生の防止のための指針を整備すること。

� 事故が発生した場合又は事故に至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実を管理者に報告し、その分析に基づく改善策につい

て従業者に周知徹底する体制を整備すること。

� 事故発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。

（指定介護福祉施設サービスの提供に関する記録）

第８条 条例第４３条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 施設サービス計画

� 条例第１３条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第１６条第５項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

� 条例第２５条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第３９条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第４１条第３項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（ユニット型指定介護老人福祉施設の勤務体制の基準）

第９条 条例第５２条第２項の規則で定める基準は、次のとおりとする。

� 昼間については、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。

� 夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上の介護職員又は看護職員を夜間及び深夜の勤務に従事する職員として配置する

こと。

� ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。

（ユニット型指定介護老人福祉施設についての読替え）

第１０条 ユニット型指定介護老人福祉施設についての第８条第３号の規定の適用については、同号中「条例第１６条第５項」とあるのは、

「条例第４７条第７項」とする。

附 則

（施行期日）
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１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 当分の間、第５条第１項第１号中「食費の基準費用額（同条第４項」とあるのは「食費の基準費用額（特定要介護旧措置入所者（介護

保険法施行法（平成９年法律第１２４号。以下「施行法」という。）第１３条第５項に規定する特定要介護旧措置入所者をいう。以下同

じ。）にあっては、同項第１号に規定する食費の特定基準費用額）（法第５１条の３第４項」と、「同号に規定する食費の負担限度額」と

あるのは「同条第２項第１号に規定する食費の負担限度額（特定要介護旧措置入所者にあっては、施行法第１３条第５項第１号に規定する

食費の特定負担限度額）」と、同項第２号中「居住費の基準費用額（同条第４項」とあるのは「居住費の基準費用額（特定要介護旧措置

入所者にあっては、施行法第１３条第５項第２号に規定する居住費の特定基準費用額）（法第５１条の３第４項」と、「同号に規定する居住

費の負担限度額」とあるのは「同条第２項第２号に規定する居住費の負担限度額（特定要介護旧措置入所者にあっては、施行法第１３条第

５項第２号に規定する居住費の特定負担限度額）」とする。

（一部ユニット型指定介護老人福祉施設の勤務体制の基準）

３ 条例附則第１２項において準用する条例第５２条第２項の規則で定める基準については、第９条の規定を準用する。

�愛媛県規則第１４号
愛媛県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例施行規則を次のように定める。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６５号。

以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

（人員に関する基準）

第３条 介護老人保健施設の従業者は、専ら当該介護老人保健施設の職務に従事する者でなければならない。ただし、介護老人保健施設

（ユニット型介護老人保健施設を除く。）及びユニット型介護老人保健施設を併設する場合の介護職員を除き、入所者の処遇に支障がな

い場合は、この限りでない。

２ 条例第４条第１項第６号の介護支援専門員は、専らその職務に従事する常勤の者でなければならない。ただし、入所者の処遇に支障が

ない場合は、当該介護老人保健施設の他の職務に従事することができるものとし、介護支援専門員が本体施設の職務に従事する場合であ

って、当該本体施設の入所者の処遇に支障がないときは、サテライト型小規模介護老人保健施設の職務に従事することができるものとす

る。

（構造設備の基準）

第４条 条例第６条第１項第１号ただし書及び第４５条第４項第１号ただし書の規則で定める要件は、次の各号のいずれかに該当することと

する。

� 療養室等を２階及び地階のいずれにも設けていないこと。

� 療養室等を２階又は地階に設けている場合は、次に掲げる要件の全てを満たすこと。

ア 当該介護老人保健施設の所在地を管轄する消防長（消防本部を設置しない市町にあっては、市町長。以下同じ。）又は消防署長と

相談の上、施設防災計画に入所者の円滑かつ迅速な避難を確保するために必要な事項を定めること。

イ 条例第３２条第２項に規定する訓練については、施設防災計画に従い、昼間及び夜間において行うこと。

ウ 火災時における避難、消火等の協力を得ることができるよう、地域住民等との連携体制を整備すること。

２ 条例第６条第２項及び第４５条第５項の規則で定める要件は、次の各号のいずれかに該当することとする。

� スプリンクラー設備の設置、天井等の内装材等への難燃性の材料の使用、調理室等火災が発生するおそれがある箇所における防火区

画の設置等により、初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造であること。

� 非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備されており、円滑な消火活動が可能なものであること。

� 避難口の増設、搬送を容易に行うために十分な幅員を有する避難路の確保等により、円滑な避難が可能な構造であり、かつ、避難訓

練を頻繁に実施すること、配置人員を増員すること等により、火災の際の円滑な避難が可能なものであること。

（内容及び手続の説明の方法）

第５条 条例第７条の規則で定める方法は、入所申込者又はその家族からの申出があった場合に情報通信の技術を利用する方法であって、

次に掲げるもの（以下「電磁的方法」という。）による提供とする。

� 電子情報処理組織（介護老人保健施設の使用に係る電子計算機と、入所申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気通信回

線で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用する方法のうち、ア又はイに掲げるもの

ア 介護老人保健施設の使用に係る電子計算機と入所申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて

送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号
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イ 介護老人保健施設の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された条例第７条に規定する重要事項（以下「重要事項」

という。）を電気通信回線を通じて入所申込者又はその家族の閲覧に供し、当該入所申込者又はその家族の使用に係る電子計算機に

備えられたファイルに当該重要事項を記録する方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は当該提供を受けない旨の申出をす

る場合にあっては、介護老人保健施設の使用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法）

� 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製

するファイルに重要事項を記録したものを交付する方法

２ 電磁的方法は、入所申込者又はその家族がファイルの記録を出力することにより文書を作成することができるものでなければならない。

３ 介護老人保健施設は、電磁的方法により重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該入所申込者又はその家族に対し、次に

掲げる事項を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。

� 使用する電磁的方法の種類

� ファイルへの記録の方式

４ 前項の規定による承諾を得た介護老人保健施設は、文書又は電磁的方法により、当該入所申込者又はその家族から電磁的方法による重

要事項の提供を受けない旨の申出があったときは、当該入所申込者又はその家族に対し、当該重要事項の提供を電磁的方法によってして

はならない。ただし、当該入所申込者又はその家族が再び同項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。

（入所者から支払を受けることができる費用）

第６条 条例第１４条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 食事の提供に要する費用（法第５１条の３第１項の規定により特定入所者介護サービス費が入所者に支給された場合は、同条第２項第

１号に規定する食費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護サービス費が入所者に代わり当該介護老人保健施設に

支払われた場合は、同号に規定する食費の負担限度額）を限度とする。）

� 居住に要する費用（法第５１条の３第１項の規定により特定入所者介護サービス費が入所者に支給された場合は、同条第２項第２号に

規定する居住費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護サービス費が入所者に代わり当該介護老人保健施設に支払

われた場合は、同号に規定する居住費の負担限度額）を限度とする。）

� 介護老人保健施設基準省令第１１条第３項第３号の厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な療養室の提供を行った

ことに伴い必要となる費用

� 介護老人保健施設基準省令第１１条第３項第４号の厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な食事の提供を行ったこ

とに伴い必要となる費用

� 理美容代

� 前各号に掲げるもののほか、介護保健施設サービスにおいて提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る

費用であって、その入所者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第１号から第４号までに掲げる費用については、介護老人保健施設基準省令第１１条第４項の別に厚生労働大臣が定めるところによ

るものとする。

３ 条例第１４条第４項後段の規則で定める費用は、第１項第１号から第４号までに掲げる費用とする。

（感染症の予防等のための措置）

第７条 条例第３３条第２項の規則で定める措置は、次に掲げるものとする。

� 介護老人保健施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね３月に１回以上開催

するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

� 介護老人保健施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。

� 介護老人保健施設において、介護職員その他の従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修を定期的に実

施すること。

� 前３号に掲げるもののほか、介護老人保健施設基準省令第２９条第２項第４号の別に厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が

疑われる際の対処等に関する手順に沿った対応を行うこと。

（事故発生の防止のための措置）

第８条 条例第４０条第１項の規則で定める措置は、次に掲げるものとする。

� 事故が発生した場合の対応、次号の規定による報告の方法等が記載された事故発生の防止のための指針を整備すること。

� 事故が発生した場合又は事故に至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実を管理者に報告し、その分析に基づく改善策につい

て従業者に周知徹底する体制を整備すること。

� 事故発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。

（介護保健施設サービスの提供に関する記録）

第９条 条例第４２条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 施設サービス計画

� 条例第１２条第４項の規定による居宅において日常生活を営むことができるかどうかについての検討の内容等の記録

� 条例第１３条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第１６条第５項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号
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� 条例第２５条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第３８条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第４０条第３項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（ユニット型介護老人保健施設の勤務体制の基準）

第１０条 条例第５１条第２項の規則で定める基準は、次のとおりとする。

� 昼間については、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。

� 夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上の介護職員又は看護職員を夜間及び深夜の勤務に従事する職員として配置する

こと。

� ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。

（ユニット型介護老人保健施設についての読替え）

第１１条 ユニット型介護老人保健施設についての第９条第４号の規定の適用については、同号中「条例第１６条第５項」とあるのは、「条例

第４６条第７項」とする。

附 則

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第１５号
愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則を次のように定める。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６６号。以下

「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

（人員に関する基準）

第３条 療養病床を有する病院であり、かつ、老人性認知症疾患療養病棟を有する病院である指定介護療養型医療施設に置くべき介護支援

専門員の員数の標準は、条例第４条第１項第５号及び第３項第６号の規定にかかわらず、療養病床（専ら要介護者を入院させる部分に限

る。）に係る病室における入院患者の数及び老人性認知症疾患療養病棟（専ら要介護者を入院させる部分に限る。）に係る病室における

入院患者の数の合計数が１００又はその端数を増すごとに１とする。

２ 指定介護療養型医療施設の従業者は、専ら当該指定介護療養型医療施設の職務に従事することができる者をもって充てなければならな

い。ただし、指定介護療養型医療施設（ユニット型指定介護療養型医療施設を除く。）及びユニット型指定介護療養型医療施設を併設す

る場合の介護職員を除き、入院患者の処遇に支障がない場合は、この限りでない。

３ 条例第４条第１項第５号及び第３項第６号並びに第１項の介護支援専門員は、専らその職務に従事する常勤の者でなければならない。

ただし、入院患者の処遇に支障がない場合は、当該指定介護療養型医療施設の他の業務に従事することができる。

４ 条例第４条第３項第１号の医師のうち１人は、老人性認知症疾患療養病棟において指定介護療養施設サービスを担当する医師としなけ

ればならない。

５ 条例第４条第３項第４号の作業療法士及び同項第５号の精神保健福祉士又はこれに準ずる者は、専らその職務に従事する常勤の者でな

ければならない。

（内容及び手続の説明の方法）

第４条 条例第８条の規則で定める方法は、患者又はその家族からの申出があった場合に情報通信の技術を利用する方法であって、次に掲

げるもの（以下「電磁的方法」という。）による提供とする。

� 電子情報処理組織（指定介護療養型医療施設の使用に係る電子計算機と、患者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気通信回

線で接続した電子情報処理組織をいう。）を使用する方法のうち、ア又はイに掲げるもの

ア 指定介護療養型医療施設の使用に係る電子計算機と患者又はその家族の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて

送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法

イ 指定介護療養型医療施設の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された条例第８条に規定する重要事項（以下「重要

事項」という。）を電気通信回線を通じて患者又はその家族の閲覧に供し、当該患者又はその家族の使用に係る電子計算機に備えら

れたファイルに当該重要事項を記録する方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は当該提供を受けない旨の申出をする場合

にあっては、指定介護療養型医療施設の使用に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法）

� 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製

するファイルに重要事項を記録したものを交付する方法

２ 電磁的方法は、患者又はその家族がファイルの記録を出力することにより文書を作成することができるものでなければならない。
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３ 指定介護療養型医療施設は、電磁的方法により重要事項を提供しようとするときは、あらかじめ、患者又はその家族に対し、次に掲げ

る事項を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければならない。

� 使用する電磁的方法の種類

� ファイルへの記録の方式

４ 前項の規定による承諾を得た指定介護療養型医療施設は、文書又は電磁的方法により、患者又はその家族から電磁的方法による重要事

項の提供を受けない旨の申出があったときは、当該患者又はその家族に対し、当該重要事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。

ただし、当該患者又はその家族が再び同項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。

（入院患者から支払を受けることができる費用）

第５条 条例第１５条第３項の規則で定める費用は、次に掲げるものとする。

� 食事の提供に要する費用（旧法第５１条の３第１項の規定により特定入所者介護サービス費が入院患者に支給された場合は、同条第２

項第１号に規定する食費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護サービス費が入院患者に代わり当該指定介護療養

型医療施設に支払われた場合は、同号に規定する食費の負担限度額）を限度とする。）

� 居住に要する費用（旧法第５１条の３第１項の規定により特定入所者介護サービス費が入院患者に支給された場合は、同条第２項第２

号に規定する居住費の基準費用額（同条第４項の規定により当該特定入所者介護サービス費が入院患者に代わり当該指定介護療養型医

療施設に支払われた場合は、同号に規定する居住費の負担限度額）を限度とする。）

� 指定介護療養型医療施設基準省令第１２条第３項第３号の厚生労働大臣の定める基準に基づき入院患者が選定する特別な病室の提供を

行ったことに伴い必要となる費用

� 指定介護療養型医療施設基準省令第１２条第３項第４号の厚生労働大臣の定める基準に基づき入院患者が選定する特別な食事の提供を

行ったことに伴い必要となる費用

� 理美容代

� 前各号に掲げるもののほか、指定介護療養施設サービスにおいて提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに

係る費用であって、その入院患者に負担させることが適当と認められるもの

２ 前項第１号から第４号までに掲げる費用については、指定介護療養型医療施設基準省令第１２条第４項の別に厚生労働大臣が定めるとこ

ろによるものとする。

３ 条例第１５条第４項後段の規則で定める費用は、第１項第１号から第４号までに掲げる費用とする。

（感染症の予防等のための措置）

第６条 条例第３２条第２項の規則で定める措置は、次に掲げるものとする。

� 指定介護療養型医療施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね３月に１回以

上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。

� 指定介護療養型医療施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。

� 指定介護療養型医療施設において、介護職員その他の従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修を定期

的に実施すること。

� 前３号に掲げるもののほか、指定介護療養型医療施設基準省令第２８条第２項第４号の別に厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の

発生が疑われる際の対処等に関する手順に沿った対応を行うこと。

（事故発生の防止のための措置）

第７条 条例第３９条第１項の規則で定める措置は、次に掲げるものとする。

� 事故が発生した場合の対応、次号の規定による報告の方法等が記載された事故発生の防止のための指針を整備すること。

� 事故が発生した場合又は事故に至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実を管理者に報告し、その分析に基づく改善策につい

て従業者に周知徹底する体制を整備すること。

� 事故発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的に行うこと。

（指定介護療養施設サービスの提供に関する記録）

第８条 条例第４１条第２項の規則で定める記録は、次に掲げるものとする。

� 施設サービス計画

� 条例第１４条第２項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

� 条例第１７条第５項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の入院患者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

� 条例第２４条の規定による市町村への通知に係る記録

� 条例第３７条第２項の規定による苦情の内容等の記録

� 条例第３９条第３項の規定による事故の状況及び事故に際してとった処置についての記録

（ユニット型指定介護療養型医療施設の勤務体制の基準）

第９条 条例第５２条第２項の規則で定める基準は、次のとおりとする。

� 昼間については、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。

� 夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上の介護職員又は看護職員を夜間及び深夜の勤務に従事する職員として配置する

こと。
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告 示

�愛媛県告示第２２４号
自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）第９条第２項の規定に基づ

き、石鎚国定公園に関する公園事業の一部を決定したので、同条第

４項の規定に基づき、その概要を次のとおり公示する。

この公園事業の位置を表示した図面は、愛媛県庁及び西条市役所

に備え付けて供覧する。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２２５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２２６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

� ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。

（ユニット型指定介護療養型医療施設についての読替え）

第１０条 ユニット型指定介護療養型医療施設についての第８条第３号の規定の適用については、同号中「条例第１７条第５項」とあるのは、

「条例第４７条第７項」とする。

附 則

１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

２ 条例附則第４項に規定する指定介護療養型医療施設については、当分の間、第３条第５項中「条例第４条第３項第４号の作業療法士及

び同項第５号の精神保健福祉士」とあるのは、「条例第４条第３項第５号の精神保健福祉士」とする。

�愛媛県規則第１６号
愛媛県風致地区内における建築等の規制に関する条例を廃止する条例の施行期日を定める規則を次のように定める。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県風致地区内における建築等の規制に関する条例を廃止する条例の施行期日を定める規則

愛媛県風致地区内における建築等の規制に関する条例を廃止する条例（平成２４年愛媛県条例第７６号）の施行期日は、平成２５年４月１日と

する。

�愛媛県規則第１７号
愛媛県風致地区内における建築等の規制に関する条例施行規則を廃止する規則を次のように定める。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県風致地区内における建築等の規制に関する条例施行規則を廃止する規則

愛媛県風致地区内における建築等の規制に関する条例施行規則（昭和４９年愛媛県規則第１１号）は、廃止する。

附 則

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

公園事業の名称
及び種類 事 業 地

河口面河線道路（歩
道）

起点 愛媛県西条市小松町石鎚（成就社）
終点 愛媛県西条市小松町石鎚（石鎚山）

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

廃 止

年 月 日

合田歯科医院 合 田 熙 四国中央市上柏町２２３番
地４

平成２４年
６月３０日

阿部内科クリニ
ック 阿 部 恒 一 新居浜市大生院岸影１０３８

番地５
平成２４年
１２月３１日

八幡浜中央薬局 田 中 美和子 八幡浜市江戸岡一丁目８７
０番地３

平成２５年
１月３１日

八幡浜中央薬局 四国ビジネスサ
ポート株式会社

八幡浜市江戸岡一丁目８７
０番地３

平成２５年
２月１日

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

合田歯科医院 合 田 永 四国中央市上柏町２２３番
地４

平成２４年
７月１日

阿部内科クリニ
ック

医療法人阿部内
科クリニック

新居浜市大生院岸影１０３８
番地５

平成２５年
１月８日
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�愛媛県告示第２２７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療機関（指定訪問看護事業者等）を次のように指定した。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２２８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２２９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護支援事業者）を次のように指定した。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２３０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２３１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の居宅介護事業を行う事業所

の所在地が次のように変更された。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

医 療 機 関 （ 指 定
訪問看護事業者等）の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

指 定 訪 問 看 護 事 業 等 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社アプローチ 宇和島市佐伯町一丁目１番１３
号

訪問看護ステーションうわじ
ま

宇和島市佐伯町一丁目１番１３
号 平成２５年２月１８日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

鎌 田 洋一郎 八幡浜市１５２６番地８０・１５２６番
地８１ 鎌田内科消化器科クリニック 八幡浜市１５２６番地８０・１５２６番

地８１ 平成２５年２月２８日

株式会社えひめメディコープ 松山市中村３丁目１番１号 小規模多機能ホームスマイル
ごしき 伊予市米湊７３６番地５ 平成２５年３月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

アースサポート株式会社 東京都渋谷区本町一丁目４番
１４号 アースサポート新居浜 新居浜市西原町二丁目２番２０

１２号 平成２５年２月５日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社えひめメディコープ 松山市中村３丁目１番１号 小規模多機能ホームスマイル
ごしき 伊予市米湊７３６番地５ 平成２５年３月１日

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号
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�愛媛県告示第２３２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の名称及び居宅介護事業を行

う事業所の名称が次のように変更された。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２３３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の居宅介護事業を行う事業所

の名称及び所在地が次のように変更された。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２３４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護支援事業者）の居宅介護支援事業を行

う事業所の所在地が次のように変更された。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社ベルワイド 八幡浜市字新町２７２番地１ おるｄｅ新町ヘルパーステー
ション

（変更後）
八幡浜市下道１４２０

平成２５年１月３日
（変更前）
八幡浜市字新町２８１番地１

株式会社ベルワイド 八幡浜市字新町２７２番地１ おるｄｅ新町デイサービスセ
ンター

（変更後）
八幡浜市下道１４２０

平成２５年１月１４日
（変更前）
八幡浜市字新町２７２番１

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

（変更後）
三泰商事株式会社

八幡浜市１４７８番地

（変更後）
介護支援ショップ八幡浜三泰
商事株式会社

八幡浜市新町２７６－１ 平成２４年９月３日
（変更前）
三泰商事有限会社

（変更前）
介護支援ショップ八幡浜三泰
商事有限会社

（変更後）
三泰商事株式会社

八幡浜市１４７８番地

（変更後）
介護支援ショップ西予三泰商
事株式会社

西予市宇和町坂戸３３０番地５ 平成２４年９月３日
（変更前）
三泰商事有限会社

（変更前）
介護支援ショップ西予三泰商
事有限会社

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人愛南町社会福祉
協議会

南宇和郡愛南町御荘平城２１３９
番地

（変更後）
愛南町社協訪問介護事業所

（変更後）
南宇和郡愛南町城辺甲２３８０番
地

平成２４年９月１日
（変更前）
愛南町社協城辺訪問介護事業
所

（変更前）
南宇和郡愛南町城辺甲２４２０番
地

社会福祉法人愛南町社会福祉
協議会

南宇和郡愛南町御荘平城２１３９
番地

（変更後）
愛南町社協訪問入浴事業所

（変更後）
南宇和郡愛南町城辺甲２３８０番
地

平成２４年９月１日
（変更前）
愛南町社協御荘訪問入浴事業
所

（変更前）
南宇和郡愛南町御荘平城２１３９
番地

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号
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�愛媛県告示第２３５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護支援事業者）の名称、主たる事務所の

所在地及び居宅介護支援事業を行う事業所の所在地が次のように変更された。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２３６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（特定福祉用具販売事業者）の名称及び特定福祉

用具販売事業を行う事業所の名称が次のように変更された。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２３７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）の介護予防事業を行う事業所

の所在地が次のように変更された。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２３８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）の名称及び介護予防事業を行

う事業所の名称が次のように変更された。

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社ベルワイド 八幡浜市字新町２７２番地１ おるｄｅ新町居宅介護支援事
業所

（変更後）
八幡浜市下道１４２０

平成２４年１２月２５日
（変更前）
八幡浜市字新町２７２番１

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

（変更後）
合同会社わかくさ

（変更後）
新居浜市本郷２－３－２１

居宅介護支援センター若草

（変更後）
新居浜市本郷２－３－２１

平成２３年１１月１日
（変更前）
居宅介護支援センター若草合
同会社

（変更前）
新居浜市松原町１５番４９号

（変更前）
新居浜市松原町１５番４９号

介 護 機 関 （ 特 定 福 祉
用 具 販 売 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

特 定 福 祉 用 具 販 売 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

（変更後）
三泰商事株式会社

八幡浜市１４７８番地

（変更後）
介護支援ショップ西予三泰商
事株式会社

西予市宇和町坂戸３３０番地５ 平成２４年９月３日
（変更前）
三泰商事有限会社

（変更前）
介護支援ショップ西予三泰商
事有限会社

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社ベルワイド 八幡浜市字新町２７２番地１ おるｄｅ新町ヘルパーステー
ション

（変更後）
八幡浜市下道１４２０

平成２５年１月３日
（変更前）
八幡浜市字新町２８１番地１

株式会社ベルワイド 八幡浜市字新町２７２番地１ おるｄｅ新町デイサービスセ
ンター

（変更後）
八幡浜市下道１４２０

平成２５年１月１４日
（変更前）
八幡浜市字新町２７２番１

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号
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平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２３９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）の介護予防事業を行う事業所

の名称及び所在地が次のように変更された。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２４０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（特定介護予防福祉用具販売事業者）の名称及び

特定介護予防福祉用具販売事業を行う事業所の名称が次のように変更された。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２４１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）から、居宅介護事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

（変更後）
三泰商事株式会社

八幡浜市１４７８番地

（変更後）
介護支援ショップ八幡浜三泰
商事株式会社

八幡浜市新町２７６－１ 平成２４年９月３日
（変更前）
三泰商事有限会社

（変更前）
介護支援ショップ八幡浜三泰
商事有限会社

（変更後）
三泰商事株式会社

八幡浜市１４７８番地

（変更後）
介護支援ショップ西予三泰商
事株式会社

西予市宇和町坂戸３３０番地５ 平成２４年９月３日
（変更前）
三泰商事有限会社

（変更前）
介護支援ショップ西予三泰商
事有限会社

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人愛南町社会福祉
協議会

南宇和郡愛南町御荘平城２１３９
番地

（変更後）
愛南町社協訪問介護事業所

（変更後）
南宇和郡愛南町城辺甲２３８０番
地

平成２４年９月１日
（変更前）
愛南町社協城辺訪問介護事業
所

（変更前）
南宇和郡愛南町城辺甲２４２０番
地

社会福祉法人愛南町社会福祉
協議会

南宇和郡愛南町御荘平城２１３９
番地

（変更後）
愛南町社協訪問入浴事業所

（変更後）
南宇和郡愛南町城辺甲２３８０番
地

平成２４年９月１日
（変更前）
愛南町社協御荘訪問入浴事業
所

（変更前）
南宇和郡愛南町御荘平城２１３９
番地

介護機関（特定介護予防
福祉用具販売事業者）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

特定介護予防福祉用具販売事業を行う事業所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

（変更後）
三泰商事株式会社

八幡浜市１４７８番地

（変更後）
介護支援ショップ八幡浜三泰
商事株式会社

八幡浜市新町２７６－１ 平成２４年９月３日
（変更前）
三泰商事有限会社

（変更前）
介護支援ショップ八幡浜三泰
商事有限会社

（変更後）
三泰商事株式会社

八幡浜市１４７８番地

（変更後）
介護支援ショップ西予三泰商
事株式会社

西予市宇和町坂戸３３０番地５ 平成２４年９月３日
（変更前）
三泰商事有限会社

（変更前）
介護支援ショップ西予三泰商
事有限会社

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号
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�愛媛県告示第２４２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）から、介護予防事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２４３号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２４４号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

セブンスター石手店 松山市石手一丁目甲
２６０番１ 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の閉店時刻 午後１０時 午後１１時 平成２５年

４月１日
平成２５年
３月８日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社城西調剤薬局 松山市空港通七丁目１３番１号 有限会社城西調剤薬局八幡浜
店 八幡浜市古町１丁目１０３０ー４ 平成２４年８月１５日

鎌 田 啓 祐 八幡浜市大黒町３丁目１５２６－
４ 鎌田医院 八幡浜市大黒町３丁目１５２６－

４ 平成２４年９月３０日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社城西調剤薬局 松山市空港通七丁目１３番１号 有限会社城西調剤薬局八幡浜
店 八幡浜市古町１丁目１０３０ー４ 平成２４年８月１５日

鎌 田 啓 祐 八幡浜市大黒町３丁目１５２６－
４ 鎌田医院 八幡浜市大黒町３丁目１５２６－

４ 平成２４年９月３０日

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療 所 の 名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

呼 吸 器 機 能 障 害 内 科 公立学校共済組合四
国中央病院 三 次 実 四国中央市川之江町２２３３番地 平成

２５年３月１日

肢体不自由・心臓・じん臓・呼
吸器・ぼうこう又は直腸・小腸・
免疫・肝臓機能障害

外 科 宇和島徳洲会病院 大久保 正 一 宇和島市住吉町２丁目６番２４号 平成
２５年３月１日

ぼうこう又は直腸・小腸・肝臓
機能障害 消 化 器 科 瀬 戸 内 海 病 院 松 木 克 之 今治市北宝来町２丁目４番地９ 平成

２５年３月１日

ぼうこう又は直腸機能障害 消 化 器 科 瀬 戸 内 海 病 院 小 堀 陽一郎 今治市北宝来町２丁目４番地９ 平成
２５年３月１日

視覚・聴覚・平衡・音声、言語・
肢体不自由 脳神経外科 医療法人弘仁会共立

病院 古 田 茂 西条市三津屋南９番１０ 平成
２５年３月１日

肢体不自由・呼吸器機能障害 内 科 チヨダクリニック � 橋 修 八幡浜市川通１４５５番地２２ 平成
２５年３月１日

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号
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�愛媛県告示第２４５号
家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第５条第１項の規定

に基づき、ブルセラ病、結核病、ヨーネ病、伝達性海綿状脳症、馬

伝染性貧血、家きんサルモネラ感染症等の検査を次のとおり実施す

る。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 実施の目的

ブルセラ病、結核病、ヨーネ病、伝達性海綿状脳症、馬伝染性

貧血、家きんサルモネラ感染症等の発生の状況及び動向を把握し、

その発生を予防するため

２ 実施の対象となる家畜又はその死体の種類及び範囲並びに実施

する区域

� 牛のブルセラ病

実施の対象となる牛の範囲 実施する区域

１ 種付けの用に供し、又は供する目的で

飼育している雄牛及びこれと同一施設内

で飼育しているその他の牛

２ その他知事の指定する牛

県下一円

� 牛の結核病

実施の対象となる牛の範囲 実施する区域

１ 搾乳の用に供し、又は供する目的で飼

育している雌牛及びこれと同一施設内で

飼育しているその他の牛

四国中央市、新居浜市、

今治市（旧越智郡を除

く）、東温市、伊予郡、

上浮穴郡、北宇和郡

２ 種付けの用に供し、又は供する目的で

飼育している雄牛及びこれと同一施設内

で飼育しているその他の牛

３ その他知事の指定する牛

県下一円

� 牛のヨーネ病

実施の対象となる牛の範囲 実施する区域

１ 搾乳の用に供し、又は供する目的で飼

育している雌牛及びこれと同一施設内で

飼育しているその他の牛

西予市（明浜町、宇和町、

野村町大野ヶ原、城川町、

三瓶町に限る）

２ 種付けの用に供し、又は供する目的で

飼育している雄牛及びこれと同一施設内

で飼育しているその他の牛

３ その他知事の指定する牛

県下一円

� 牛の伝達性海綿状脳症

実施の対象となる牛の死体の範囲 実施する区域

月齢又は推定月齢が満２４ヶ月齢以上で死

亡した牛の死体のうち、牛海綿状脳症対策

特別措置法第６条第１項に基づく届出の対

象となるもの。ただし、同法同条第２項た

だし書きに該当するものを除く。

県下一円

� 馬伝染性貧血

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前８時４５分から午
後１０時１５分まで

午前８時４５分から午
後１１時１５分まで

セブンスター三津店 松山市会津町７番１
外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の閉店時刻 午後１０時 午後１１時

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前８時４５分から午
後１０時１５分まで

午前８時４５分から午
後１１時１５分まで

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 １１箇所 １０箇所

セブンスター石井店 松山市東石井町３２７
番１ 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の閉店時刻 午後１０時 午後１１時

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前８時４５分から午
後１０時１５分まで

午前８時４５分から午
後１１時１５分まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号
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実施の対象となる馬の範囲 実施する区域

１ 繁殖の用に供し、又は供する目的で飼

育している雌馬及びこれと同一施設内で

飼育しているその他の馬

２ 種付けの用に供し、又は供する目的で

飼育している雄馬及びこれと同一施設内

で飼育しているその他の馬

西条市、今治市（旧越智

郡に限る）、越智郡

３ 競馬法（昭和２３年法律第１５８号）によ

る競馬に出場する馬

４ その他知事の指定する馬

県下一円

� 家きんサルモネラ感染症（ひな白痢）

実施の対象となる鶏の範囲 実施する区域

人工ふ化の用に供し、又は供する目的で

飼育している鶏
県下一円

� 知事の指定するその他の疾病

実施の対象となる家畜又はその死体の範囲 実施する区域

知事の指定する家畜 県下一円

３ 実施の期日

平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの間において、所

轄の家畜保健衛生所長が指定する日

４ 検査の方法

� ブルセラ病、結核病、伝達性海綿状脳症、馬伝染性貧血

家畜伝染病予防法施行規則（昭和２６年農林水産省令第３５号）

に定める方法

� ヨーネ病

家畜伝染病予防法施行規則（昭和２６年農林水産省令第３５号）

又は「牛のヨーネ病防疫対策要領」（平成１８年１１月１日付け１８

消安第８５８６号農林水産省消費・安全局長通知）に定める方法

� 家きんサルモネラ感染症（ひな白痢）

急速凝集反応法

� 知事の指定するその他の疾病

知事の指定する方法

�������
�愛媛県告示第２４６号
家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第６条第１項の規定

に基づき、流行性脳炎の発生予防のための注射を次のとおり実施す

る。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 実施の対象となる豚の範囲及び実施する区域

実施の対象となる豚の範囲 実施する区域

１ 繁殖の用に供し、又は供する目的で飼

育している雌豚

２ 種付けの用に供し、又は供する目的で

飼育している雄豚

県下一円

２ 実施の期日

平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの間において、所

轄の家畜保健衛生所長が指定する日

３ 注射の方法

ワクチン接種法

�������
�愛媛県告示第２４７号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

新居浜市立川町５６９の７、５６９の１０、５７２の１１

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

指定理由の消滅

�������
�愛媛県告示第２４８号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

新居浜市立川町５６９の１１

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第２４９号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条の２第２項の

規定による届出を審査した結果、次の加入区について、同法第１１２

条第１項の規定による同意があったと認めたので、同法第１１２条の

２第３項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）

第２６条の３の規定により告示する。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

（東予地方局管内）

川之江加入区 三島加入区 寒川加入区

大島加入区 多喜浜加入区 新居浜加入区

西条加入区 河原津加入区

（東予地方局産業経済部今治支局管内）

桜井加入区 大浜加入区 来島加入区

渦浦加入区 津倉加入区 伯方加入区

魚島加入区 弓削加入区 岩城生名加入区

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号
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関前加入区 波方加入区 小部加入区

大西加入区 菊間加入区

（中予地方局管内）

浅海加入区 北条加入区 安居島加入区

野忽那加入区 睦月加入区 興居島加入区

堀江加入区 三津加入区 和気加入区

今出加入区 和気・太山寺加入区 松前加入区

上灘加入区 下灘加入区

（南予地方局管内）

明浜加入区 吉田加入区 奥南加入区

北灘加入区 下波加入区 遊子加入区

蒋淵加入区 戸島第一加入区 戸島第二加入区

日振島加入区 宇和島第一加入区 宇和島第二加入区

宇和島第三加入区 三浦加入区

（南予地方局愛南水産課管内）

内海加入区 南内海加入区 深浦加入区

東海加入区 西海加入区 福浦加入区

久良加入区

（南予地方局産業経済部八幡浜支局管内）

磯津加入区 川之石加入区 足成加入区

三瓶湾加入区 三崎加入区

�������
�愛媛県告示第２５０号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第１項第

１号の規定により、次の加入区について、漁船損害等補償法に基づ

く付保義務の発生（平成２１年３月愛媛県告示第３５２号）による保険

に付すべき義務は、平成２５年３月１４日限り消滅したので、同条第２

項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）第２６

条の３の規定により告示する。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

（東予地方局管内）

川之江加入区 三島加入区 寒川加入区

大島加入区 多喜浜加入区 新居浜加入区

西条加入区 河原津加入区

（東予地方局産業経済部今治支局管内）

桜井加入区 大浜加入区 来島加入区

渦浦加入区 津倉加入区 伯方加入区

魚島加入区 弓削加入区 岩城生名加入区

関前加入区 波方加入区 小部加入区

大西加入区 菊間加入区

（中予地方局管内）

浅海加入区 北条加入区 安居島加入区

野忽那加入区 睦月加入区 興居島加入区

堀江加入区 三津加入区 和気加入区

今出加入区 和気・太山寺加入区 松前加入区

上灘加入区 下灘加入区

（南予地方局管内）

明浜加入区 吉田加入区 奥南加入区

北灘加入区 下波加入区 遊子加入区

蒋淵加入区 戸島第一加入区 戸島第二加入区

日振島加入区 宇和島第一加入区 宇和島第二加入区

宇和島第三加入区 三浦加入区

（南予地方局愛南水産課管内）

内海加入区 南内海加入区 深浦加入区

東海加入区 西海加入区 福浦加入区

久良加入区

（南予地方局産業経済部八幡浜支局管内）

磯津加入区 川之石加入区 足成加入区

三瓶湾加入区 三崎加入区

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号
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�愛媛県告示第２５１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第４８条の２第２項の規定に基づき、自動車専用道路を次のとおり指定する。

その関係図面は、南予地方局建設部八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２５２号
車両制限令（昭和３６年政令第２６５号）第３条第１項第２号イの規定に基づき、通行する車両の総重量の最高限度が車両の長さ及び軸距に

応じ最大２５トンである道路を次のように指定する。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２５３号
車両制限令（昭和３６年政令第２６５号）第３条第１項第３号の規定に基づき、通行する車両の高さの最高限度が４．１メートルである道路を次

のとおり指定し、併せて、同令第１０条第１項の規定に基づき、当該道路を通行する高さが３．８メートルを超え４．１メートル以下の車両の通行

方法を次のように定める。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定する道路

道路の種類 路 線 名 区 間 指定する期日

一 般 国 道 １９７号
八幡浜市字中深１２０８番３から

同市大平１番耕地３７４番１地先まで
平成２５年３月１７日

〃 〃
八幡浜市大平１番耕地３７４番１地先から

同市保内町喜木１番耕地６５番５地先まで
〃

〃 〃
八幡浜市保内町喜木１番耕地６５番５地先から

同町宮内２番耕地１３４番１地先まで
〃

県 道 八幡浜港線
八幡浜市字沖新田１５８１番４から

同市字中深１２０８番３まで
〃

２ 通行方法

� トンネル等の上空障害箇所では、車両又は車両に積載する貨物が建築限界を侵すおそれがあるので、車線からはみ出さないよう走行

するとともに、道路に隣接する施設等に出入りするためやむを得ず車線からはみ出す場合は、標識、樹木等の上空障害物に接触しない

よう十分に注意すること。

� 後方車両に対し十分な車間距離を取らせ、交通の危険を防止するため、横寸法０．２３メートル以上かつ縦寸法０．１２メートル以上又は横

寸法０．１２メートル以上かつ縦寸法０．２３メートル以上の地が黒色の板等に黄色の反射塗装その他反射性を有する材料で「背高」と表示し

た標識を、車両の後方の見やすい箇所に掲げること。

� 道路の状況は、工事の実施等により変化することがあるので、あらかじめ道路情報を収集し、上空障害箇所のないことを確認の上走

行すること。

道路の種類 路 線 名 指 定 す る 道 路 の 区 間 指 定 期 日

一 般 国 道 １９７号
八幡浜市大平３７５番１から

同市保内町喜木１番耕地６５番１まで
平成２５年３月１７日

道路の種類 路 線 名 区 間 指定する期日

一 般 国 道 １９７号
八幡浜市大平１番耕地３７４番１地先から

同市保内町喜木１番耕地６５番５地先まで
平成２５年３月１７日

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号
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�愛媛県告示第２５４号
愛媛県県営住宅管理条例（昭和３５年愛媛県条例第１５号）第９条第

２項の規定に基づき、公営住宅法施行令（昭和２６年政令第２４０号）

第２条第１項第４号に規定する数値を次のとおり変更し、平成２５年

４月分の家賃から適用する。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２５６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

北条市土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出があった。

平成２５年３月１５日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

退 任

�愛媛県告示第２５５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２５７号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２５８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

設置所在地名 団 地 名 建設年度 構造別 数 値 備 考

宇和島市別当三
丁目 宮の下 ５７ 耐 火 ０．７６５０ 第２号棟

に限る。

宇和島市別当三
丁目 宮の下 ５８ 耐 火 ０．７９５０ 第４号棟

に限る。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 西条久万線
西条市中奥字東浦２号１７１番１から

同字２号１７１番６地先まで
平成２５年３月１５日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 玉 井 良 幸 松山市院内甲２６９番地

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２２）第１００２０号 平成２２年
１２月１９日 �永居表具商会 永居 栄幸 松山市森松町４７７－５ 平成２５年

２月４日 内装仕上工事業 建設業の廃止

（般－１９）第１６２４１号 平成２０年
２月６日 昌栄工業 栗山 昌司 松山市平井町２５０７－２ 平成２５年

２月４日 とび・土工工事業 建設業の廃止
（法人成り）

（般－２２）第１６８２０号 平成２３年
２月２１日 協同社 熊谷 康志 松山市小栗２－４－２１ 平成２５年

２月５日 内装仕上工事業 建設業の廃止
（法人成り）

（般－２３）第１５９２３号 平成２３年
４月１３日 �宅建流通えひめ 越智 和利 松山市枝松１－９－３３ 平成２５年

２月２２日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１９）第１５２８１号 平成２０年
３月３１日

�ジャパンエンジニアリ
ングカンパニー 廣瀬 充宏 松山市東垣生町６０－１ 平成２５年

２月２７日 とび・土工工事業 建設業の廃止
（一部）

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３８１号
北宇和郡松野町大字蕨生１２３９番から

同大字１２４３番１まで

旧 ８．０～１８．７ ０．２３０

新 １１．６～３０．０ ０．２３０

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号
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�愛媛県告示第２５９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２６０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２６１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部及び愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２６２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

〃 〃 北宇和郡松野町大字蕨生１２７７番１

旧 ７．５～１２．５ ０．０４１

新 １０．６～２８．３ ０．０４１

〃 〃
北宇和郡松野町大字蕨生１３６４番１から

同大字１３６８番

旧 ７．７～１４．４ ０．１９４

新 １１．７～２５．０ ０．１９４

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 嵐田之浜岩松線
宇和島市津島町近家甲１６０７番８から

同町近家甲１６０７番２１９まで

旧 ５．７～１０．８ ０．３８８

新 １０．０～１４．３ ０．３８８

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 御内下畑地線 宇和島市津島町槇川８２３番１

旧 ４．３～６．７ ０．０３７

新 ９．３～２６．２ ０．０３７

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 高茂岬船越線
南宇和郡愛南町樽見５９８番から

同町樽見３４６番まで

旧 ４．０～１３．０
１３．０～４５．０

０．２１２
０．２２２

新 １３．０～４５．０ ０．２２２

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号

１６４
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公 告

�愛媛県告示第２６３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２６４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

技能検定の合格者について

職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）に基づき平成２４年１２月３日から平成２５年２月１７日までの間に実施した技能検定の合格者は、

次のとおりである。

平成２５年３月１５日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久良城辺線
南宇和郡愛南町御荘平城３２１０番８から

同町御荘平城３２１１番４まで
平成２５年３月１５日

〃 〃 南宇和郡愛南町御荘平城３２６９番３ 〃

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 高瀬松渓線
西予市野村町高瀬４１０４番１から

同町高瀬４０９８番１まで
平成２５年３月１５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 久良城辺線 南宇和郡愛南町御荘平城３２６９番３

旧 ６．３～９．１ ０．０９５

新 ８．６～１０．１ ０．０９５

機械加工

特級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ｂ １

機械加工（普通旋盤作業）

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ７ Ａ甲 ９ Ａ １０ Ａ １１ Ｃ １

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号
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金属プレス加工

特級

受 検 番 号

Ｂ １

機械検査（機械検査作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ｃ １ Ｃ ３ Ｃ ４

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２

Ａ甲 １３ Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ａ甲 １７ Ａ甲 １８

Ａ甲 １９ Ａ甲 ２０ Ａ甲 ２１ Ａ甲 ２２ Ａ甲 ２３ Ｂ １

機械保全（機械系保全作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 １１

Ａ甲 １３ Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ａ甲 １７ Ａ甲 １８

Ａ甲 １９ Ａ甲 ２０ Ａ甲 ２１ Ａ甲 ２２ Ａ甲 ２３ Ａ甲 ２４

Ａ甲 ２５ Ａ甲 ２６ Ａ甲 ２７ Ａ甲 ３０ Ａ甲 ３１ Ａ甲 ３２

Ａ甲 ３４ Ａ甲 ３５ Ａ甲 ３６ Ａ甲 ３７ Ａ甲 ３８ Ａ甲 ３９

Ａ甲 ４０ Ａ甲 ４１ Ａ甲 ４２ Ａ甲 ４３ Ａ甲 ４４ Ａ甲 ４７

Ａ甲 ４８ Ａ甲 ４９ Ａ甲 ５２ Ａ甲 ５３ Ａ甲 ５４ Ａ甲 ５５

Ａ甲 ５６ Ａ甲 ６６ Ａ甲 ６８ Ａ甲 ６９ Ａ甲 ７０ Ａ甲 ７１

Ｂ ２ Ｂ ５ Ｂ ７ Ｂ ８ Ｂ １０ Ｂ １２

Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３ Ｃ ４ Ｃ ６ Ｃ ７

Ｃ ８ Ｃ ９ Ｃ １０ Ｃ １１

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１

Ａ甲 １２ Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ａ甲 １９ Ａ甲 ２０

Ａ甲 ２５ Ａ甲 ２６ Ａ甲 ２７ Ａ甲 ２８ Ａ甲 ２９ Ａ甲 ３１

Ａ甲 ３２ Ａ甲 ３３ Ａ甲 ３４ Ａ甲 ３５ Ａ甲 ３６ Ａ甲 ３８

Ａ甲 ３９ Ａ甲 ４０ Ａ甲 ４１ Ａ甲 ４４ Ａ甲 ４５ Ａ甲 ４６

Ａ甲 ４９ Ａ甲 ５１ Ａ甲 ５２ Ａ甲 ５３ Ａ甲 ５４ Ａ甲 ５７

Ａ甲 ５８ Ａ甲 ６０ Ａ甲 ６１ Ａ甲 ６２ Ａ甲 ６３ Ａ甲 ６５

Ａ甲 ６６ Ａ甲 ６７ Ａ甲 ６８ Ａ甲 ６９ Ａ甲 ７０ Ａ甲 ７１

Ａ甲 ７２ Ａ甲 ７３ Ａ甲 ７５ Ａ甲 ７６ Ａ甲 ７７ Ａ甲 ７８

Ａ甲 ８０ Ａ甲 ８１ Ａ甲 ８２ Ａ甲 ８３ Ａ甲 ８４ Ａ甲 ８５

Ａ甲 ８６ Ａ甲 ８７ Ａ甲 ８８ Ａ甲 ８９ Ａ甲 ９０ Ａ甲 ９１

Ａ甲 ９２ Ａ甲 ９３ Ａ甲 ９４ Ａ甲 １００ Ａ甲 １０１ Ａ甲 １０２

Ａ甲 １０３ Ａ甲 １０７ Ａ甲 １０８ Ａ甲 １０９ Ａ甲 １１０ Ａ甲 １１１

Ａ甲 １１６ Ａ甲 １１７ Ａ甲 １１８ Ａ甲 １２３ Ａ甲 １２４ Ａ甲 １２５

Ａ甲 １２７ Ａ甲 １３２ Ａ甲 １３３ Ｂ １ Ｂ ５ Ｂ ６

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号
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Ｂ ７ Ｂ ８ Ｂ ９ Ｂ １０ Ｃ １ Ｃ ５

Ｃ ７ Ｃ ９ Ｃ １１ Ｃ １２ Ｃ １４ Ｃ １５

Ｃ １７

機械保全（電気系保全作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ８ Ｃ １ Ｃ ４ Ｃ ５

Ｃ ６ Ｃ ７

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ａ甲 １１

Ｂ １ Ｃ ４ Ｃ ５

機械保全（設備診断作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ｃ ５ Ｃ １４

電気機器組立て（シーケンス制御作業）

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ｃ １

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７

Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２ Ａ甲 １３

Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ａ甲 １７ Ａ甲 １８ Ａ甲 ２０

Ａ甲 ２１ Ａ甲 ２２ Ａ甲 ２３ Ａ甲 ２４ Ａ甲 ２５ Ａ甲 ２６

Ａ甲 ２７ Ａ甲 ２８ Ａ甲 ２９

半導体製品製造

特級

受 検 番 号

Ｂ １

半導体製品製造（集積回路チップ製造作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ｂ １

２級
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受 検 番 号

Ｂ ２

自動販売機調整（自動販売機調整作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４

２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｂ １

空気圧装置組立て（空気圧装置組立て作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ｂ １ Ｂ ２

Ｃ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ７ Ａ甲 １０ Ｃ １

油圧装置調整（油圧装置調整作業）

２級

受 検 番 号

Ｃ １

農業機械整備（農業機械整備作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７

Ｂ １ Ｂ ２ Ｂ ３ Ｂ ５

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６

Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２ Ａ甲 １３

Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ａ甲 １６ Ａ甲 １７ Ａ甲 １８ Ａ甲 １９

Ａ甲 ２０ Ａ甲 ２１ Ａ甲 ２２ Ａ甲 ２３ Ｂ １ Ｂ ２

Ｃ １

冷凍空気調和機器施工（冷凍空気調和機器施工作業）

１級

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号
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受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７

Ａ甲 ８ Ａ甲 ９ Ａ甲 １２ Ａ甲 １４ Ａ甲 １５ Ｂ １

Ｂ ２ Ｂ ３ Ｂ ４ Ｃ １ Ｃ ３

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ７ Ａ甲 １１

Ａ甲 １２ Ａ甲 １３ Ａ甲 １４ Ａ甲 １６ Ｂ １ Ｂ ２

３級

受 検 番 号

Ａ甲 １

プラスチック成形

特級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ｂ １ Ｂ ２

強化プラスチック成形（ビニルエステル樹脂積層防食作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５

パン製造（パン製造作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ７ Ｃ １

２級

受 検 番 号

Ａ甲 ３

菓子製造（洋菓子製造作業）

１級

受 検 番 号

Ｃ １

菓子製造（和菓子製造作業）

１級
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受 検 番 号 受 検 番 号

Ｃ １ Ｃ ２

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ｂ １ Ｂ ２

建築大工（大工工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ｃ ２ Ｃ ４

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ４ Ａ甲 ７

３級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ５ Ａ甲 ７ Ａ甲 ８ Ａ甲 ９

Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ｃ １

かわらぶき（かわらぶき作業）

２級

受 検 番 号

Ｃ ３

配管（建築配管作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ２ Ａ甲 ４ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １３

Ａ甲 １４ Ａ甲 １６ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ３

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ｃ １

配管（プラント配管作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７
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２級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２

型枠施工（型枠工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ４ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０ Ａ甲 １１ Ａ甲 １２ Ａ甲 １３

Ａ甲 １４ Ｃ １ Ｃ ３

鉄筋施工（鉄筋施工図作成作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｃ １ Ｃ ２ Ｃ ４ Ｃ ６ Ｃ ７

Ｃ ８ Ｄ １ Ｄ ２

鉄筋施工（鉄筋組立て作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ５ Ａ甲 ６ Ａ甲 ７ Ａ甲 ９ Ａ甲 １０

Ｂ １ Ｂ ２ Ｃ １ Ｃ ２

２級

受 検 番 号

Ｃ １

コンクリート圧送施工（コンクリート圧送工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ｂ １

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ｂ １ Ｂ ２

防水施工（塩化ビニル系シート防水工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ｃ １ Ｃ ３ Ｃ ４ Ｃ ５

防水施工（改質アスファルトシートトーチ工法防水工事作業）

１級
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受 検 番 号

Ｃ １

内装仕上げ施工（鋼製下地工事作業）

１級

受 検 番 号

Ｄ １

内装仕上げ施工（ボード仕上げ工事作業）

１級

受 検 番 号

Ｄ １

カーテンウォール施工（金属製カーテンウォール工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ｃ １

ガラス施工（ガラス工事作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ｃ １

機械・プラント製図（機械製図ＣＡＤ作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 ３ Ａ甲 ６ Ａ甲 ８ Ｂ ２ Ｃ ２

２級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ６ Ａ甲 ９ Ａ甲 １２ Ｂ １ Ｂ ２

Ｃ ４ Ｃ ５ Ｃ ６ Ｃ ７ Ｃ ８

電気製図（配電盤・制御盤製図作業）

１級

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２

２級

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号

１７２



人事委員会規則

�愛媛県人事委員会規則７－１１３０
住居手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２５年３月１５日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

住居手当に関する規則の一部を改正する規則

住居手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４５９）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（権衡職員の範囲）

第５条の２ 条例第９条の５第１項第３号の人事委員会規則で定め

る職員は、単身赴任手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７

―７６３）第６条第２項に該当する職員で、同項第３号に規定する

満１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子が居住

するための住宅として、同号に規定する異動又は公署の移転（

国家公務員等であつた者から引き続き

条例第３条第１項の給料表の適用を受ける職員となつた者にあつ

ては当該適用、外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の

処遇等に関する条例（昭和６３年愛媛県条例第４号）第２条第１項

の規定による派遣若しくは公益的法人等への職員の派遣等に関す

る条例（平成１３年愛媛県条例第４７号）第２条第３項第１号に規定

する職員派遣から職務に復帰した職員又は公益的法人等への一般

職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成１２年法律第５０号）第

１０条第１項の規定により採用された職員にあつては当該復帰又は

採用。以下同じ。）の直前の住居であつた住宅（前条に規定する

職員住宅及び住宅を除く。）又はこれに準ずるものとして人事委

員会の定める住宅を借り受け、月額１２，０００円を超える家賃を支払

つているものとする。

（権衡職員の範囲）

第５条の２ 条例第９条の５第１項第３号の人事委員会規則で定め

る職員は、単身赴任手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７

―７６３）第６条第２項に該当する職員で、同項第３号に規定する

満１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子が居住

するための住宅として、同号に規定する異動又は公署の移転（条

例第１０条第４項に規定する国家公務員等であつた者から引き続き

条例第３条第１項の給料表の適用を受ける職員となつた者にあつ

ては当該適用、外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の

処遇等に関する条例（昭和６３年愛媛県条例第４号）第２条第１項

の規定による派遣若しくは公益的法人等への職員の派遣等に関す

る条例（平成１３年愛媛県条例第４７号）第２条第３項第１号に規定

する職員派遣から職務に復帰した職員又は公益的法人等への一般

職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成１２年法律第５０号）第

１０条第１項の規定により採用された職員にあつては当該復帰又は

採用。以下同じ。）の直前の住居であつた住宅（前条に規定する

職員住宅及び住宅を除く。）又はこれに準ずるものとして人事委

員会の定める住宅を借り受け、月額１２，０００円を超える家賃を支払

つているものとする。

受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２

塗装（鋼橋塗装作業）

１級

受 検 番 号

Ａ甲 １

２級

受 検 番 号

Ｃ １

樹脂接着剤注入施工（樹脂接着剤注入工事作業）

単一等級

受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号 受 検 番 号

Ａ甲 １ Ａ甲 ２ Ａ甲 ３ Ａ甲 ５
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７－１１３１
単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２５年３月１５日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

単身赴任手当に関する規則の一部を改正する規則

単身赴任手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－７６３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（権衡職員の範囲等）

第６条 省略

２ 条例第１０条の２第３項の同条第１項の規定による単身赴任手当

を支給される職員との権衡上必要があると認められるものとして

人事委員会規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。

� 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関

する条例（昭和６３年愛媛県条例第４号）第２条第１項の規定に

よる派遣若しくは公益的法人等への職員の派遣等に関する条例

（平成１３年愛媛県条例第４７号）第２条第３項第１号に規定する

職員派遣から職務に復帰したこと又は公益的法人等への一般職

の地方公務員の派遣等に関する法律（平成１２年法律第５０号）第

１０条第１項の規定により職員として採用されたこと（以下「復

帰等」という。）に伴い、住居を移転し、第２条に規定するや

むを得ない事情により、同居していた配偶者と別居することと

なった職員で、当該復帰等の直前の住居から当該復帰等の直後

に在勤する公署に通勤することが第３条に規定する基準に照ら

して困難であると認められるもののうち、単身で生活すること

を常況とする職員

�～� 省略

別記様式（第８条、第９条関係） 単身赴任届兼単身赴任手当認定

簿

（表） 省略

（裏）

（権衡職員の範囲等）

第６条 省略

２ 条例第１０条の２第３項の同条第１項の規定による単身赴任手当

を支給される職員との権衡上必要があると認められるものとして

人事委員会規則で定める職員は、次に掲げる職員とする。

� 外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関

する条例（昭和６３年愛媛県条例第４号）第２条第１項の規定に

よる派遣若しくは公益的法人等への職員の派遣等に関する条例

（平成１３年愛媛県条例第４７号）第２条第３項第１号に規定する

職員派遣から職務に復帰したこと又は公益的法人等への一般職

の地方公務員の派遣等に関する法律（平成１２年法律第５０号）第

１０条第１項の規定により職員として採用されたこと（以下「復

帰等」という。）に伴い、住居を移転し、第２条に規定するや

むを得ない事情により、同居していた配偶者と別居することと

なった職員で、当該復帰等の直前の住居から当該復帰等の直後

に在勤する公署に通勤することが第３条に規定する基準に照ら

して困難であると認められるもののうち、単身で生活すること

を常況とする職員

�～� 省略

別記様式（第８条、第９条関係） 単身赴任届兼単身赴任手当認定

簿

（表） 省略

（裏）

省略 省略

記入上の注意

１～７ 省略

８ 条例第１０条の２第３項に規定する国家公務員等から人事

交流等により引き続き給料表の適用を受けることとなった

職員又は外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の

処遇等に関する条例（昭和６３年愛媛県条例第４号）第２条

第１項の規定による派遣若しくは公益的法人等への職員の

派遣等に関する条例（平成１３年愛媛県条例第４７号）第２条

第３項第１号に規定する職員派遣から職務に復帰した職員

若しくは公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に

関する法律（平成１２年法律第５０号）第１０条第１項の規定に

より採用された職員にあっては、「異動」とあるのをそれ

ぞれ「適用」又は「復帰」若しくは「採用」と読み替えて

記入すること。

９～１２ 省略

記入上の注意

１～７ 省略

８ 条例第１０条の２第３項に規定する国家公務員等から人事

交流等により引き続き給料表の適用を受けることとなった

職員又は外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の

処遇等に関する条例（昭和６３年愛媛県条例第４号）第２条

第１項の規定による派遣若しくは公益的法人等への職員の

派遣等に関する条例（平成１３年愛媛県条例第４７号）第２条

第３項第１号に規定する職員派遣から職務に復帰した職員

若しくは公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に

関する法律（平成１２年法律第５０号）第１０条第１項の規定に

より採用された職員にあっては、「異動」とあるのをそれ

ぞれ「適用」又は「復帰」若しくは「採用」と読み替えて

記入すること。

９～１２ 省略
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公安委員会規則

選挙管理委員会告示

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県公安委員会規則第１号
愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２５年３月１５日

愛媛県公安委員会委員長 亀 岡 マリ子

愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則

愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第９条の２関係） 別表第２（第９条の２関係）

番号 路 線 名 区 間 番号 路 線 名 区 間

１～２１

省略

１～２１

省略

２１の２ 一般国道１９７号 八幡浜市字中深１２０８番３から同市

大平１番耕地３７４番１地先まで

２１の３ 一般国道１９７号

（名坂道路）

八幡浜市大平１番耕地３７４番１地

先から同市保内町喜木１番耕地６５

番５地先まで

２１の４ 一般国道１９７号 八幡浜市保内町喜木１番耕地６５番

５地先から同町宮内２番耕地１３４

番１地先まで

２２～６６の

２ 省略

２２～６６の

２ 省略

６６の３ 県道八幡浜港線 八幡浜市字沖新田１５８１番４から同

市字中深１２０８番３まで

６７～１２２

省略

６７～１２２

省略

附 則

この規則は、平成２５年３月１７日から施行する。

�愛媛県選挙管理委員会告示第２号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

平成２５年３月１５日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日 備 考
代 表 者 会 計 責 任 者

小林朋子後援会 井 伊 真 一 池 田 洋 子 伊予郡砥部町三角７３６－５ 平成２４年１１月１日

菊池伸二後援会 菊 池 伸 二 菊 池 トヨ子 伊予郡砥部町北川毛２９０－２ 平成２４年１１月７日

柳田おさむ後援会 柳 田 耕 造 小 野 和 博 伊予郡砥部町高尾田７７ 平成２４年１１月１３日
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�愛媛県選挙管理委員会告示第３号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

平成２５年３月１５日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

眞木芳文後援会 田 村 真 一 眞 木 民 恵 上浮穴郡久万高原町久万１１９１－１ 平成２４年１１月２０日

日本維新の会衆議院愛媛県第４区支
部 桜 内 文 城 山 根 誠 司 宇和島市中央町二丁目１－７ 平成２４年１１月２６日 政党の支部

古川孝之後援会 古 川 孝 之 吉 岡 泰 伊予郡砥部町宮内５０９ 平成２４年１１月２６日

日本維新の会衆議院愛媛県第２選挙
区支部 西 岡 新 板 倉 広 透 今治市北日吉町二丁目６－４２ 平成２４年１２月５日 政党の支部

小西まさひろ後援会 谷 原 憲 一 門 田 真 史 伊予郡砥部町高尾田１１１７ 平成２４年１２月６日

渡部けんじ後援会 渡 部 定 男 中 里 史 朗 上浮穴郡久万高原町久万２１５ 平成２４年１２月６日

高橋たもつ後援会 � 橋 保 � 橋 保 西条市神拝甲３５５－１ 平成２４年１２月２１日

井上浩二後援会 井 上 浩 二 青 山 啓 治 西条市小松町北川２７８ 平成２４年１２月２６日

黒河達也後援会 黒 河 将 仁 黒 河 清 志 西条市北条１５７３－１ 平成２５年１月８日

川又ゆみえ後援会 川 又 文 丸 川 又 時 美 西条市河原津甲３５４－６ 平成２５年１月１５日

藤井武彦後援会 藤 井 武 彦 藤 井 直 樹 西条市小松町新屋敷甲１７８７ 平成２５年１月１５日

頑張れ日本！全国行動委員会・愛媛
県本部 田 中 直 子 堀 江 賢 治 伊予市下吾川６７５ 平成２５年１月１５日

一色伸昭後援会 木 原 偉和雄 一 色 正 行 西条市三津屋南９－３ 平成２５年１月２１日

原田達也後援会 木 村 俊 介 三 原 克 夫 南宇和郡愛南町緑乙３１９４ 平成２５年１月２２日

平岡清樹後援会 平 岡 清 樹 平 岡 勇 二 伊予市上野４５５－４７ 平成２５年１月２３日

新時代戦略研究会 西 岡 新 安 永 副 美 今治市北日吉町二丁目６－４２ 平成２５年１月２４日

西岡新後援会 仲 井 祥 泰 安 永 副 美 今治市北日吉町二丁目６－４２ 平成２５年１月２４日

坂口直樹後援会 坂 口 直 樹 坂 口 岩 美 南宇和郡愛南町緑乙１９３９－２ 平成２５年１月２５日

大野鎮司後援会 大 野 鎮 司 大 野 恵 美 伊予市下吾川２３２－１８４ 平成２５年１月２５日

佐伯利彦後援会 佐 伯 安 喜 菅 良 友 西条市丹原町来見甲８３９ 平成２５年１月２８日

政正会 向 井 正次郎 向 井 千 里 伊予市上三谷１４３２－７ 平成２５年１月３１日

政治団体の名称 異 動 事 項 新 旧 届出年月日 備 考

大西渡後援会 会 計 責 任 者 大 西 和 子 谷 本 訓 功 平成２４年１１月１日

阪本寿明後援会 主たる事務所の所在地 北宇和郡松野町大字松丸２４４ 北宇和郡松野町大字奥野川９６５ 平成２４年１１月５日

代 表 者 増 田 善 吉 山 下 恵太郎
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�愛媛県選挙管理委員会告示第４号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

平成２５年３月１５日

会 計 責 任 者 伊勢屋 重 一 大 谷 日出夫

稲本たかとし後援会 会 計 責 任 者 河 野 貴 之 大 本 茂 樹 平成２４年１１月６日

白石とおる後援会 主たる事務所の所在地 新居浜市郷一丁目１３－３５ 新居浜市久保田町三丁目９－２７ 平成２４年１１月７日

松山笑顔の会 会 計 責 任 者 福 應 源 輝 白 石 浩 司 平成２４年１１月２２日

国民の生活が第一愛媛県
第２区総支部 名 称 国民の生活が第一愛媛県第２区総

支部
国民の生活が第一愛媛県参議院選
挙区第１総支部 平成２４年１１月３０日 政党の支部

井村雄三郎後援会 代 表 者 越 智 浩 井 川 幸四郎 平成２４年１１月３０日

長橋じゅんじ後援会 会 計 責 任 者 福 應 源 輝 白 石 浩 司 平成２４年１１月３０日

村上誠一郎後援会 代 表 者 大 橋 和 彦 矢 野 寿 樹 平成２４年１１月３０日

石川かつゆき後援会 主たる事務所の所在地 新居浜市庄内町四丁目３－１８ 新居浜市坂井町二丁目２－１０ 平成２４年１２月４日

会 計 責 任 者 伊 東 省 司 加 藤 友 久

石川勝行後援会 主たる事務所の所在地 新居浜市庄内町四丁目３－１８ 新居浜市東田二丁目甲１６１６－１ 平成２４年１２月４日

木村文広後援会 代 表 者 山 田 三木男 鳥 生 重 美 平成２４年１２月１７日

邦友会 名 称 邦友会 武智くにのり後援会 平成２４年１２月１８日

自由民主党２１世紀愛媛を
つくる会 主たる事務所の所在地 松山市空港通一丁目６－２７ 松山市苞木甲３２１ 平成２４年１２月２０日 政党の支部

自由民主党川内支部 会 計 責 任 者 渡 部 司 朗 細 川 秀 明 平成２４年１２月２５日 政党の支部

伊藤宏太郎後援会 主たる事務所の所在地 西条市福武甲７１１－２ 西条市大町１００７－２ 平成２４年１２月２６日

山下和彦後援会 主たる事務所の所在地 西宇和郡伊方町湊浦１００２－２０ 西宇和郡伊方町湊浦１００２－１９ 平成２５年１月８日

こだま千春後援会 代 表 者 高 橋 司 和 田 正 壽 平成２５年１月１５日

みんなでつくろう伊予市
の会 名 称 みんなでつくろう伊予市の会 泉圭一後援会 平成２５年１月１５日

主たる事務所の所在地 伊予市米湊３２１ 伊予市米湊８１０－１

坪井つよし後援会 代 表 者 高 橋 典 正 矢 野 咲 雄 平成２５年１月２２日

武田功後援会 代 表 者 渡 辺 清 敏 菅 桂 二 平成２５年１月２３日

自由民主党愛媛県トラッ
ク支部 主たる事務所の所在地 松山市井門町１０８１－１ 松山市南江戸一丁目６－３ 平成２５年１月２８日 政党の支部

宇都宮明宏後援会 主たる事務所の所在地 西予市宇和町明石１８８５－２ 西予市宇和町明石１４８９ 平成２５年１月２８日

自由民主党愛媛県電気通
信支部 主たる事務所の所在地 松山市越智三丁目１４－７０ 東温市野田一丁目１３－２ 平成２５年１月２８日 政党の支部

会 計 責 任 者 木 村 規 義 古 河 恭 一

愛 媛 県 報平成２５年３月１５日 第２４５３号
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愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第５号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第２項の規定により、次のとおり資金管理団体の届出があった。

平成２５年３月１５日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第６号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定により、次のとおり資金管理団体の解散の届出があった。

平成２５年３月１５日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第７号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定により、次のとおり資金管理団体から届出事項の異動の届出があった。

平成２５年３月１５日

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

自由民主党愛媛県新居浜市第三支部 古 川 拓 哉 平成２４年１０月３１日

井 上 い さ お 後 援 会 二 宮 伸 弘 平成２４年１１月１日

伊 賀 功 後 援 会 大 西 喜 良 平成２４年１１月１日

越 智 仁 美 後 援 会 越 智 仁 美 平成２４年１１月２８日

進 藤 武 後 援 会 進 藤 武 平成２４年１１月２８日

大 西 よ し 子 後 援 会 高 木 勲 平成２４年１１月３０日

佐 々 木 龍 後 援 会 高 橋 恭 治 平成２４年１１月３０日

龍 翔 会 佐々木 龍 平成２４年１１月３０日

鈴 木 邦 雄 後 援 会 鈴 木 邦 雄 平成２４年１２月１４日

栗 林 政 伸 後 援 会 栗 林 政 伸 平成２４年１２月２０日

一 色 達 夫 後 援 会 一 色 達 夫 平成２４年１２月３１日

魚 崎 き よ の り 後 援 会 魚 崎 清 則 平成２４年１２月３１日

合 田 陽 子 後 援 会 大 西 慶 彦 平成２４年１２月３１日

中 野 寛 之 を 推 薦 す る 会 中 野 勲 平成２４年１２月３１日

真 鍋 て る み 後 援 会 越 智 優治郎 平成２４年１２月３１日

村 上 た い ぞ う 後 援 会 村 上 良 治 平成２４年１２月３１日

渡 部 高 尚 後 援 会 徳 永 紀代美 平成２４年１２月３１日

細 川 ひ で あ き 後 援 会 � 木 安 雄 平成２５年１月２４日

資金管理団体の
届出をした者の
氏名

公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 代表者の氏名 届 出 年 月 日

菊 池 伸 二 砥部町議会議員 菊池伸二後援会 伊予郡砥部町北川毛２９０－２ 菊 池 伸 二 平成２４年１１月７日

西 岡 新 衆議院議員 新時代戦略研究会 今治市北日吉町二丁目６－４２ 西 岡 新 平成２５年１月２４日

坂 口 直 樹 愛南町議会議員 坂口直樹後援会 南宇和郡愛南町緑乙１９３９－２ 坂 口 直 樹 平成２５年１月２５日

大 野 鎮 司 伊予市議会議員 大野鎮司後援会 伊予市下吾川２３２－１８４ 大 野 鎮 司 平成２５年１月２５日

届出をした者の
氏名 公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名

資金管理団体で
なくなった旨の
届出年月日

備 考

越 智 仁 美 四国中央市議会議員 越智仁美後援会 四国中央市三島中央五丁目１
－２ 越 智 仁 美 平成２４年１１月２８日

進 藤 武 四国中央市議会議員 進藤武後援会 四国中央市豊岡町大町１８６４－
１ 進 藤 武 平成２４年１１月２８日

佐々木 龍 新居浜市長 龍翔会 新居浜市松原町１５－２３ 佐々木 龍 平成２４年１２月３日
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�愛媛県選挙管理委員会告示第８号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第９９条第１項の規定による解職

の請求の要件となるべき選挙権を有する者の数は、次のとおりであ

る。

平成２５年３月１５日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

１ 選挙権を有する者の総数 １３，１３７

２ 選挙権を有する者の総数の３分の１の数 ４，３７９

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

�愛媛県選挙管理委員会告示第９号
平成２４年１２月１６日執行の衆議院小選挙区選出議員選挙における公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨は、次のとおりである。

平成２５年３月１５日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

１ 選挙の種類 平成２４年１２月１６日執行 衆議院小選挙区選出議員選挙

２ 公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額（法定選挙運動費用額）

愛媛県第１区 ２４，９９５，５００円

愛媛県第２区 ２５，６４５，０００円

愛媛県第３区 ２３，１６６，１００円

愛媛県第４区 ２２，６１９，０００円

３ 報告書の要旨

� 愛媛県第１区

資金管理団体の名称 異 動 事 項 新 旧 届出年月日 備 考

石川勝行後援会 主たる事務所の所在地 新居浜市庄内町四丁目３－１８ 新居浜市東田二丁目甲１６１６－１ 平成２４年１２月４日

候 補 者 氏 名 池 本 俊 英 候補者届出政党 日本維新の会 平成２４年１１月２１日から １

期 間 第 回分

平成２５年１月１８日まで ２出納責任者氏名 杉 山 淳 一

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 １，１１０，０００円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ６０，２７０ （ ０ ）

０円 選挙事務所費 ０ （ ０ ）

集合会場費 ６０，２７０ （ ０ ）

通信費 ８１，１４２ （ ０ ）

交通費 ５，８１０ （ ０ ）

印刷費 １，８４１，３８０ （ ０ ）

広告費 ３９５，２９７ （ ０ ）

文具費 ８３，４４５ （ ０ ）

食糧費 ７９，４７３ （ ０ ）

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 ０ （ ０ ）

その他の収入 ４，００４，６２５ 雑 費 １８，４７４ （ ０ ）

今 回 計 ４，００４，６２５ 今 回 計 ３，６７５，２９１ （ ０ ）

総 計 ４，００４，６２５ 総 計 ３，６７５，２９１ （ ０ ）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ２６２，５００円

ビラの作成 ４６２，７００円
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支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 １，１１６，１８０円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 ０円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ２０２，１９２円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 １９３，１０５円

計 ２，２３６，６７７円

報告書受理年 月 日

２４ １２ ３０

平成 年 月 日

２５ １ ２３

１

第 回 報 告 分

２

候 補 者 氏 名 郡 昭 浩 所 属 党 派 無 所 属 平成２４年１１月２０日から

期 間 第１回分

平成２４年１２月１５日まで出納責任者氏名 郡 昭 浩

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 ０円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ０ （ ０ ）

０円 選挙事務所費 ０ （ ０ ）

集合会場費 ０ （ ０ ）

通信費 ０ （ ０ ）

交通費 ０ （ ０ ）

印刷費 ２４，７２０ （ ０ ）

広告費 ０ （ ０ ）

文具費 ０ （ ０ ）

その他の寄附 ０件 ０ 食糧費 ０ （ ０ ）

その他の収入 ５０，０００ 雑 費 ０ （ ０ ）

今 回 計 ５０，０００ 今 回 計 ２４，７２０ （ ０ ）

総 計 ５０，０００ 総 計 ２４，７２０ （ ０ ）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ０円

ビラの作成 ０円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 ０円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 ０円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ０円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 ０円

計 ０円

報告書受理年 月 日 平成２４年１２月２７日 第 １ 回 報 告 分
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候 補 者 氏 名 塩 崎 恭 久 候補者届出政党 自 由 民 主 党 平成２４年１１月１９日から １

期 間 第 回分

平成２５年１月２３日まで ２出納責任者氏名 小 泉 泰 方

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 １，９０８，０００円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ４，０９４，１８９ （ ０ ）

自由民主党 ― １３，０００，０００円 選挙事務所費 ３，３６５，７４９ （ ０ ）

日本商工連盟 ― １００，０００ 集合会場費 ７２８，４４０ （ ０ ）

愛媛県珠算普及政治連盟 ― ５０，０００ 通信費 １，７４２，４０８ （ ０ ）

四国税理士政治連盟愛媛県支部 ― ５００，０００ 交通費 ９７９，５２２ （ ０ ）

全国土地家屋調査士政治連盟 ― １００，０００ 印刷費 ３，１９１，５０６ （ ０ ）

日本弁護士政治連盟 ― １００，０００ 広告費 ５，２８６，７６０ （ ０ ）

愛媛県石油政治連盟 ― ５０，０００ 文具費 ５４６，３１３ （ ０ ）

愛媛県不動産政治連盟 ― １００，０００ 食糧費 ２００，３１１ （ ０ ）

日本建築士事務所政経研究会 ― １００，０００ 休泊費 ０ （ ０ ）

ＴＫＣ四国政経研究会 ― １００，０００ 雑 費 ２７９，０３２ （ ０ ）

ＴＫＣ全国政経研究会 ― ５００，０００

全国質屋組合連合会 ― ２００，０００

全国たばこ耕作者政治連盟 ― １００，０００

全国たばこ耕作者政治連盟四国支部 ― ５０，０００

愛媛県歯科医師連盟 ― ２００，０００

全国珠算教育普及政治連盟愛媛県支部 ― ５０，０００

日本精神科病院政治連盟 ― ２，０００，０００

全国社会保険労務士政治連盟 ― ２００，０００

全国理容政治連盟中央会 ― ２００，０００

日本公認会計士政治連盟 ― １，５００，０００

全国公衆浴場業政治連盟 ― ２００，０００

全国商店街政治連盟 ― ５０，０００

日本果樹政治連盟 ― ３００，０００

愛媛県社会保険労務士政治連盟 ― ５００，０００

全国美容政治連盟 ― ５００，０００

日本税理士政治連盟 ― １００，０００

自動車流通政経懇話会 ― ５００，０００

全国配置家庭薬業政治連盟 ― １００，０００

日本柔道整復師連盟 ― ５００，０００

全日本不動産政治連盟 ― ２００，０００

日本薬業政治連盟 ― ５００，０００

日本薬剤師連盟 ― ５００，０００

日販協政治連盟 ― ５０，０００

全国美術商懇話会 ― ２００，０００

青 木 建 明 無 職 １２０，０００

久 保 香菜子 無 職 １２０，０００

古 泉 幸 恵 無 職 １２０，０００

田 村 千 鶴 無 職 １２０，０００

藤 井 大 輔 無 職 １２０，０００

村 上 浩 子 無 職 １２０，０００

森 池 亜佑美 無 職 １２０，０００
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その他の寄附 １件 １０，０００

その他の収入 ４，６２５

今 回 計 ２４，２５４，６２５ 今 回 計 １８，２２８，０４１ （ ０ ）

総 計 ２４，２５４，６２５ 総 計 １８，２２８，０４１ （ ０ ）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ２６２，５００円

ビラの作成 ４６２，７００円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 ６１３，２００円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 １６０，１６４円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ２０２，１９２円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 ７７，２４２円

計 １，７７７，９９８円

報告書受理年 月 日

２４ １２ ３０

平成 年 月 日

２５ １ ２４

１

第 回 報 告 分

２

候 補 者 氏 名 田 中 克 彦 候補者届出政党 日 本 共 産 党 平成２４年１１月１６日から

期 間 第１回分

平成２４年１２月２５日まで出納責任者氏名 小 路 貴 之

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 １１０，０００円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ８７，８７５ （ ０ ）

日本共産党中予地区委員会 ― ２２２，８７５円 選挙事務所費 ８０，０００ （ ０ ）

日本共産党愛媛県委員会 ― ３，０００，０００ 集合会場費 ７，８７５ （ ０ ）

通信費 ０ （ ０ ）

交通費 ０ （ ０ ）

印刷費 ２８６，９５０ （ ０ ）

広告費 １７８，８００ （ ０ ）

文具費 ０ （ ０ ）

食糧費 ０ （ ０ ）

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 ０ （ ０ ）

その他の収入 ５００，０００ 雑 費 ０ （ ０ ）

今 回 計 ３，７２２，８７５ 今 回 計 ６６３，６２５ （ ０ ）

総 計 ３，７２２，８７５ 総 計 ６６３，６２５ （ ０ ）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ０円

ビラの作成 ０円
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支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 ０円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 ０円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ０円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 ０円

計 ０円

報告書受理年 月 日 平成２４年１２月２９日 第 １ 回 報 告 分

候 補 者 氏 名 永 江 孝 子 候補者届出政党 民 主 党 平成２４年１１月１５日から

期 間 第１回分

平成２４年１２月２７日まで出納責任者氏名 永 江 弘 喜

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 ８９２，２００円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ３５５，３３９ （ ０ ）

民主党愛媛県総支部連合会 ― ３，０００，０００円 選挙事務所費 １８８，０２８ （ ０ ）

民主党 ― ５，０００，０００ 集合会場費 １６７，３１１ （ ０ ）

民主党愛媛県第１区総支部 ― １８８，０２８ 通信費 ３９０，８３０ （ ０ ）

交通費 ６４，６２６ （ ０ ）

印刷費 １，３１３，５００ （ ０ ）

広告費 １，３７３，７７８ （ ０ ）

文具費 ２２０，０００ （ ０ ）

食糧費 ２４９，５０２ （ ０ ）

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 ０ （ ０ ）

その他の収入 ４，６２５ 雑 費 ９９，４８１ （ ０ ）

今 回 計 ８，１９２，６５３ 今 回 計 ４，９５９，２５６ （ ０ ）

総 計 ８，１９２，６５３ 総 計 ４，９５９，２５６ （ ０ ）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ２６２，５００円

ビラの作成 ５１１，０００円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 ５４０，０００円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 １５９，０００円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ２００，０００円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 １１７，６００円

計 １，７９０，１００円

報告書受理年 月 日 平成２４年１２月３０日 第 １ 回 報 告 分
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� 愛媛県第２区

候 補 者 氏 名 竹 中 由美子 候補者届出政党 日 本 共 産 党 平成２４年１１月２６日から

期 間 第１回分

平成２４年１２月２６日まで出納責任者氏名 中 尾 暁 子

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 ０円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 １６２，０００ （ ０ ）

日本共産党東予地区委員会 ― ５００，０００円 選挙事務所費 １６２，０００ （ ０ ）

日本共産党中予地区委員会 ― ５００，０００ 集合会場費 ０ （ ０ ）

日本共産党愛媛県委員会 ― ３，０００，０００ 通信費 ０ （ ０ ）

交通費 ０ （ ０ ）

印刷費 ２９７，４６５ （ ０ ）

広告費 １２１，２２０ （ ０ ）

文具費 ０ （ ０ ）

食糧費 ０ （ ０ ）

その他の寄附 １件 １２，０００ 休泊費 ０ （ ０ ）

その他の収入 ０ 雑 費 ７，３１５ （ ０ ）

今 回 計 ４，０１２，０００ 今 回 計 ５８８，０００ （ ０ ）

総 計 ４，０１２，０００ 総 計 ５８８，０００ （ ０ ）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ０円

ビラの作成 ０円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 ０円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 ０円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ０円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 ０円

計 ０円

報告書受理年 月 日 平成２４年１２月２７日 第 １ 回 報 告 分

候 補 者 氏 名 友 近 聡 朗 候補者届出政党 日本未来の党 平成２４年１１月１６日から １

期 間 第 回分

平成２５年１月２１日まで ２出納責任者氏名 森 恵 美

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 １，３４５，６００円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ６５８，２６５ （ ０ ）

国民の生活が第一 ― ５，０００，０００円 選挙事務所費 ６５８，２６５ （ ０ ）

中 野 寛 之 会 社 員 １２０，０００ 集合会場費 ０ （ ０ ）

山 本 賢 史 自 営 業 １２０，０００ 通信費 １２３，３５３ （ ０ ）

植 田 正 美 会 社 員 １２０，０００ 交通費 １２７，１１５ （ ０ ）
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桧 垣 美 香 会 社 員 ８６，０００ 印刷費 １，５１０，０００ （ ０ ）

越 智 仁幸恵 会 社 員 １０７，６００ 広告費 １，４５７，３５５ （ ０ ）

文具費 １７５，９８０ （ ０ ）

食糧費 ３３，６１０ （ ０ ）

その他の寄附 ３件 ７２，０００ 休泊費 ２３，０９０ （ ０ ）

その他の収入 ０ 雑 費 １３３，３５０ （ ０ ）

今 回 計 ５，６２５，６００ 今 回 計 ５，５８７，７１８ （ ０ ）

総 計 ５，６２５，６００ 総 計 ５，５８７，７１８ （ ０ ）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ２６２，５００円

ビラの作成 ４８７，０００円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 ７６０，５００円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 ３２０，３２８円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ２０１，６００円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 ７７，２４２円

計 ２，１０９，１７０円

報告書受理年 月 日

２４ １２ ２９

平成 年 月 日

２５ １ ２８

１

第 回 報 告 分

２

候 補 者 氏 名 西 岡 新 候補者届出政党 日本維新の会 平成２４年１１月２４日から １

期 間 第 回分

平成２５年１月２２日まで ２出納責任者氏名 安 永 副 美

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 ９６０，０００円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ３２７，３３０ （ ０ ）

０円 選挙事務所費 ３２７，３３０ （ ０ ）

集合会場費 ０ （ ０ ）

通信費 ７３，５７８ （ ０ ）

交通費 １１，５００ （ ０ ）

印刷費 １，７０１，７００ （ ０ ）

広告費 ６６２，５９２ （ ０ ）

文具費 １７８，８９１ （ ０ ）

食糧費 ４６，９６１ （ ０ ）

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 ０ （ ０ ）

その他の収入 ３，０００，０００ 雑 費 ９７，６８６ （ ０ ）

今 回 計 ３，０００，０００ 今 回 計 ４，０６０，２３８ （ ０ ）

総 計 ３，０００，０００ 総 計 ４，０６０，２３８ （ ０ ）
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項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ２２５，０００円

ビラの作成 ４６２，７００円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 １，０１４，０００円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 １５７，５００円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 １１７，０００円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 ０円

計 １，９７６，２００円

報告書受理年 月 日

２４ １２ ２７

平成 年 月 日

２５ ２ ４

１

第 回 報 告 分

２

候 補 者 氏 名 村 上 誠一郎 候補者届出政党 自 由 民 主 党 平成２４年１１月１７日から １

期 間 第２回分

平成２５年２月５日まで ３出納責任者氏名 清 水 等

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 １，２１７，６７５円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 １，３０７，７８３ （ ０ ）

自由民主党愛媛県第二選挙区支部 ― ２，０００，０００円 選挙事務所費 １，２０１，１２０ （ ０ ）

全国不動産政治連盟 ― ５００，０００ 集合会場費 １０６，６６３ （ ０ ）

通信費 ５２４，５１０ （ ０ ）

交通費 １２０，９６５ （ ０ ）

印刷費 １，９７５，０７６ （ ０ ）

広告費 １，３９８，１２５ （ ０ ）

文具費 ９５，２４１ （ ０ ）

食糧費 １６８，０９４ （ ０ ）

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 １８３，１３０ （ ０ ）

その他の収入 ６，０００，０００ 雑 費 ２９８，５４１ （ ０ ）

今 回 計 ８，５００，０００ 今 回 計 ７，２８９，１４０ （ ０ ）

総 計 ８，５００，０００ 総 計 ７，２８９，１４０ （ ０ ）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ２６２，５００円

ビラの作成 ４６２，７００円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 １，１４９，８７６円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 ３２０，３２８円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ２０２，１９２円
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個人演説会の立札及び看板の類の作成 １９３，１０５円

計 ２，５９０，７０１円

報告書受理年 月 日

２４ １２ ３０

平成２５年 １ 月２５日

２５ ２ ６

１

第 ２ 回 報 告 分

３

� 愛媛県第３区

候 補 者 氏 名 植 木 正 勝 候補者届出政党 日 本 共 産 党 平成２４年１１月２５日から

期 間 第１回分

平成２４年１２月２１日まで出納責任者氏名 一 色 一 正

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 ０円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 １００，０００ （ ０ ）

日本共産党東予地区委員会 ― ８００，０００円 選挙事務所費 １００，０００ （ ０ ）

日本共産党愛媛県委員会 ― ３，０００，０００ 集合会場費 ０ （ ０ ）

通信費 ０ （ ０ ）

交通費 ０ （ ０ ）

印刷費 ０ （ ０ ）

広告費 ５７，０００ （ ０ ）

文具費 ３，９８３ （ ０ ）

食糧費 ０ （ ０ ）

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 ０ （ ０ ）

その他の収入 ０ 雑 費 ２，４２５ （ ０ ）

今 回 計 ３，８００，０００ 今 回 計 １６３，４０８ （ ０ ）

総 計 ３，８００，０００ 総 計 １６３，４０８ （ ０ ）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ０円

ビラの作成 ０円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 ０円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 ０円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ０円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 ０円

計 ０円

報告書受理年 月 日 平成２４年１２月２８日 第 １ 回 報 告 分
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候 補 者 氏 名 白 石 徹 候補者届出政党 自 由 民 主 党 平成２４年１１月１６日から １

期 間 第 回分

平成２５年１月３０日まで ２出納責任者氏名 熊 野 宏 昭

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 １，４６６，０５０円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 １７６，４００ （ ０ ）

加 藤 英 樹 会 社 員 １２０，０００円 選挙事務所費 １３２，３００ （ ０ ）

神 岡 敦 子 会 社 員 ４０，０００ 集合会場費 ４４，１００ （ ０ ）

曽我部 孝 会 社 員 １２０，０００ 通信費 ２６２，１８１ （ ０ ）

高 木 知衣子 会 社 員 ４０，０００ 交通費 ９９，３６６ （ ０ ）

武 政 美 佳 会 社 員 ４０，０００ 印刷費 １，２９４，０６５ （ ０ ）

中野内 登美子 無 職 １２０，０００ 広告費 １，４６８，８８５ （ ０ ）

文具費 ２３２，５５１ （ ０ ）

食糧費 ２０，２６８ （ ０ ）

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 ０ （ ０ ）

その他の収入 ５，０００，０００ 雑 費 ７１，０９４ （ ０ ）

今 回 計 ５，４８０，０００ 今 回 計 ５，０９０，８６０ （ ０ ）

総 計 ５，４８０，０００ 総 計 ５，０９０，８６０ （ ０ ）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ２６２，５００円

ビラの作成 ４６２，０００円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 ５６６，４１５円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 １６０，１６４円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ２０２，１９２円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 １８９，０００円

計 １，８４２，２７１円

報告書受理年 月 日

２４ １２ ２９

平成 年 月 日

２５ ２ ５

１

第 回 報 告 分

２

候 補 者 氏 名 白 石 洋 一 候補者届出政党 民 主 党 平成２４年１１月１０日から １

期 間 第２回分

平成２５年２月２０日まで ３出納責任者氏名 叶 谷 信 之

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 １，６３１，９００円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 １８５，３００ （ ０ ）

民主党本部 ― ５，０００，０００円 選挙事務所費 １０９，２００ （ ０ ）

民主党愛媛県第３区総支部 ― ６０，０００ 集合会場費 ７６，１００ （ ０ ）

民主党愛媛県総支部連合会 ― ３，０００，０００ 通信費 ４，２００ （ ０ ）
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交通費 １０，７５０ （ ０ ）

印刷費 １，８６３，５５６ （ ０ ）

広告費 １，０１４，０６４ （ ０ ）

文具費 ２９，３７２ （ ０ ）

食糧費 ４２３，０７１ （ ０ ）

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 ２２，４００ （ ０ ）

その他の収入 ０ 雑 費 ７７，２０４ （ ０ ）

今 回 計 ８，０６０，０００ 今 回 計 ５，２６１，８１７ （ ０ ）

総 計 ８，０６０，０００ 総 計 ５，２６１，８１７ （ ０ ）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ２６２，５００円

ビラの作成 ４６２，７００円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 １，１３８，３５６円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 １５９，０００円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ２０２，１９２円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 １９０，０００円

計 ２，４１４，７４８円

報告書受理年 月 日

２４ １２ ３０

平成２５年 １ 月 ９ 日

２５ ２ ２１

１

第 ２ 回 報 告 分

３

候 補 者 氏 名 森 夏 枝 候補者届出政党 日本維新の会 平成２４年１１月２６日から

期 間 第１回分

平成２４年１２月３０日まで出納責任者氏名 白 木 と し 子

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 ０円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ２０８，０００ （ ０ ）

０円 選挙事務所費 ２０８，０００ （ ０ ）

集合会場費 ０ （ ０ ）

通信費 ２５，０００ （ ０ ）

交通費 ０ （ ０ ）

印刷費 １，５６５，０００ （ ０ ）

広告費 ８１８，４６２ （ ０ ）

文具費 ０ （ ０ ）

食糧費 ７３，９２４ （ ０ ）

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 ０ （ ０ ）

その他の収入 ３，０００，０００ 雑 費 ６２，５５１ （ ０ ）

今 回 計 ３，０００，０００ 今 回 計 ２，７５２，９３７ （ ０ ）

総 計 ３，０００，０００ 総 計 ２，７５２，９３７ （ ０ ）
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項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ２４５，０００円

ビラの作成 ４２０，０００円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 ９００，０００円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 １６０，１６４円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ２０２，１９２円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 １７５，０００円

計 ２，１０２，３５６円

報告書受理年 月 日 平成２４年１２月３１日 第 １ 回 報 告 分

� 愛媛県第４区

候 補 者 氏 名 桜 内 文 城 候補者届出政党 日本維新の会 平成２４年１１月１日から １

期 間 第 回分

平成２５年１月２１日まで ２出納責任者氏名 鎌 江 晋

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 ７２０，０００円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 １１６，０００ （ ０ ）

大功会 ― ６８，０００円 選挙事務所費 １１５，０００ （ ０ ）

井 上 勝 一 会社役員 １００，０００ 集合会場費 １，０００ （ ０ ）

藤 岡 貴美子 会社役員 １，０００，０００ 通信費 ８１，０８７ （ ０ ）

日本弁護士政治連盟 ― ５０，０００ 交通費 ２２０，９６９ （ ０ ）

中 城 敏 病院院長 ５００，０００ 印刷費 １，８８８，８４４ （ ０ ）

大 塚 忠 会社社長 ５００，０００ 広告費 １，０８０，４６１ （ ０ ）

中 村 博 彦 参議院議員 １，０００，０００ 文具費 １４，１２５ （ ０ ）

菅 原 正 明 自 営 業 １００，０００ 食糧費 ２６９，３８９ （ ０ ）

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 ３６７，３５０ （ ０ ）

その他の収入 ３，０００，０００ 雑 費 １３２，６９４ （ ０ ）

今 回 計 ６，３１８，０００ 今 回 計 ４，８９０，９１９ （ ０ ）

総 計 ６，３１８，０００ 総 計 ４，８９０，９１９ （ ０ ）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ２６２，５００円

ビラの作成 ４６２，７００円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 １，１６３，６４４円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 １６０，１６４円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ２０２，１９２円
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個人演説会の立札及び看板の類の作成 １９３，１０５円

計 ２，４４４，３０５円

報告書受理年 月 日

２４ １２ ２８

平成 年 月 日

２５ １ ３１

１

第 回 報 告 分

２

候 補 者 氏 名 高 橋 英 行 候補者届出政党 民 主 党 平成２４年１１月１５日から １

期 間 第 回分

平成２５年１月２１日まで ２出納責任者氏名 新 田 耕 士

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 ２，３７０，０００円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ９１８，８５０ （ ０ ）

民主党愛媛県総支部連合会 ― ３，０００，０００円 選挙事務所費 ９１３，８５０ （ ０ ）

民主党本部 ― ５，０００，０００ 集合会場費 ５，０００ （ ０ ）

民主党愛媛県第４区総支部 ― ４００，０００ 通信費 ３７，５７８ （ ０ ）

交通費 ４０６，３８３ （ ０ ）

印刷費 ３，２８８，５５８ （ ０ ）

広告費 ８６６，５００ （ ０ ）

文具費 ０ （ ０ ）

食糧費 １６９，５９０ （ ０ ）

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 １３７，６６５ （ ０ ）

その他の収入 ３３０，０００ 雑 費 ５，２５０ （ ０ ）

今 回 計 ８，７３０，０００ 今 回 計 ８，２００，３７４ （ ０ ）

総 計 ８，７３０，０００ 総 計 ８，２００，３７４ （ ０ ）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ２６２，５００円

ビラの作成 ４６２，７００円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 １，１６３，６４４円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 １６０，１６４円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ２０２，１９２円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 １９３，１０５円

計 ２，４４４，３０５円

報告書受理年 月 日

２４ １２ ３０

平成 年 月 日

２５ ２ ２７

１

第 回 報 告 分

２
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候 補 者 氏 名 西 井 直 人 候補者届出政党 日 本 共 産 党 平成２４年１１月２８日から １

期 間 第 回分

平成２５年１月１８日まで ２出納責任者氏名 山 本 弘 志

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 ０円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 １００，０００ （ ０ ）

日本共産党愛媛県委員会 ― ３，０００，０００円 選挙事務所費 １００，０００ （ ０ ）

日本共産党南予地区委員会 ― ８００，０００ 集合会場費 ０ （ ０ ）

通信費 ０ （ ０ ）

交通費 ０ （ ０ ）

印刷費 ４５４，７９９ （ ０ ）

広告費 ７８，４２０ （ ０ ）

文具費 １４，９００ （ ０ ）

食糧費 ０ （ ０ ）

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 ３８，５００ （ ０ ）

その他の収入 ０ 雑 費 ４２０ （ ０ ）

今 回 計 ３，８００，０００ 今 回 計 ６８７，０３９ （ ０ ）

総 計 ３，８００，０００ 総 計 ６８７，０３９ （ ０ ）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ０円

ビラの作成 ０円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 ０円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 ０円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ０円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 ０円

計 ０円

報告書受理年 月 日

２４ １２ ３１

平成 年 月 日

２５ １ ２３

１

第 回 報 告 分

２

候 補 者 氏 名 山 本 公 一 候補者届出政党 自 由 民 主 党 平成２４年１１月２０日から １

期 間 第 回分

平成２５年１月２５日まで ２出納責任者氏名 新 津 昌 雄

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 １，５０７，３００円（ ０円）

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 １９４，０２４ （ ０ ）

自由民主党愛媛県第四選挙区支部 ― ６，５００，０００円 選挙事務所費 １４５，９３４ （ ０ ）

集合会場費 ４８，０９０ （ ０ ）

通信費 ２９７，４９５ （ ０ ）
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交通費 ２１７，４６５ （ ０ ）

印刷費 １，８９８，６１５ （ ０ ）

広告費 １，５０４，０３１ （ ０ ）

文具費 ３，４１８ （ ０ ）

食糧費 ３１７，９１２ （ ０ ）

その他の寄附 ０件 ０ 休泊費 ４９２，３０４ （ ０ ）

その他の収入 ０ 雑 費 ２３８，０９３ （ ０ ）

今 回 計 ６，５００，０００ 今 回 計 ６，６７０，６５７ （ ０ ）

総 計 ６，５００，０００ 総 計 ６，６７０，６５７ （ ０ ）

項 目 金 額

選挙運動用通常葉書の作成 ２６２，５００円

ビラの作成 ４６２，７００円

支出のうち公費負担相当額

ポスターの作成 １，１６０，８８０円

選挙事務所の立札及び看板の類の作成 １６０，１６４円

選挙運動用自動車等の立札及び看板の類の作成 ２０２，１９２円

個人演説会の立札及び看板の類の作成 １９３，１０５円

計 ２，４４１，５４１円

報告書受理年 月 日

２４ １２ ２７

平成 年 月 日

２５ ２ ８

１

第 回 報 告 分

２

平成２５年３月１５日 発行
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